
ノンリコース型住宅ローン開発協議会 協定書 

 

（名称） 

第1条 本協議会は、ノンリコース型住宅ローン開発協議会という。 

（住所） 

第2条 本協議会の住所は東京都千代田区平河町 1 丁目 7 号 20 番平河町辻田ビ

ル５Fとする。 

（目的） 

第3条 本協議会は、優良な住宅の賃貸価値を返済の引き当てとする住宅ローン

（以下、「ノンリコース型住宅ローン」）の商品開発、その他優良な住宅の賃

貸価値を活用した住宅金融の促進に関連する事業を会員相互の協力により実

施することを通じて、長寿命住宅の普及促進とこれに係る住宅金融の拡充に

資することを目的とする。 

（事業） 

第4条 本協議会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

① ノンリコース型住宅ローンその他住宅の資産価値を活用した金融商品の開

発、事業化の支援。 
② その他会員共通の利益となる金融関連の調査研究の実施。 
③ ①②を達成するための会員相互の情報交換。 
④ ①②を実現するために政府等の公的支援、補助金を得、その成果を支援・補

助の趣旨に則り公的に利用すること。 
⑤ その他本協議会の目的を達成するために必要な事業を行うこと。 

第1章 会員 

（会員の種類） 

第5条 本協議会の会員は運営会員と協力会員からなるものとする。 

（運営会員） 

第6条 本協議会の設立時会員は、一般社団法人移住・住みかえ支援機構と地域

共創ネットワーク株式会社とし、両者が運営会員となるものとする。 

（運営会員の権利および義務） 

第7条 運営会員の権利および義務は次のとおりとする。 
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① 運営会員は、本協議会の事業を協力会員の協力を得て実施する。 
② 運営会員は協議会の物的財産について均等な持分権を有する。ただし、運営

会議において別段の定めを行った場合にはこの限りでない。 
③ 運営会員は第 4 条の事業の実施のために必要な労務を提供する義務を負う。 
④ 運営会員は傘下・関連の事業者や金融機関に対し本協議会の活動に協力させ

るべく最善の努力を行わねばならない。 

（協力会員の資格と入会手続き） 

第8条 本協議会の協力会員はわが国において免許を有する預金金融機関であ

って、本協議会の趣旨に賛同の上、本協定に従うことを同意する者でなけれ

ばならない。 

２ 協力会員となるには、運営会議が別に定める入会申込書により、運営会員

のいずれかに申し込まなければならない。 

３ 入会は、運営会議においてその可否を決定し、申込を受けた運営会員が申

込者に通知するものとする。 

（協力会員の権利および義務） 

第9条 協力会員の権利および義務は次のとおりとする。 

⑤ 協力会員は、本協議会の事業を通じて開発されたノンリコース型住宅ローン

をプロトタイプとする住宅ローン事業を無償で実施することができる。 
⑥ 協力会員は運営会員が実施する商品検討会議に出席して意見を述べること

ができる。 
⑦ 協力会員は協議会の運営状況や事業成果について運営会員から年 2 回の定

期報告を受ける。 
⑧ 協力会員は運営会員の求めに応じ、運営会員が実施する商品検討会議に自己

の負担で出席し、事業の完成に協力する義務を負う。 
⑨ 協力会員は前号のほか、運営会員が第 4 条の事業の完成のために必要な協力

を行うべく最善の努力を行わねばならない。 

（会員共通の権利および義務） 

第10条 第 7 条・第 9条に定めるほか、会員は以下の権利を有し義務を負う。 

⑩ 協議会が作成し、公開、もしくは、支援・補助先に提出した報告書その他一

切の開示資料、文書等に係る知的財産権は各会員の共有に属する。 
⑪ 会員は、本協議会の協定を遵守しなければならない。 

（資格の喪失） 

第11条 会員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。 

⑫ 会員から退会の申し出があったとき 



⑬ 協議会が解散したとき 
⑭ 第 12 条の規定に基づき除名されたとき 
２ 前項⑫の申し出は、理由を付した退会届を会長に提出し、理事会の承認を

得なければならない。 

（権利の停止および除名） 

第12条 本協議会は、協力会員が次の各号のいずれかに該当するときは、運営会

議の全員一致の議決により期間を定めてその権利を停止し、またはその会員

を除名することができる。 

⑮ 本協議会の事業を妨げ、本協議会の名誉を損する行為をしたとき 
⑯ 本協議会の協定または総会の議決に反する行為をしたとき 

（資格の喪失に伴う権利および義務） 

第13条 会員が第 11 条の規定によりその資格を喪失したときは、会員としての

権利を失い、また義務を免れる。ただし、未履行の義務はこれを免れること

はできない。 

２ 会員は、第 11 条の規定によりその資格を喪失しても、本協議会の財産に対

し、何ら請求することはできない。 

（分担金） 

第14条 本協議会は、本協議会の事業を進める上で特に必要と認めるときは、運

営会議の議決を経て、本協議会の行う事業に要する費用の全部または一部を

運営会員から分担金として徴収することができる。 

２ 協力会員は自ら承諾した場合を除いて分担金を負担する義務を負わない。 

（届出） 

第15条 会員は、その名称、住所、会員代表者、定款または会則等に変更があっ

たときは、遅滞なく本協議会にその旨を届け出なければならない。 

第2章 役員 

（役員の種類および定数） 

第16条 本協議会に次の役員を置く。 

① 会長１名 
② 理事１名 

（選任等） 

第17条 会長ならびに理事は、運営会議において選任する。 

２ 会長ならびに理事は同一会員の役員・職員であってはならない。 



（職務） 

第18条 会長は、本協議会を代表し、その業務を総理する。 

２ 理事は会長と共に運営会議を構成し協議会に係る意思決定を行うほか、次

に掲げる職務を行う。 
① 財産および会計を監査すること 
② 会長の業務執行状況を監査すること 
③ 財産、会計および業務の執行について、不正の事実を発見したときは、こ

れを総会に報告すること 
④ 前号の報告をするため必要があるときは、総会の招集を請求し、もしくは

総会を招集すること 
⑤ 会長に事故があるときまたは会長が欠けたときに、新たに会長が選任され

るまでの間、会長を代行すること 

（任期） 

第19条 役員の任期は１年とする。ただし、設立時役員の任期は選任の日から翌

年 5月 31 日までとする。また、補欠または増員により選任された役員の任期

は、それぞれ前任者または現任者の残任期間とする。 

２ 役員は、再任されることができる。 
３ 役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、そ

の職務を行わなければならない。 

（役員の解任） 

第20条 役員は、本協議会の役員としてふさわしくない行為をしたときその他特

別の事由があるときは、総会において会員総数の３分の２以上の議決に基づ

いて解任することができる。 

（報酬等） 

第21条 役員は無報酬とする。 

２ 役員には、当該年度の予算額の範囲内において、費用を弁償することがで

きる。 

３ 前２項に関する必要な事項は、理事会の議決を経て別に定める。 

第3章 会議 

（会議） 

第22条 会議は、総会および運営会議とする。 



（総会） 

第23条 総会は、全会員をもって構成する。 

２ 総会は、会長が招集するものとし、毎年度１回開催するほか、必要に応じ

て開催する。 

３ 総会は、書面によって議決する総会とすることができる。 

４ 総会は、会員の２分の１の出席をもって成立するものとする。 

５ 総会の議長は、会長がこれに当たる。 

６ 総会の議事は、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のときは議

長の決するところによる。 

（総会の議決事項） 

第24条 総会は、この協定に別に定めるもののほか、次の事項を議決する。 

① 事業計画および収支予算 
② 事業報告および収支決算 
③ その他本協議会の運営に関する重要事項 

（総会の書面議決等） 

第25条 やむを得ない理由のため総会に出席できない会員は、書面によりまたは

他の会員に委任し、議決権を行使することができる。この場合には当該会員

は、総会に出席したものとみなす。 

２ 書面によって議決する総会においては、議決した会員は、総会に出席した

ものとみなす。 

（議事録） 

第26条 総会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録には、議長およびその会議において選任された議事録署名人２名以

上が署名および押印をしなければならない。 

（運営会議） 

第27条 運営会議は、会長ならびに理事をもって構成する。 

２ 運営会議は、会長が必要と認めたときはこれを開催する。 

３ 運営会議は、業務の執行に関する事項を審議決定する。 

４ 運営会議は、会長ならびに理事の過半数の出席により成立し、議事は、出

席理事の全員一致によってこれを決する。 

５ 前項の規定にかかわらず、会長は、書面により理事の意見を聴き、もしく

は議決を得ることにより、理事会の開催に代えることができる。 

６ 理事会の議長は、会長が行う。 



第4章 会計 

（事業年度） 

第28条 本協議会の事業年度は、毎年６月１日に始まり、翌年５月３１日に終わ

る。ただし、最初の事業年度は協議会発足の日に始まり翌年５月３１日に終

わるものとする。 

（財産） 

第29条 本協議会の財産は第 7 条②の規定に従い会員の共有に属するものとし、

理事会の定めるところにより会長が管理する。 

２ 会員は本協議会存続中は協議会の財産の分割を求めることができない。 

（経費） 

第30条 本協議会の経費は、第 14 条に定める分担金、本協議会に対し支給され

る補助金等の財産をもってあてる。 

（事業計画および収支予算） 

第31条 本協議会の事業計画書および収支予算書は、毎事業年度開始前に会長が

作成し、総会の議決を得なければならない。ただし、最初の事業年度につい

ては、発足後速やかに会長が作成し総会の議決を得るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由により年度開始前に予算が成

立しない場合には、成立するまでの間、前年度の予算に準じて収入・支出す

ることができる。 

３ 前項による収入・支出は、新たに成立した予算の収入・支出とみなす。 

（事業報告および収支決算） 

第32条 会長は、毎事業年度終了後、すみやかに事業報告書、収支決算書を作成

し、理事の監査を受けなければならない。 

第5章 事務局 

（事務局） 

第33条 本協議会の事務を処理するため事務局を置く。 

２ 事務局は会長の行う協議会の事業を補佐する。 

３ 事務局の維持運営のために必要な費用は、予算額の範囲内において、協議

会財産から負担する。 



第6章 協定の変更および解散 

（協定の変更） 

第34条 この協定は、運営会議の議決を経なければ変更することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、本協定のうち協力会員の権利・義務に関連する

事項については、総会において協力会員総数の 3 分の 2 を超える議決がなけ

れば変更することができない。 

（解散） 

第35条 本協議会は、総会において会員総数の３分の２以上の議決を経て解散す

る。 

２ 協議会解散時において各会員が本協議会の活動を通じて得た知的財産は、

各会員にそれぞれ帰属し、他の会員の承諾なく各会員が自由に利用できるも

のとする。 

第7章 雑則 

（委任） 

第36条 この協定に定めるもののほか、本協議会の運営に関する必要な事項は、

運営会議で定める。 

（実施期日） 

第37条 この協定は平成２２年６月１日から実施する。 

第8章 特則 

（取引金融機関） 

第38条  

本協議会の取引金融機関は、スルガ銀行株式会社とし、設立時会員である一般

社団法人移住・住みかえ支援機構により設けられた別口預金口座によって取引

するものとする。 

 
 以上、この協定を作成し証拠として以下の会員は次のとおり記名押印し、各

自 1 通を保管するものとする。 
 

 

 

 



平成２２年５月２７日 

 

 

設立時会員 一般社団法人移住・住みかえ支援機構 

 

            代表理事   大垣尚司     印 

 
 
設立時会員 地域共創ネットワーク株式会社 

 

           代表取締役   坂本忠弘     印



 



ノンリコース型住宅ローンの開発について 

一般社団法人移住・住みかえ支援機構代表理事 大垣尚司 

1. 背景 

 民主党政権はマニフェストにおいてノンリコース型住宅ローンの導入をうたって

おり、民間金融機関でもこうしたローンの導入にあたり必要な公的支援のあり方

について検討することが求められている。 

民主党MANIFEST2009  

項番 44  環境に優しく、質の高い住宅の普及を促進する 

 

具体策 

定期借家制度の普及を推進する。ノンリコース（不遡及）型ローンの普及を促

進する。土地の価値のみでなされているリバースモーゲージ（住宅担保貸付）

を利用しやすくする。 

 このため、平成 22 年度長期優良住宅等推進環境整備事業（ノンリコースローン

等先導的な住宅ローンの推進）の募集が 4月に公布（5月 28日締切り）ところで

ある（以下「整備事業」）。 

 JTI では、長期優良住宅について、公的移住・住みかえ支援に係る借上げならび

に空き屋・空き室保証制度（マイホーム借上げ制度）の利用に係る年齢制限を撤

廃している（移住・住みかえ支援適合住宅制度）。 

 また、本年 2月には住宅金融支援機構や一部民間金融機関の住宅ローンについて、

返済困難が予想される者から住宅を借上げて家賃を返済に充てる、再起支援借上

げ制度を導入したところである。 

 長寿命住宅については、JTI が公的支援を得て借上げ保証をすることで、長期間

にわたる家賃収入が確保できる。そこで、住宅ローンを借り入れる時点で、将来

万が一の場合や転居の場合に住宅ローンの返済を借上げ家賃で行うことにより、

期限の利益を喪失させることなく返済を継続することを予定した住宅ローン（家

賃ノンリコース型住宅ローン）を仕組むことが理論的に可能である。 
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 以上から、JTI では上記整備事業を住宅ローンに積極的に取り組む地域金融機関

の支援を得て実施し、民間金融機関が JTIの家賃保証のメリットを活用して家賃

ノンリコース型住宅ローンを提供することを支援する事業に取り組む予定である。 

2. 家賃ノンリコース型住宅ローンの考え方 

 現在の住宅ローンは主として債務者の返済能力（借入人の属性と総返済比率等）

を審査して融資の可否判断を行っており、担保として住宅の価値は返済困難な場

合のよりどころと位置付けられている。この結果、多くの金融機関が新築住宅に

ついては取得価額の 100％まで融資を行っている。 

 しかし、現在の中古住宅市場を前提にすると、ローン期間の少なくとも前半にお

いて貸し倒れが生ずると、担保を処分しても残債務を完済し得ない場合が多い。 

 この場合、債務者は残債務を長期間負担し続けるか、自己破産等破綻に追い込ま

れることとなり、貸し手金融機関において損失が発生することに加え、破綻した

債務者に対する生活保護その他の国庫負担が発生する可能性が高い。 

 一方、返済が困難となった債務者が担保住宅を明け渡し、これを賃貸運用すれば、

地域にかかわらず年間で 100万円近い収入が得られる場合が多いことから、賃貸

収入により住宅ローンの返済を継続し、残高をある程度減少させてから抵当権を

実行すれば、債務者に残債務を負担させずにすむ上、貸し手金融機関や国庫の負

担も減少する。 

 また、今後は典型的な住宅ローンだけでなく、高齢者施設への入居一時金やシニ

ア期における生活費ニーズなど、住宅の資産価値を活用した幅広い金融商品の開

発が望まれている。こうした分野において家賃ノンリコース型の仕組みが活用で

きる可能性も高い。 

 この場合、JTI の長寿命住宅向け借上げ保証は担保住宅の賃貸価値を公的に保証

する仕組みとして活用できる可能性が高い。 

 しかし、こうした家賃ノンリコース型住宅ローン等は世界的にみてもあまり前例

がないため、民間金融機関の事業化にあたっては、顧客ニーズ有無やその詳細、

具体的な商品設計のイメージ、貸し手側の事業モデル、リスク管理、事務・シス
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テム対応など未確認の点が多い。 

3. ノンリコース型住宅ローン開発協議会の設立 

 整備事業は企業単位ではなく、関連企業のコンソーシアムによる応募が前提とさ

れている。 

 また、開発にあたって顧客ニーズや金融機関のビジネスニーズ、事業方針、リス

ク管理、事務対応等について知見を得ることが欠かせない。 

 そこで、こうした新しい住宅ローンに積極的に取り組むことを検討する地域金融

機関や、そうした金融機関の実情に詳しいコンサルティング企業と共に、家賃ノ

ンリコース型住宅ローンのプロトタイプを開発し、その成果を参加金融機関にフ

ィードバックすることを目的とするコンソーシアムを組成することとしたい。 

 コンソーシアム概要 

名称 ノンリコース型住宅ローン開発協議会（任意団体） 

構
成
員 

運
営
会
員 

一般社団法人移住・住みか

え支援機構 

代表法人、整備事業にかかる事務局機能 

地域共創ネットワーク株

式会社 

地域金融機関との連携にかかる事務局

機能 

協
力
会
員 

地域金融機関 5行～10行程度。コンソーシアム組成後

に地域協創ネットワークを通じて参加

を募集 

住所 〒102-0003 東京都千代田区平河町 1-7-20 平河町辻田ビル５F 

（一般社団法人移住・住みかえ支援機構気付） 

電話：03-5211-0772 

目的 １． ノンリコース型住宅ローンその他住宅の資産価値を活用した

金融商品の開発、事業化の支援。 

２． その他会員共通の利益となる金融関連の調査研究の実施。 

３． 上記目的を達成するための会員相互の情報交換。 

４． 上記目的を実現するために政府等の公的支援、補助金を得、
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その成果を支援・補助の趣旨に則り公的に利用すること。 

５． その他上記に関連する一切の業務、事務。 

役員、機関 
 

会長 大垣尚司（一般社団法人移住・住みかえ支援機構） 

副会長 坂本忠弘（地域共創ネットワーク代表取締役株式会社） 

事務局 一般社団法人移住・住みかえ支援機構内におく 

総会 2010 年 10 月、2011 年 2 月に全会員による総会を行い

事業成果の報告と承認を行う。 

総会の決議には運営会員全員の同意と、協力会員の過半

数の同意が必要とする。また、全会員の了承があった場

合は書面開催とすることができる。その他運営会員が必

要と認めたときは総会を開催できるものとする。 

業務運営 協議会の運営にかかる意思決定は会長・副会長の合議で行う。 

会計 決算 事務局で行い、決算を 2011年 2月の総会で報告する。 

運営経費 運営会員が立て替え。 

補助金の分

配 

補助金は事務局で受領の後、外部者への支払を行った

後、運営会員立替経費に充当する。 

出資 運営は各会員の労務出資で行い、金銭出資は行わない。 

知的財産 １． 協議会が作成し、公開、もしくは、支援・補助先に提出した

報告書その他一切の開示資料、文書等は全会員に帰属する。 

２． 上記のほか、協議会解散時において各会員が本協議会の活動

を通じて得た知的財産は、各会員にそれぞれ帰属し、他の会

員の承諾なく各会員が自由に利用できるものとする。 
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4. 協議会の事業 

 検討作業のイメージ（素案） 

5月 協議会設立（JTI＋地域共創 NW） 

補助金申請 

協力会員募集開始 

6月 補助金決定（却下の場合は総会を開催の上対応方針決定） 

協力会員確定 

協力会員担当者を交えた検討会議（以下「検討会議」）① 

顧客向け調査実施内容検討（協力会員、JTI協賛住宅事業者） 

高齢者向け調査実施内容検討（JTI） 

7月 顧客向け調査実施、結果とりまとめ 

高齢者向け調査実施（JTI）、結果とりまとめ 

商品素案の作成 

検討会議② 

JTI における家賃ノンリコース住宅ローン支援（マイホーム借上

げ制度要改訂を含む）内容の検討 

8月 商品設計作業 
 

JTI における家賃ノンリコース住

宅ローン支援制度導入検討 

同リスク管理手法の検討 

9月 商品設計作業 

検討会議③ 
 

 
 
 

 10月 商品設計作業 

「地域金融機関向け家賃ノンリコース住

宅ローン商品案（中間案）」 

報告総会① 

11月 モデル導入先の決定と技術検証の実施 

検討会議④ 12月 

2011年 1月 「地域金融機関向け家賃ノンリコース住宅ローン商品案」 
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JTI における民間金融機関向けノンリコース住宅ローン支援借上

げ制度の導入（理事会決定） 

検討会議⑤ 

2月 最終報告書準備 

報告総会② 

3月 最終報告書提出 

最終報告書の JTIサイトでの開示 

5. 協力会員の関与とメリット 

 協議会への参加 

 金銭出資は不要。 

 協議会の運営費用や開発作業は原則として運営会員が補助金でまかなう。 

 顧客ニーズ調査への協力と調査結果の享受 

 各協力会員において、行内における実務担当者の意見集約や顧客へのコンタ

クトを通じて「ノンリコース型住宅ローン」や「住宅の資産価値を活用した

新しい住宅担保ローン」などのニーズを明確にするための調査に協力する。 

 顧客に対する調査は各協力会員の判断で実施してもしなくてもよい。 

 調査内容は協議会においてとりまとめを行い会員相互に共有する。 

 JTI は、JTI に協賛している老人ホームや老人ホーム協会等を通じてアンケ

ート調査を行い、高齢期における「住宅の資産価値を活用した新しい住宅担

保ローン」などのニーズを調査し、会員に報告する。 

 検討会議への参加 

 運営会員による仕組み開発に対して主として 5 回の検討会議への担当者レベ

ルの出席を通じ、事務局が都度提起する商品素案に対する知見の提供を行う。 

 商品案の共有 

 10 月、2 月のそれぞれにおいて商品案の報告・説明を受け、自行として導入

するかどうかの判断を行う（導入は義務ではない）。 
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 モデル事業の実施 

 適切と判断する場合には、商品案に基づき自行商品の導入を各自の負担で実

施し、技術検証に協力する。 

 この場合、JTIをはじめとする運営会員はその実現に向けて最大限の協力

を行う。 



第 1 回参加者ミーティング 

2010 年 7 ⽉ 23 ⽇ 

ノンリコース型住宅ローン開発協議会 事務局代表 ⼤垣尚司 

I. 補助⾦事業の概要 

1. ⽬的 

 住宅の賃貸価値を着⽬したノンリコース型の住宅ローンを⺠間⾦融機関が

開発する場合のプロトタイプを作成することにより、国⺠の住宅⾦融に係

る選択肢を増やすと同時に、より⻑く確実に家賃収⼊を期待することので

きる⻑寿命住宅の建築促進を側⾯⽀援する。 

 協⼒会員である⾦融機関を通じて家賃ノンリコース型住宅ローンに対

するニーズ調査を⾏った上で、導⼊の場合に解決すべき問題点を、法

務、会計、税務、融資実務、システム対応等多⾯的に検討し、実現可

能な仕組みのプロトタイプ（商品設計と契約書ひな形、業務仕様等）

を構築する。 

 成果物は広く⼀般に公開する。 

2. 開発対象となるノンリコース型住宅ローンのイメージ 

 借⼊時点において⼀定の条件を満たした⻑期優良住宅等について、協議会

運営会員である⼀般社団法⼈移住・住みかえ⽀援機構（以下、JTI）が将

来の借上げならびに空き家・空き室保証を確約。同時に、住宅ローンの貸

し⼿は、借り⼿が担保住宅を明け渡して賃貸運営を希望する場合で⼀定の

条件を満たした場合には抵当権の実⾏を猶予して家賃を返済に充当する特

約を付加。 

 これにより、債務者が返済困難な状況であるが、抵当権を実⾏しても残債

務の発⽣が予想される場合には、いったん担保住宅を明け渡して JTI のマ

イホーム借上げ制度で運⽤し、賃料で返済を継続することが可能になる。

この間に、債務者の再起（勤め先の業況改善、再就職、事業環境の好転等）

資料３
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や有利な任意売却の実現が図れるほか、最悪の場合、⼟地代⾦程度にまで

残債務が減少してから抵当権を実⾏したり、⼗分な家賃収⼊が⾒込めるな

らそのまま家賃で完済することも考えられる。 

貸出実⾏時 

 

返済困難時 

 

 「ノンリコース型の住宅ローン」といっても若年層を対象とした住宅取得

のための典型的な住宅ローンだけでなく、リバースモーゲージを始めとし

て、シニア層が保有住宅の価値を活⽤するための新しい住宅⾦融商品の開

発を企図する。 

 ノンリコースローンの運営そのものに補助⾦が出るわけではないし、そも
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そも、そのようなものには発展性・継続性が認められない。すでに政府の

⽀援を得て運営されているマイホーム借上げ制度を「エンジン」として活

⽤したしくみを構築する。 

 同時並⾏的なプロジェクトとして、家賃ノンリコース型フラット 35 の導

⼊提⾔を⾏う予定である。 

3. 個別プロジェクト 

 協⼒会員の中で具体的な取り組みの意向のある先、JTI の社員である住宅

メーカー等と JTI が共同で年度内の導⼊をめざして個別プロジェクトを併

⾏実施する。 

 複数の協⼒会員が同内容の商品開発を企図する場合にはできるだけ合同で

実施する。 

 個別プロジェクトの内容については参加した会員の承諾なく他の会員に開

⽰しないが、その成果は間接的に JTI の制度改訂に反映される。 

 具体的に JTI の制度を利⽤した商品提供を⾏うには、別途 JTI への協賛が

必要。 

4. コンソーシアムの位置づけ 

 

地域共創ネットワーク
（運営会員）

協力会員（地域金融機関）

協力会員（地域金融機関）

協力会員（地域金融機関）

協力会員（地域金融機関）

・
・・
・・
・・
・

協議会事務局
（開発業務）

移住・住みかえ支援機構
（運営会員）

協賛社員

協
賛
事
業
者
（
多
数
）

・
・・
・・
・・
・

協賛社員

協賛社員

協賛社員

ノンリコース型住宅ローン開発協議会

商品開発

個別プロジェクト



 
 

○ｃ 2010 Hisashi Ohgaki コピー・無断転載を禁じます 4 

5. 補助⾦の使途 

 補助⾦は主として事務局の運営費、JTI におけるリスク管理モデルのメン

テナンス費⽤、報告書のとりまとめ費⽤、個別プロジェクトを実施する場

合の旅費等に充てられる。 

II. マイホーム借上げ制度の概要 

① 制度は非営利団体の一般社団法人移住・住みかえ支援機構（ＪＴＩ）が運営している。 

② 日本に住宅を有する 50 歳以上の方なら誰でも（国籍は問わない。ただし、海外在住の場合は日本人

に限る）、ＪＴＩにマイホームを借り上げてもらえる。 

③ 借上げ期間は原則として終身、つまり本人とそのパートナー（配偶者など）の両方が亡くなられるか、

対象住宅が災害による毀損や経年劣化などのために貸し続けることが難しい状況となるまで。なお、事

情によっては一定期間を最初から定めておくことも可能。 

④ 対象となる住宅はいわゆるマイホーム（マンションを含む）のほか、事業用物件（アパートや賃貸マ

ンションなど）でない限り、現に住んでいない別荘や親から相続した実家なども可能。 

⑤ ＪＴＩは借上げた住宅を主として子育て世代に転貸し、得られた家賃から空き屋・空き室のための積

立金（10％）と管理費（5％）を控除して利用者に支払う。敷金・礼金はとらない。 

⑥ 借上げは最初の転借人が入居したところから始まる。いったん借上げが始まればその後に空き屋・空

き室になっても家賃が支払われる。ただし、家が経年劣化したり、周囲の家賃相場が激変したような場

合、保証家賃の額が見直されることがある。 

⑦ 家賃保証から生ずるＪＴＩの負担は右の積立金の中で補てんできるよう、統計的な裏付けも得て運営

が行われているが、万が一の場合には政府の基金（財団法人高齢者住宅財団に設置）から債務保証を受

けられる（平成 22 年 3 月現在 5 億円）。 

    ※当初の財政計算では 5 億円で 1500 件程度に関する想定外リスクを吸収可能。 

⑧ 転貸は、期間の終了時に借り手に更新権がなく必ず明け渡さねばならない定期借家契約という制度を

利用するので、途中にマイホームに戻りたくなったときは、最長３年待てば戻ることが可能（元気なう

ちは田舎暮らしを楽しんで、体が具合悪くなったり夫に先立たれたりした場合は、マイホームに戻って

娘夫婦と一緒に暮らす等）。 

⑨ 借上げに当たり、昭和 56 年以前の旧耐震基準で造られた住宅については耐震診断を行い、必要に応

じて耐震改修（現在の基準値 1 に対して 0.7 を満たす状態とする）が必要となる。 

⑩ 借上げにあたって全物件について劣化診断を行い、劣化が激しいものについては補強や最小限の補修

が必要となる。それ以外に貸しやすくするためのリフォームをするかは任意。逆に転借人が自分なりに

行うリフォームはＪＴＩの承認のもとに認める。 



 
 

○ｃ 2010 Hisashi Ohgaki コピー・無断転載を禁じます 5 

⑪ 賃貸管理はＪＴＩから委託を受けた業者が行うので、自ら転借人と交渉することなく家賃のみを受け

取れる。ただし、日常的な範囲を超える家の補修などは家主が資金負担せねばならない。 

III. 空き家・空き室保証の枠組み 

1. 法的な位置づけ 

 ＪＴＩは利⽤者との賃借契約に基づいて転貸の有無にかかわらず家賃を⽀

払う義務を負う。 

 ただし、⽀払家賃の額はＪＴＩが借上時に呈⽰し、その後は「最低保証家

賃」か、実際に転貸できている場合の転貸家賃×85％のいずれか⼤きな⾦

額となる。 

 最低保証家賃は、1 年ごとに市場家賃の変動や物件の⽼朽化等合理的

な理由に基づいて⾒直しを⾏う。⾒直した最低保証家賃は⾒直し後に

⽣じた空き家・空き室について適⽤される。 

2. リスク管理 

 別添のような枠組みで家賃差額率（現⾏ 10％）を設定し、当⾯の⾼齢者住

宅財団の債務保証額を決定。 

 現時点の収⽀状況は以下の通り。 

 

IV. ローン商品開発の⽅針 

1. できるだけ開発負担を限定する。 

 可能なら、現⾏の住宅ローンに特約をつけるかたちで対応し、システム対

応等は⾏わないか、識別のためのフラギング等、最⼩限ですむようにする。 

2010年4月度月次決算資料

2010年3月分

16,393,797 272,838,884

14,763,831 236,305,963

810,365 22,973,751

対家賃比 1.35%

対積立比 16.09%

単位：円

事業開始からの累計

3,695,791230,350空室保証額

受取賃料（入居者より収入）

支払賃料（オーナーへ支出）

空室保証積立額
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2. 対象住宅は当⾯移住住みかえ⽀援適合住宅（参考①）に限定する。 

3. ローンは⼀定事象発⽣時に家賃による返済を組み込んだ住宅担保ロ

ーンとして幅広く商品設計を検討する。イベントの例としては次の

ようなものが考えられる。 

 返済困難時 

 ⾼齢者施設や住みかえ先への転居時 

 死亡時（リバースモーゲージ型） 

 賃貸予定部分の賃貸開始時（賃貸併⽤、賃貸可能住宅） 

 その他空き家利⽤等 

4. JTI による家賃保証の形態については必要に応じて検討する。ただし、

JTI のコミットが⼤きくなればなるほどコスト⾼となりうるので、利

害得失に配慮しながらできるものから産み落としていく。 

 空き家・空き室保証のみ（家賃は通勤・通学エリアであれば⾸都圏・地⽅

の別なくかなり安定している）。 
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 最低⾦額をローン期間において保証 

 たとえば 5 万円程度であれば保証料はかなり低くてすむ。 

 借上げのトリガーイベントから家賃発⽣までの期間を成り⾏きベースとす

るか、3 か⽉等と固定するか。 

 抵当権実⾏を第⼀義とするのか、借上げを優先するのか。 

 貸し⼿の判断とするか。債務者に⼀定の権利を認めるか。 

 後順位抵当権者や他の債権者の動向は完全に無視できない。 

 JTI の借家権に対抗要件を具備するところまでがんばるか。 

V. 導⼊可能なローンの例 

1. 移住住みかえ⽀援適合住宅導⼊先（JTI 協賛社員住宅メーカー）の住

宅を対象にした家賃ノンリコース型住宅ローン 

 各⾏（庫）の営業エリアについて持ち込み 

2. 移住住みかえ⽀援適合住宅導⼊先（JTI 協賛社員住宅メーカー）の住

宅を対象にした家賃ノンリコース型住宅ローン（残価設定型） 

 将来家賃による返済を想定し、⻑寿命住宅について満期にその時点からの

家賃現在価値想定分を残すことにより、アフォーダビリティーを向上させ

るローン。 

 必要に応じて 

3. 借り上げ家賃による⽀払を追加的な担保とするシニア層向けクレジ

ットカード、ローンカード等（リバースモーゲージ型） 

4. 借上家賃による返済を前提にした⽼⼈ホーム等シニア住宅への⼊居

⼀時⾦、⽣活費ローン 

5. シニア期に焦点をあてたマイホームのリフォームローン（家賃によ
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る返済を想定した死亡後順次返済ローン） 

VI. 付帯的な共同プロジェクト 

1. 再起⽀援型借上げ制度へのご協⼒ 

 別添参考②参照。 

2. すでに導⼊済みの住みかえ⽀援型住宅ローン（JTI からの査定家賃収

⼊を返済⽐率計算において考慮する住宅ローン）の取扱いのご検討。 

 別添参考③、④参照。 

 

日本経済新聞 
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3. 修繕条件付既存住宅向け住宅ローン 

 参考⑤参照。 

 今年度⻑期優良住宅先導モデル事業に採択済み。 

 同住宅に対する提携ローンの共同開発。 

4. ケア付き賃貸住宅建築ローン 

 別添資料のような仕組みを導⼊済み。 

VII. 今後の進め⽅ 

1. 定例会の開催 

8 ⽉ 20 ⽇（⾦） アンケートとりまとめと第⼀次商品案のご呈⽰と

議論 

9 ⽉ 3 ⽇（⾦） 第⼆次商品案のご呈⽰と議論 

10 ⽉ 15 ⽇（⾦） 「地域⾦融機関向け家賃ノンリコース住宅ローン

商品案（中間案）」ご呈⽰ 

11 ⽉ 26 ⽇（⾦） 商品案に関する議論、個別プロジェクトの進捗状況

ご報告、その他 

2011 年 1 ⽉ 「地域⾦融機関向け家賃ノンリコース住宅ローン

商品案」とりまとめ 

2. 個別プロジェクト（分科会） 

 8 ⽉中にご要請に応じて事務局からご本社にうかがって個別内容を検討。 

 個別プロジェクトならびに付帯的共同プロジェクトは、原則として各参加



 
 

○ｃ 2010 Hisashi Ohgaki コピー・無断転載を禁じます 11 

者と運営会員別に具体的な商品導⼊を検討するもの。 

 分科会は必要に応じて逐次打合せを⾏い導⼊を進める。 

 取り組みにあたっては、別途守秘義務契約を締結する。 

3. 住宅⾦融⽀援機構への提⾔ 

 本事業と併⾏して JTI において住宅機構向けに家賃 NR 型フラット 35 の

導⼊提⾔を実施する予定である。 

 本コンソーシアムとして、住宅機構に対して融資保険等の⽀援事業の導⼊

可能性を打診することもあってよい。 
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参考① 新築向け移住・住みかえ⽀援適合住宅制度の概要 

 概要 一般社団法人移住・住みかえ支援機構（以下「機構」）のマイホーム借上げ制度に関し、機構の定める要件

を満たした長寿命住宅や、長期優良住宅法に基づく認定長期優良住宅について、①制度利用者に関する年齢要件

（50 歳以上）を撤廃し、いつでも借り上げる、②借上げにあたっては建物診断を省略ないし簡素化する、とい

う 2 点を証明する証明書を発行するもの。平成 20 年(2008 年)４月より実施 

 対象住宅の条件① 利用者による個人申請 

 内容 企業単位導入を行っていない者が建築・販売した住宅について、以下の条件を満たすことを証明して個人

が申請することを認めるもの。 

① 認定長期優良住宅であるか、新築の住宅性能表示で設計・建築の双方において、①耐震等級２以上、②劣化対

策等級 3 以上、③維持管理対策等級 3 以上を取得していること。 

② 建築関連文書や図面の写しを機構に提出し、瑕疵保証期間 10 年経過後 5 年毎に定期点検を実施して点検結果

を機構に報告の上、必要な補修を行うこと。なお、認定長期優良住宅についてはこれに加えて認定時に提出し

た維持保全点検計画やこれを具体化する事業者の点検プラン等の写しを提出し、計画に従った点検、補修を実

施すること。 

 対象住宅② 企業単位導入の場合 

① 機構の協賛社員・協賛事業者である住宅メーカーやビルダー・工務店について、企業単位導入を決めた者が建

築・販売する住宅であること。 

② 認定長期優良住宅であるか、住宅性能表示制度に基づき、①耐震等級２以上、②劣化対策等級 3 以上、③維持

管理対策等級 3 以上を取得しているか、これに相当すると機構が認める長寿命住宅であること。なお、機構理

事会の承認を得た場合、住宅性能表示は設計審査のみでよい。 

③ 当該企業が、機構が定める内容を満たした定期点検制度等を導入しており、この診断結果を機構に定期的に

報告すること。原則として瑕疵保証期間 10 年経過後 5 年毎に定期点検を実施して必要な補修を行うこと。 

 企業単位導入の特例  

① 企業単位の導入については証明書の発行手数料

を大幅に減額する一方、当初の建築文書や図面を

企業側で保持してもらい、大量の証明書発行に対

応できるよう配慮。 

② 分譲住宅については、建物が完成した時点で事業

者に一括して発行し、購入者が決定した時点で名

義を書き換えるか、再発行。 

 認定長期優良住宅制度との関係  メンテナンス

体制や流通市場整備において補完。 
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参考② 再起⽀援借上げ制度 

 

 
 

『再起⽀援借上げ制度』のご案内

移住・住みかえ⽀援機構では、
住宅ローンの返済が⼀時的に厳しくなった⽅のために

『マイホーム借上げ制度』を利⽤した再起⽀援対策を実施いたします。

『再起⽀援マイホーム借上げ制度』とは

住宅⾦融⽀援機構の取り組み

⼀般に、住宅ローンは住宅に継続して居住することが前提とされており、やむを得ない事情があると認める場合に限り賃
貸を認めるとする融資機関が⼤半です。そこで、今般の返済困難者対策の⼀環として、住宅⾦融⽀援機構もしくは旧住宅
⾦融公庫の住宅ローンについては、事情を問わず『住所変更届』を提出するだけで転居が認められるようになりました。
この結果、「所得の低下によって返済が困難となった場合に所得が回復するまでの間融資住宅を賃貸し、その賃料収⼊に
より返済を継続すること」が可能です。

今後、⺠間⾦融機関についても同様の取り扱いを認めるところが増えることが期待されます。

減収やボーナスの減少などで住宅ローンの返済が⼀時的に厳しくなった⽅が、ご両親の家などに転居した上で、マイホー
ムを⼀時的に賃貸し賃料収⼊をローン返済に充てる場合、マイホーム借上げ制度を利⽤する場合の年齢制限（50歳以上）
が⾮適⽤となる制度です。これにより、利⽤者の年齢にかかわらず、移住・住みかえ⽀援機構の『マイホーム借上げ制
度』を利⽤してマイホームを機構に借り上げてもらい、家賃をローン返済に充てることができます。借り上げたマイホー
ムは3年の定期借家契約で転貸しますので、状況が改善したら3年後には家に戻ることができます。

住宅⾦融⽀援機構の返済困難者対策ページはこちら

返済が厳しくなってきた

当⾯住みかえ
る先がある

JTIの相談窓⼝や協⼒HLPに相談

⾦融機関に返済困難者対策の適⽤を相談

すでに延滞中
である

NO

YES

無理をす
れば住み
かえる余
地がある

YES

NO

返済困難者対策再起⽀援借上げの利⽤

YES

NO

⾦融機関
が制度利
⽤に合意

YES
YES

NO

事情によりご期
待に沿えないこ
ともございます
のであらかじめ
ご理解ください。

【注意】
移住住みかえ⽀援
適合住宅について
は、事情のいかん
を問わず年齢制限
なしにいつでも借
上げ可能です。
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再起⽀援借上げ制度の利⽤条件

項⽬ 内容

年齢制限 機構職員もしくは機構が指定する登録HLPによる個別相談を受けた上で確認書を
提出することを条件に年齢制限を不適⽤とする

建物診断 築後10年⽬までの物件については建物診断を簡略化する。

融資⾦融機関 住宅⾦融公庫・住宅⾦融⽀援機構の場合は無条件で利⽤可能。
その他の⾦融機関については、再起⽀援借上げ制度への協⼒を表明している先か、
個別に制度利⽤を承諾した場合に限る。

ローンの⽀払い状況 原則として申込時点において延滞中でないこと。延滞中の場合は制度利⽤につい
て融資⾦融機関の承諾があること。

第2順位抵当権 原則として融資⾦融機関以外の後順位抵当権が設定されていないこと

返済⽅法の変更 ボーナス払いがある場合は平準払いに変更する等、家賃受取後の返済実負担額を
返済可能な⾦額の範囲に収めること（要相談）。

借上げ期間 終⾝型のみ（⾃⼒返済が可能となった時点において有効な転貸借契約[3年定期借
家契約]の期間満了時において解約可能です。）

取扱地域 協賛事業者がいない地域については借上げまでに時間がかかることがあります
（個別相談時に告知します）。

その他の条件 通常のマイホーム借上げ制度と同じ※申込時に事務⼿数料17,850円が必要です。

移住・住みかえ⽀援適合住宅については、本制度によることなく、事情のいかんを問わず
年齢制限なしに借上げが可能ですので、個別相談は不要です。

それ以外の⼀般住宅について再起⽀援借上げ制度を利⽤する場合の条件は以下の通りです。
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参考③（HLP 教科書より抜粋） 

⺠間⾦融機関の提携ローン 

① 移住・住みかえ支援ローン 

現在、協賛企業であるスルガ銀行が移住・住みかえ先の購入のための提携ローンを提供しており、

実際に借入実績も伸びています。民間ローンは住宅金融支援機構と異なり、住みかえ前の住宅と住み

かえ後の住宅の双方に担保権を設定する代わりに、住みかえ前の住宅に関する住宅ローンの残債務が

ある場合には、これも含めて借り換えることが可能です。住みかえ前の住宅の資産価値を、①抵当権

を通じて売却価値を把握、②借り上げ賃料に対する質権を通じて賃貸価値を把握することにより、年

収基準や最終返済年齢の制限を撤廃するとう画期的な内容になっており、借り換えを認める点、繰上

返済を少額から手数料なしで認める点など、細かい配慮という点でも、住宅金融支援機構の住みかえ

フラット 35 よりもすぐれた商品性を有しています。民間金融機関であっても柔軟な発想と金融技術

力さえあれば巨額の予算の支援を得ている公的機関より難しい商品が提供できることの証左という

ことができます。 

ただ、制度導入後 3 年経ちますが、残念ながらその後に JTI 協賛した大手金融機関も含めてこの

ローンに匹敵する商品を提供するところは現れていません。 

表 1 民間住みかえ支援ローンの条件例 

項目 内容 

①利用条件 

以下の条件を満たす個人 

・日本国籍を有する者、または永住許可をうけている外国人 

・マイホーム借上げ制度の利用者 

・団体信用生命保険を利用する場合、融資契約時76歳未満で約定完済時年齢が82

歳未満であること 

・資金使途が既存住宅ローンの借り換えである場合、現行住宅ローンを過去６カ

月延滞なく返済していること 

・各地手形交換所の取引停止処分者または全国銀行個人信用情報センター等の個

人信用情報センターの事故登録者でないこと 

②資金使途 

・移住・住みかえ先の購入・建築資金及び付随する諸経費 

・借上げ対象住宅の住宅ローンの借換え資金 

・借上げ対象住宅の改修費用 

・上記に付随する諸経費 

③返済比率 

・返済比率は問わない（年収基準なし） 

・本ローンを含む全借入金の月返済額が、ＪＴＩ保証賃料（月）の範囲内である

こと 

④融資形態 ・証書貸付 

⑤融資金額 

・10万円以上１億円以内 

・ただし、担保となる住宅・土地（借上げ対象＋移住・住みかえ先購入資金の場

合は新居）の担保評価額の90％を限度とする 

⑥期間 ・１年以上30年以内（１カ月単位） 

⑦金利 
・変動金利(固定はなし） 

・年２回、変動金利型住宅ローン基準金利の変動に伴い見直す 
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項目 内容 

⑧返済方法 

・元利均等返済（毎回の元金と利息の返済合計額を一定にする返済方法） 

・ボーナス返済は利用不可 

・融資後到来する5年毎の10月１日を見直し基準日として再計算を行い、新しい返

済額を決定 

※融資後（または、基準日到来後）次の基準日までは、毎月の返済額の変更は

ない（元金返済額と利息支払額との割合で調整） 

※利率が大幅に上昇した場合、新しい返済額は前回の返済額の125％を上限とす

る。利率が下降した場合には、残存元本・期間・適用利率に応じて返済額を

軽減 

※利率の上昇により最終期限に返済のしわ寄せされる場合は、期限に残債およ

び未収利息を一括回収 

⑨保証人 

・不要 

・ただし、担保物件が共有の場合は共有者全員、また、団信不加入の場合、約定

完済時年齢が82歳を超える場合には、相続予定者１名以上を連帯保証人とする

必要（原則直系卑属） 

⑩担保 

・既存住宅・土地に第一順位抵当権を設定 

・移住・住みかえ先の土地・建物に第一順位抵当権設定（移住・住みかえ先の購

入・建築資金の借り入れの場合） 

・マイホーム借上げ制度に係る賃料債権に対して質権を設定 

・担保設定する建物に付保する火災保険（長期）の保険金請求権に質権設定 

⑪ 団体信用生命保

険 

・加入は任意 

・不加入の場合は,ＪＴＩ借上げ物件の相続予定者（配偶者を除く）を連帯保証人

とすること 

⑫繰上返済 
・１回の返済額以上 

・手数料なし 

② 移住・住みかえ支援適合住宅への住みかえ支援ローン 

協賛企業の三井住友銀行は、移住・住みかえ支援適合住宅建築支援のための借上げ特例を利用する

若年層向けに支援ローンを提供しています。このローンはスルガの住みかえ支援ローンのように高齢

者の利用は想定しておらず、条件は一般の住宅ローンと変わりませんが、従前のマイホームに関する

住宅ローンの借換えが支障なく行えるように、特例利用の場合に限って、返済比率を通常の 35％か

ら 45％に緩和して、借入限度額を増やせるように配慮しています。 

③ 無担保リフォームローン 

住宅金融支援機構のリフォーム融資は抵当権の設定が必要なため、めんどうな上に初期費用が大き

く、500 万円以上といったかなり大規模な修繕、リフォームの場合でないと割高になります。旧耐震

基準の物件についてマイホーム借上げ制度を利用するために必要な最小限の耐震補強を行うだけで

あれば、100 万円～200 万円で収まる場合が多いですし、賃料の改善を狙って、古くなった畳や壁紙

を（制度要請ではないが）取り替えると言った内装リフォームも数 10 万円～100 万円以内のことが

多いようです。 

こうした小規模なリフォームのための資金については、販売金融と同様 1 年～5 年ぐらいの中期ロ

ーンが適しているのですが、単純な無担保ローンですとどうしても利率が高くなります。しかし、マ

イホーム借上げ制度を利用する場合、実質政府保証の賃料を引き当てにすれば安全確実に返済を受け

ることができるので、実質的に担保付と同水準の借入利率をえることが可能になります。こうした観

点から、現在 1 社のクレジット会社が無担保の提携リフォームローンを提供しています。 
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参考④（住宅⾦融⽀援機構 HP より抜粋） 
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参考⑤ リフォーム条件付き既存住宅売買 

提案の基本的な考え方（維持管理・流通等） 

提案者（代表者） 一般社団法人移住・住みかえ支援機構（大垣尚司） 受付番号※ 10-1- 

応募事業提案名 既存住宅の流通に資する、リフォーム条件付き既存住宅売買にかかる契約時関連書式の整備、

ならびに、住宅履歴の管理、定期点検・補修の促進に資する移住・住みかえ支援適合住宅制

度（改良既存住宅）整備事業 

〔長期優良住宅の基本的な考え方、先導的・モデル性の高い点など〕 

 

１．マイホーム借上げ制度と移住・住みかえ支援適合住宅制度 

 

提案者と公的マイホーム借上げ制度 提案者は、50 歳以上の者に対し、その保有する住宅を原則として終身で借り上

げ、国の債務保証制度を活用して空き屋・空き室保証を行うことにより安定的に家賃収入に変えることを通じて、

シニア期における移住・住みかえを支援する、公的マイホーム借上げ制度を 2006 年より運営する非営利法人である。

申請日現在の制度利用申込実績は 302 件（入居者決定済 174 件）で、このほかに情報会員として登録し利用を検討

している者は 2352 名である。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度 マイホーム借上げ制度を前提とすれば、長期優良住宅は単に物理的に長持ちする

だけでなく、シニア期にさまざまな理由で住みかえる場合には、それ以降長期間にわたって安定的に家賃を生み出

すことができる「経済的価値」の高い資産となる。人生 85 年時代を迎えて、住宅の一次取得層が単に当面の居住ニ

ーズを満たすだけでなく、シニア期における資産活用まで念頭において住宅を取得するようになれば、おのずと長

期優良住宅を選好することになると考えられる。こうした考えにもとづき、提案者は 2008 年より、新築住宅が認定

長期優良住宅ないし住宅性能表示においてそれと同等の劣化対策等級・維持管理対策等級・耐震等級を有する住宅

に関して、マイホーム借上げ制度の年齢要件を撤廃し、いつでも建物診断を省略・軽減して借上げを行うことを保

証する旨の証明書を購入時に発行する一方、保証要件として瑕疵担保期間経過後における定期的点検やこれに基づ

く補修の実施を義務付け、機構において関連の住宅履歴を管理する、移住・住みかえ支援適合住宅制度を導入済み

である。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度の意義 同制度による証明書の発行実績は、開始より 2 年あまりで 2258 件と順調

に増え続けており、認定長期優良住宅制度導入後もその資産価値を高める補完的制度として消費者の認知度も高ま

っている。申請時点において本制度適合住宅の取扱い住宅事業者は最大手 5 社を含む 7 社、また、施行事業者を問

わず購入者が個人で直接証明書発行を申し込む制度も導入済みである。 

 

２．リフォーム条件付き既存住宅売買のニーズ 

 

既存住宅＋大規模修繕のニーズ さて近時、昭和 40 年代、50 年代に分譲された比較的立地のよい住宅の居住者の高

齢化が進み、保有住宅が売りに出される例が増えている。従来であれば、若年層が購入の上、既存住宅を取り壊し

て新築することが多かったが、長引く不況により若年住宅取得者の購買力が低下しているため、むしろ大規模リフ

ォームを行って住み続けるという潜在ニーズが増えている。これが実現できれば若年層が好立地かつ広めの敷地に

低コストで新築に準ずる住宅を取得することができ、アフォーダビリティーの向上に資する。 
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住宅金融の制約 しかしこの場合、中古住宅ローンを借り受けて購入した後、修繕代金はいわゆるリフォームロー

ンにより資金調達をすることになり、結果的に新築住宅ローンによる場合に比べて借入れ条件がかなり悪化してし

まう。このため、住宅事業者が自己資金で既存住宅を購入して大規模修繕を施した上で、準新築住宅として売り出

すビジネスモデルが登場しているが、サブプライム問題以降、銀行等からの事業資金の借入れがきわめて厳しくな

っているため、大手事業者を除くと普及が伸び悩んでいる。 

 

住宅循環の阻害 こうして、より中心部に近い好立地の高齢者のマイホーム売却が進まず空き屋化が進む一方、若

年層は地価が安い遠隔地の分譲住宅購入を余儀なくされ、住宅の円滑な循環が阻害されている。 

 

リフォーム条件付き既存住宅の可能性 そこで、既存住宅の購入に際し、新築住宅の建築計画と同様、あらかじめ大規

模修繕計画を決定し、売買契約上同内容の請負契約の締結を条件とすることにより、「既存住宅の購入＋大規模修繕」

ではなく、「既存住宅を活用した新築請負に準ずる契約」として一体にとらえる、「リフォーム条件付き既存住宅」

の仕組みを導入すれば、金融機関は新築住宅と同様、修繕計画を事前に審査の上、購入（請負着手）の段階で総コ

ストについて融資承認を行い、1つの住宅ローンを①住宅購入代金決済時、②請負契約完了時の 2回に分けて貸し出

すことが可能になる。こうした取扱いの可能性ついては、提案者に協賛している金融機関からきわめて前向きな感

触を得ているほか、協賛住宅事業者もリフォーム条件付き中古住宅の取扱いについては一様に積極的であり、事業

化に向けて良好な感触を得ている。 

 

３．リフォーム条件付き既存住宅に対する移住・住みかえ支援適合住宅制度導入の意義 

 

既存住宅の長期優良住宅化にかかる問題 リフォーム条件付き既存住宅への取り組みに当たっては、これを長期優良

住宅とする取り組みが欠かせない。しかしながら、現在既存住宅の性能表示制度については、新築時に性能評価を

取得していない場合劣化性能等級の判断がなされないため、現時点では、既存住宅の耐久性を客観的に示す指標が

存在しない。このため既存住宅の長期優良化については、現状それぞれの事業者が独自にモデル事業等を通じた取

り組みを行っており、消費者からみると分かりにくい状況が続いている。かといって、全国的かつ客観的にあらゆ

る既存住宅に共通する指標を導入することは、新築住宅の場合に比べると容易ではない。ましていわんや、修繕後

の継続点検や修繕の枠組みを確保することも困難である。 

 

住宅の動態的長寿命化 一方、リフォーム瑕疵保険の導入など、修繕にかかる品質の確保を支援する制度の充実が

図られつつあることから、所有者に対するなんらかのインセンティブを通じて、大規模修繕後も定期点検を促し、

その都度必要な補修を続けさせる仕組みを構築すれば、住宅を「動態的」に長寿命化させることが可能となる。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度の導入可能性 ところで、新築住宅に関する移住・住みかえ支援適合住宅制度は、

長期優良住宅の賃貸価値を購入時に保証しつつ定期点検を促す制度として、消費者から積極的に評価されているこ

とから、同様の枠組みをリフォーム条件付き既存住宅に導入すれば、既存住宅の維持管理と流通性の向上が図られ

る可能性が高い。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度（改良既存住宅） そこで、今後採択される既存住宅の改修にかかる長期優良住宅先

導事業（事業者は問わない）の対象住宅や、提案者の協賛事業者等があらかじめ客観的な方針を示して取り扱う優

良な改良既存住宅のうち、リフォーム条件付き既存住宅の性質を有するものを対象とする、移住・住みかえ支援適
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合住宅制度（改良既存住宅）を導入し、新築向け制度と同様、定期点検と必要な補修の実施を前提に、所有者の年

齢を問わず、建物診断を省略ないし簡略化して借り上げる旨の証明書を発行するための制度整備を行うこととする。

 

管理システム整備の必要性 本制度の運営に必要な管理システムは新築の場合と異なり、事業者や改修内容などによ

り異なる非定型的な関連文書を、提案者において住宅履歴情報として管理する必要がある。折しも、2009 年に「住

宅履歴情報の蓄積・活用の指針」が発表されたことから、新築を前提にした既存システムの全面改定を行い、既存

住宅の住宅履歴情報についても、新築と同様、必要書類・図面等をイメージ化して保有し、定期点検の期日管理、

点検通知、点検・修繕報告の管理を行えるよう所要の整備を行う。 

 

制度の汎用性 なお本制度は、今後既存住宅についても認定長期優良型改修等の制度が導入された場合、新築の場

合と同様、これに当然に適用し、事業者を問わず直接所有者からの証明書発行申請を受け付けることにより、認定

長期優良既存住宅の資産価値を高め、その流通性を支援することとしたい。 

 

４．本事業の先導性 

 

① 既存住宅の流通において、「中古」でも「新築」でも「中古＋修繕」でもない、「既存住宅を活用した新築に準

ずるもの」としてのリフォーム条件付き既存住宅という概念を導入し、取得のための金融の円滑化を図る点。 

② 優良なリフォーム条件付き既存住宅を対象にマイホーム借上げ制度の年齢要件を撤廃し、当初から借上げ保証

を行うことにより、その資産価値向上、流通性向上を図る点。 

③ ②をインセンティブとして継続的な点検・補修を公的機関が促すことにより、既存住宅の「動態的」長寿命化

を確保する点。 

④ すでに新築向けに実績のある制度を既存住宅に適用するため、その効果が事前に十分期待できる点。 
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（様式６－維流） 

先導的提案の内容説明 

〔先導的提案の具体的内容〕 

 

Ⅰ．リフォーム条件付き既存住宅売買にかかる契約時関連書式の整備 

 

考え方 「リフォーム付き既存住宅」とは既存住宅の売買において、売買時に購入後に行う修

繕内容（仕様、見積書など）を書面で明らかにし、当該内容の請負契約を締結しない

ことを売買契約の解除条件とするものと位置付ける。 

 

契約書の整備  

① 宅地建物取引業者が利用している標準的な住宅・土地にかかる不動産売買契約をもと

に、弁護士等専門家の助言を得て、上記解除条件付売買契約のひな形を作成する。 

 

② 民間建設工事標準請負契約約款（乙）※１ などを参考に、リフォーム付き既存住宅

にかかる修繕工事請負契約に付帯すべき覚書などの内容※２ を、弁護士等専門家の

助言を得て検討し、ひな形を作成する。 

 

③ 銀行等が利用している標準的な住宅・土地にかかる金銭消費貸借契約をもとに、リフ

ォーム付き既存住宅の特殊性を加味して※３、契約書のひな形、ないし、付帯契約（覚

書等）のひな形を、弁護士等専門家の助言を得て作成する。 

 

関連書類の整備 

① 独立行政法人住宅金融支援機構、提案者の協賛事業者である金融機関、その他の市中

金融機関に対してヒアリングを実施し、リフォーム付き既存住宅の購入にかかる住宅

ローンの融資審査に必要な付帯書類の内容を具体的に絞り込み、売買時に書面で明ら

かにすべき請負契約の内容についてひな形を作成する。 

 

② リフォーム付き既存住宅とは何かに関する、事業者向け、金融機関向け、一般消費者

向け説明資料・パンフレットを作成する。 

 

制度周知 

① 整備した書類や説明資料を当機構のホームページ内で開示し、ダウンロードが可能と

なるようにする。 

 

② 独立行政法人住宅金融支援機構や住宅ローンを取り扱う預金金融機関に対し、制度説

明を実施し、対応住宅ローンの開発をうながす。 

 

事業化支援 提案者の協賛事業者にヒアリングした事業化可能性は次葉別紙の通り。各社の要請に

従い事業化に協力する。 

 

 

上記を

確認す

る具体

的方法 

※１ http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/1_6_bt_000092.html で取得可能。 

※２ リフォーム瑕疵保険の加入、完成保証の必要性等を検討。 

※３ 売買契約で解除条件が発生した場合の住宅ローンの取扱い、 

   リフォームの瑕疵が判明した場合の抗弁の接続もしくは切断の取扱い等 

 

 



アンケート 

次回に向けた作業のために、以下のアンケートにご回答ください。各⾏からいただいた内容につ

いては個別名が分かるかたちでは⼀切開⽰いたしません。提出は事務局（地域共創 NW）まで

お願いします。 

1 貴⾏（庫）の住宅ローンの契約約款（申込書等のフォームで可）、抵当権設定契約書

ひな形等のローン関連書類を、プロトタイプ開発のための参考資料としてご提供く

ださい。 

2 貴⾏（庫）では⾃⼰居住を⽬的とした住宅ローンの借⼊⼈が担保⽬的となっている

住宅を賃貸することを認めていますか。 

 契約上認めている（４へ）。 

 契約上⼀定の要件を満たす場合にのみ認めている（３へ）。 

 契約上は認められないが以下の場合には容認している（３へ）。 

 認めていない（以下の⼩問にご回答ください）。 

 この場合、期限の利益喪失事由となるので⼀括返済を求めている（４へ）。 

 契約上は認めておらず、対外的にも期限の利益喪失事由となる旨説明してい

るが、実際の運⽤では、返済が続いている場合は、担当者や審査担当の判断

であえて⼀括返済を求めないことがある（４へ）。 

3 ２で賃貸を認める場合はどのような場合ですか（なるべく具体的にお答えください）。 

 内規で以下のように決まっている。 

 内規はないが担当者の判断で概ね以下のような場合に認めている。 

 

 

 

 

 

資料４
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4 貴⾏（庫）では退職者についてクレジットカードやローンカードを交付されていま

すか。 

 ⼀定年齢までは退会の申し出がないかぎり退職以前と同様の条件で更新を認め

ている。 

 ⼀定年齢に達した者が退職したり引退した場合には、原則として更新しない。 

 即時失効させている。 

 次回更新⽇に⾮更新とする。 

 同上だが、退職年齢に近づいたところで更新期間を退職年齢に合致させるな

どの⼯夫を⾏っている。 

 年齢で制限を設けてはおらず、年齢や退職したかどうかなども⼀要素として勘

案するが、あくまで総合的判断で更新すべきかどうかを決定する。 

 結果的には退職したり 60 歳以上の場合には更新されない例が多い。 

 ケースバイケースであり、結果的にも更新している事例が多い。 

 （重複化）クレジットカードは更新しないが、デビットカードへの切り替えを

勧めている。 

 （重複可）担保となる⾦融商品（定期預⾦、投信等）の残⾼の範囲内で利⽤枠

を⾒直して更新を認めている。 

5 60 歳以上のシニア層に対してどんな融資商品を提供されていますか。 

5.1 年齢による制限なく融資審査さえ問題なければ提供している商品 

 住宅ローン 
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 リフォームローン 

 ⽣活資⾦や資⾦使途を定めないフリーローン 

 その他（具体的に 

 
 

5.2 ⼀定の制限年齢を設けて対応している商品 

○ 制限年齢が 60 歳以外の場合は具体的に何歳かをご記⼊ください。 

 

 住宅ローン 

 リフォームローン 

 ⽣活資⾦や資⾦使途を定めないフリーローン 

 その他（具体的に 

 
 

5.3 むしろ⼀定以上のシニア層を対象としている商品 

○ 利⽤可能年齢を具体的をご記⼊ください。  

 ⽼⼈ホーム等の⼊居⼀時⾦等無担保的性格の強い中⻑期個⼈ローン 

 ⽣活資⾦や資⾦使途を定めないフリーローン 

 その他（具体的に 

 
 
 
 

6 貴⾏（庫）はどのような JTI や JTI の協賛社員企業と提携してどのような商品を導

⼊することにご関⼼をお持ちですか。 

 家賃ノンリコース型新築住宅ローン 
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 真のノンリコース型（家賃で完済もしくは残債務が発⽣しないようにする） 

 疑似ノンリコース型（抵当権実⾏を優先、家賃を補完的に利⽤） 

 残価設定型 

 シニア向け住宅担保型クレジットカード、カードローン、リバースモーゲージ 

 借り上げ制度利⽤者向け 

 家賃担保型⼀般向け 

 借上家賃による返済を前提にした⽼⼈ホーム等シニア住宅への⼊居⼀時⾦、⽣

活費ローン借り上げ制度利⽤者向け 

 シニア期に焦点をあてたマイホームのリフォームローン（家賃による返済を想

定した死亡後順次返済ローン） 

 付帯的な商品への取り組み 

 再起⽀援型借上げ制度へのご協⼒ 

 従来型住みかえ⽀援住宅ローン（JTI からの査定家賃収⼊を返済⽐率計算に

おいて考慮する住宅ローン） 

 修繕条件付既存住宅向け住宅ローン 

 ケア付き賃貸住宅建築ローン 

貴⾏（庫）名  

担当部署  

ご担当者名  

連絡先電話番号  

メールアドレス  
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1

ノンリコ ス型住宅ロ ン開発協議会ノンリコース型住宅ローン開発協議会

アンケートとりまとめ

（平成２２年８月１８日）

問２ 自己居住を目的とした住宅ローンの借入人が担保目的となっている住宅を賃貸すること
を認めていますか。

□ 契約上認めている。 ０契約 認 る。

□ 契約上一定の要件を満たす場合にのみ認めている。

□ 契約上は認められないが以下の場合には容認している。
［ 内規（２）：転勤・転職・長期出張・長期療養等、やむを得ない場合 担当者の判断（１） ］

□ 認めていない。

□ この場合、期限の利益喪失事由となるので一括返済を求めている。

□ 契約上は認めておらず 対外的にも期限の利益喪失事由となる旨説明しているが

０

３

６

（１）

（４）□ 契約上は認めておらず、対外的にも期限の利益喪失事由となる旨説明しているが、
実際の運用では、返済が続いている場合は、担当者や審査担当の判断であえて
一括返済を求めないことがある。

□ その他
［ ローン商品の切り替えにて対応することもある ］

（４）

（１）

　　　　資料５
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問４ 退職者についてクレジットカードやローンカードを交付されていますか。

□ 一定年齢までは退会の申し出がないかぎり退職以前と同様の条件で更新を認めている。

□ 一定年齢に達した者が退職したり引退した場合には、原則として更新しない。

□ 即時失効させている。

□ 次回更新日に非更新とする。

６

１

（０）

（１）□ 次回更新日に非更新とする。

□ 同上だが、退職年齢に近づいたところで更新期間を退職年齢に合致させるなど
の工夫を行っている。

□ 年齢で制限を設けてはおらず、年齢や退職したかどうかなども一要素として勘案するが、
あくまで総合的判断で更新すべきかどうかを決定する。

□ 結果的には退職したり６０歳以上の場合には更新されない例が多い。

□ ケースバイケースであり、結果的にも更新している事例が多い。

（１）

（０）

４

（０）

（２）

□ （重複可） クレジットカードは更新しないが、デビットカードへの切り替えを勧めている。

□ （重複可） 担保となる金融商品（定期預金、投信等）の残高の範囲内で利用枠を見直して
更新を認めている。

□ その他
［ ・ローンカードは次回更新日に非更新、クレジットカードは年齢制限を設けず結果的に更新する事例多

・カードローンは利用限度額制限を設ける場合があるものの退職以前と同様条件での更新、その他は
年齢制限を設けず ］

０

０

問５ ６０歳以上のシニア層に対して提供してる融資商品について。

□ 住宅ローン
□ リフォームローン
□ 生活資金や資金使途を定めないフリーローン
□ その他
［ 年金担保貸付 ］

０
０
１
１

問５．１ 年齢による制限なく融資審査さえ問題なければ提供している商品

［ 年金担保貸付 ］

○ 制限年齢が６０歳以外の場合
［ ６５歳、７０歳、申込時６２／７０歳以下・完済時６５／８２歳以下、等 ］

□ 住宅ローン
□ リフォームローン
□ 生活資金や資金使途を定めないフリーローン
□ その他
［ 教育ローン、マイカーローン、カードローン ］

８
８
８
２

問５．２ 一定の制限年齢を設けて対応している商品

○ 利用可能年齢
［ 契約時満５０歳以上・完済時満８２歳まで・３０年以内 ］

□ 老人ホーム等の入居一時金等無担保的性格の強い中長期個人ローン
□ 生活資金や資金使途を定めないフリーローン
□ その他
［ 住宅ローン ］

０
１
１

問５．３ むしろ一定以上のシニア層を対象としている商品
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問６ ＪＴＩやＪＴＩの協賛社員企業と提携してどのような商品を導入することにご関心をお持ちですか。

□ 家賃ノンリコース型新築住宅ローン

□ 真のノンリコース型（家賃で完済もしくは残債務が発生しないようにする）
□ 疑似ノンリコース型（抵当権実行を優先、家賃を補完的に利用）
□ 残価設定型

７

（５）
（５）
（３）□ 残価設定型

□ シニア向け住宅担保型クレジットカード、カードローン、リバースモーゲージ

□ 借り上げ制度利用者向け
□ 家賃担保型一般向け

□ 借上家賃による返済を前提にした老人ホーム等シニア住宅への入居一時金、
生活費ローン借り上げ制度利用者向け

□ シニア期に焦点をあてたマイホームのリフォームローン
（家賃による返済を想定した死亡後順次返済ロ ン）

（３）

５

（４）
（４）

５

３
（家賃による返済を想定した死亡後順次返済ローン）

□ 付帯的な商品への取り組み

□ 再起支援型借上げ制度
□ 従来型住みかえ支援住宅ローン

（ＪＴＩからの査定家賃収入を返済比率計算において考慮する住宅ローン）
□ 修繕条件付既存住宅向け住宅ローン
□ ケア付き賃貸住宅建築ローン

４

（３）
（２）

（３）
（２）
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の
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を
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し
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融
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品

の
開

発
ワ
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シ
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ト
 

項
目

 
内
容

 
備
考

 
基

本
的

な
考

え
方

 

前
提

 
参
考
資
料
①

 

長
期
優
良
住
宅
の
普
及
の
促
進
に
関
す
る
基
本
的
な
方
針

 


 
こ
の
中
に
住
宅
金
融
に
関
す
る
い
く
つ
か
の
方
針
が
含
ま
れ
る
。

 


 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
こ
の
方
針
に
基
づ
い
て
実
施
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。

 

 

 
同
抜
粋

 

 
長
期
優
良
住
宅
は
、
一
般
的
な
住
宅
と
比
較
し
て
建
築
に
係
る
費
用
が
あ
る
程
度
高
く
な
る
こ
と
が
見

込
ま
れ
る
。
長
期
優
良
住
宅
の
建
築
及
び
取
得
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
新
た
な
社
会
モ
デ
ル
へ
の
変

革
を
先
導
す
る
公
共
性
を
有
す
る
投
資
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
付
与
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
こ
の
た
め
、
償
還
期
間
を
延
長
し
毎
月
の
返
済
額
の
引
下
げ
を
図
り
、
担
保
と
な
る
住
宅
以
外
に

も
支
払
い
の
責
任
が
遡
及
し
な
い
非
遡
及
型
ロ
ー
ン
（
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
・
ロ
ー
ン
）
が
提
供
さ
れ
る
仕

組
み
の
構
築
や
各
種
支
援
措
置
の
実
施
を
図
る
よ
う
努
め
る
こ
と
と
す
る
。

 

 
住
宅
の
資
産
価
値
の
適
正
な
評
価
を
前
提
と
し
た
場
合
、
そ
の
資
産
価
値
を
活
用
し
て
融
資
す
る
仕
組

み
を
構
築
す
る
こ
と
で
高
齢
者
が
多
様
な
生
活
設
計
を
行
う
こ
と
を
可
能
と
す
る
た
め
、
死
亡
時
に
住

宅
を
処
分
し
て
一
括
返
済
す
る
リ
バ
ー
ス
・
モ
ー
ゲ
ー
ジ
が
提
供
さ
れ
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
よ
う
努

め
る
こ
と
と
す
る
。

 

 
さ
ら
に
、
一
個
人
の
生
涯
を
大
き
く
超
え
る
長
期
に
わ
た
り
住
宅
が
使
用
さ
れ
る
新
た
な
社
会
に
お
い

て
は
、
戸
建
て
住
宅
等
に
お
い
て
も
、
従
来
の
よ
う
に
個
人
が
維
持
保
全
を
行
う
の
で
は
な
く
、
新
た

な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が
創
出
さ
れ
る
こ
と
も
想
定
さ
れ
る
。

 

 
さ
ら
に
、

 

住
宅
の
資
産
価
値
の
維
持
及
び
向
上
を
踏
ま
え
、
新
た
な
住
宅
金
融
（
住
宅
を
売
却
す
る
際

に
売
主
の
住
宅
ロ
ー
ン
が
買
主
に
承
継
さ
れ
、
金
利
上
昇
局
面
に
お
い
て
、
従
来
の
低
金
利
を
そ
の
ま

資料６
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2 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

ま
利
用
で
き
る
債
務
承
継
型
ロ
ー
ン
（
ア
シ
ュ
ー
マ
ブ
ル
・
ロ
ー
ン
））
の
実
現
を
図
る
よ
う
努
め
る
こ

と
と
す
る
。

 

担
保
住
宅

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
適
合
住
宅
で
あ
る
こ
と
。

 

参
考
資
料
②

 

現
在
検
討
中
の
改
訂
後
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
制
度
概
要

 

 

商
品
概
要

 
I. 

家
賃
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
住
宅
ロ
ー
ン
（
家
賃
返
済
特
約
型
）

 

II
. 
住
み
か
え
支
援
住
宅
ロ
ー
ン
（
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
）

 

II
I. 
空
き
家
活
用
リ
バ
ー
ス
モ
ー
ゲ
ー
ジ
型
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
（
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
）

 

IV
. 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
借
上
げ
型
賃
貸
併
用
住
宅
ロ
ー
ン

 
 

 

 定
義

 

項
目

 
内
容

 
備
考

 
JT

I 
一
般
社
団
法
人
移
住
・
住
み
か
え
支
援
機
構
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I. 
家
賃
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
住
宅
ロ
ー
ン
（
家
賃
返
済
特
約
型
）

 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

条
件
概
要

 

名
称

 
[各
行
・
庫
の
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
の
名
称

] 
家
賃
返
済
特
約
付
き

 
 

内
容

 
１
．
借
入
時
点
に
お
い
て
一
定
の
条
件
を
満
た
し
た
長
期
優
良
住
宅
等
に
つ
い
て
、

JT
Iが

将
来
の
借
上
げ
な
ら
び
に

空
き
家
・
空
き
室
保
証
を
確
約
。

 

２
．
同
時
に
、
住
宅
ロ
ー
ン
の
貸
し
手
は
、
借
り
手
が
担
保
住
宅
を
明
け
渡
し
て
賃
貸
運
営
を
希
望
す
る
場
合
で
一
定

の
条
件
を
満
た
し
た
場
合
に
は
抵
当
権
の
実
行
を
猶
予
し
て
家
賃
を
返
済
に
充
当
す
る
特
約
を
付
加
。

 

３
．
債
務
者
が
返
済
困
難
な
状
況
で
あ
る
が
、
抵
当
権
を
実
行
し
て
も
残
債
務
の
発
生
が
予
想
さ
れ
る
場
合
に
は
、
い

っ
た
ん
担
保
住
宅
を
明
け
渡
し
て

JT
Iの

マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
で
運
用
し
、
賃
料
で
返
済
を
継
続
。
債
務
者

の
再
起
（
勤
め
先
の
業
況
改
善
、
再
就
職
、
事
業
環
境
の
好
転
等
）
や
有
利
な
任
意
売
却
の
実
現
が
図
れ
る
ほ
か
、

最
悪
の
場
合
、
土
地
代
金
程
度
に
ま
で
残
債
務
が
減
少
し
て
か
ら
抵
当
権
を
実
行
し
た
り
、
十
分
な
家
賃
収
入
が

見
込
め
る
な
ら
そ
の
ま
ま
家
賃
で
完
済
。

 

 

長
期
優
良
住
宅
は
割
高
と
な
る
が
、

賃
貸
価
値
が
長
期
間
見
込
め
る
。

 

典
型
的
な
顧
客

 
一
次
取
得
層
（
主
と
し
て

30
代
、

40
代
）

 

二
次
取
得
層
（
建
て
替
え
等
）（

40
代
後
半
～

50
代
）

 

顧
客
の
不
安
心
理
を
取
り
除
く
こ
と

に
よ
り
、
金
利
以
外
の
点
で
顧
客
に

訴
求
。

 

典
型
的
な
販
路

 
１
．
◎

 
JT

I協
賛
住
宅
メ
ー
カ
ー
と
の
提
携

 
２
の
金
融
機
関
紹
介
工
務
店
の
場

貸
出

金
融

機
関

担
保

住
宅

（
長

寿
命

住
宅

）
債

務
者

家
賃

に
よ
る
返

済

マ
イ
ホ
ー
ム

借
上

げ
制

度
Ｎ
Ｒ

住
宅

ロ
ー
ン
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5 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

２
．
◎

 
自
行
・
庫
紹
介
ビ
ル
ダ
ー
、
工
務
店
等
と
の
提
携

 

３
．
支
店
窓
口

 

４
．
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

 

合
、

JT
I
と
の
協
賛
が
必
要
に
な
る

が
、協
賛
の
形
態
に
つ
い
て
は
検
討
。 

４
は
自
社
営
業
エ
リ
ア
外
に
つ
い
て

検
討

 

契
約
タ
イ
プ

 
１
．
既
存
住
宅
ロ
ー
ン
申
込
書
＋
契
約
書
（
金
証
・
保
証
委
託
・
抵
当
権
設
定
）

 

２
．
担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

 

資
金
使
途
①

 
1.

 
新
築
住
宅
取
得

 

2.
 
修
繕
条
件
付
き
既
存
住
宅
取
得

 

※
 
い
ず
れ
も

JT
Iの

移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
。

 

単
な
る
中
古
住
宅
に
つ
い
て
借
上
げ

条
件
を
満
た
さ
な
い
。

 

資
金
使
途
②

 
1.

 
自
己
居
住

 

2.
 
特
約
で
借
上
げ
事
由
が
生
じ
た
場
合
に
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
対
し
て
賃
貸
可
能
と
す
る
。

 

 

借
入
金
額

 
●
●
円
以
上
●
●
円
単
位

 
 

借
入
上
限
金
額

 
以
下
の
１
～
３
の
い
ず
れ
か
小
さ
い
金
額

 

1.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
最
低
保
証
家
賃

[×
10

0％
]を
月
支
払
額
と
し
た
場
合
に
本
ロ
ー
ン
の
金
利
・
期
間
で
返
済
可
能
な
元
本

額
。

 

2.
 
返
済
比
率
か
ら
定
ま
る
借
入
上
限
金
額

 

3.
 
担
保
物
件
の
取
得
価
額

 

①
 
建
物

 

②
 
土
地

 

③
 
そ
の
他
の
付
帯
費
用

 

イ
) 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
と
同
じ

 

ロ
) 
長
期
優
良
住
宅
の
認
定
に
必
要
な
費
用
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6 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

参
考
：
借
入
上
限
（
１
）
の
目
安

 

 
総
返
済
比
率

 
借
入
人
の
総
返
済
額
÷
年
収
（
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ
）

 
 

借
入
期
間

 
1.

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 

2.
 

[5
0
年
程
度
ま
で
長
期
化
を
認
め
る
。

] 

 

借
入
時
年
齢
制
限

 
□

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ
：

[ 
 

]歳
 

 

返
済
時
年
齢
制
限

 
□

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ
：

[ 
 

]歳
 

 

返
済
方
法

 
1.

 
元
利
均
等

 

2.
 
元
本
均
等

 

家
賃
に
よ
る
返
済
を
行
う
場
合
に
は

ボ
ー
ナ
ス
返
済
は
不
可
。

 

期
間

：
35
年

査
定
家
賃

1.0
%

1.5
%

2.0
%

2.5
%

3.0
%

3.5
%

50
,00

0
17

,71
0,0

00
16

,33
0,0

00
15

,09
0,0

00
13

,98
0,0

00
12

,99
0,0

00
12

,09
0,0

00
55

,00
0

19
,48

0,0
00

17
,96

0,0
00

16
,60

0,0
00

15
,38

0,0
00

14
,29

0,0
00

13
,30

0,0
00

60
,00

0
21

,25
0,0

00
19

,59
0,0

00
18

,11
0,0

00
16

,78
0,0

00
15

,59
0,0

00
14

,51
0,0

00
65

,00
0

23
,02

0,0
00

21
,22

0,0
00

19
,62

0,0
00

18
,18

0,0
00

16
,88

0,0
00

15
,72

0,0
00

70
,00

0
24

,79
0,0

00
22

,86
0,0

00
21

,13
0,0

00
19

,58
0,0

00
18

,18
0,0

00
16

,93
0,0

00
75

,00
0

26
,56

0,0
00

24
,49

0,0
00

22
,64

0,0
00

20
,97

0,0
00

19
,48

0,0
00

18
,14

0,0
00

80
,00

0
28

,34
0,0

00
26

,12
0,0

00
24

,15
0,0

00
22

,37
0,0

00
20

,78
0,0

00
19

,35
0,0

00
85

,00
0

30
,11

0,0
00

27
,76

0,0
00

25
,65

0,0
00

23
,77

0,0
00

22
,08

0,0
00

20
,56

0,0
00

90
,00

0
31

,88
0,0

00
29

,39
0,0

00
27

,16
0,0

00
25

,17
0,0

00
23

,38
0,0

00
21

,77
0,0

00
95

,00
0

33
,65

0,0
00

31
,02

0,0
00

28
,67

0,0
00

26
,57

0,0
00

24
,68

0,0
00

22
,98

0,0
00

10
0,0

00
35

,42
0,0

00
32

,66
0,0

00
30

,18
0,0

00
27

,97
0,0

00
25

,98
0,0

00
24

,19
0,0

00
10

5,0
00

37
,19

0,0
00

34
,29

0,0
00

31
,69

0,0
00

29
,37

0,0
00

27
,28

0,0
00

25
,40

0,0
00

11
0,0

00
38

,96
0,0

00
35

,92
0,0

00
33

,20
0,0

00
30

,76
0,0

00
28

,58
0,0

00
26

,61
0,0

00
11

5,0
00

40
,73

0,0
00

37
,55

0,0
00

34
,71

0,0
00

32
,16

0,0
00

29
,88

0,0
00

27
,82

0,0
00

12
0,0

00
42

,51
0,0

00
39

,19
0,0

00
36

,22
0,0

00
33

,56
0,0

00
31

,18
0,0

00
29

,03
0,0

00
12

5,0
00

44
,28

0,0
00

40
,82

0,0
00

37
,73

0,0
00

34
,96

0,0
00

32
,48

0,0
00

30
,24

0,0
00

金
利
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7 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

3.
 
ボ
ー
ナ
ス
時
返
済

 

残
価
設
定
特
約

 
□

 
な
し

 

□
 
あ
り
（
別
途
覚
書
等
で
規
定
す
る
必
要
）

 

具
体
的
内
容
：

 

1.
 
借
入
人
が

[6
5
歳

]と
な
っ
た
時
点
に
お
け
る
残
高
（

[6
5
歳

]時
残
高
）
を
指
定
し
、
そ
れ
に
基
づ
い
て
満
期
に
お

け
る
元
本
返
済
額
を
増
額
す
る
特
約
。

 

2.
 

[6
5
歳

]時
残
高
は
、

[6
5
歳

]時
か
ら

20
年
間
Ｊ
Ｔ
Ｉ
を
利
用
し
、
月

[5
00

00
円

]の
家
賃
を
得
て
全
額
返
済
に

あ
て
る
場
合
に
返
済
可
能
な
金
額
を
上
限
に
借
入
人
が
指
定
。

 

 

 

期
限
前
弁
済

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 
 

連
帯
債
務
者

 

連
帯
保
証
人

 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 
 

 

保
証
会
社
に
よ
る

保
証

 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 

た
だ
し
、
特
約
あ
り
。

 

 

担
保
住
宅

 
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
に
限
る

 
別
添
資
料
参
照

 

物
的
担
保

 
担
保
住
宅
に
対
す
る
抵
当
権

 
 

家
賃
担
保

 
担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書
を
締
結

 
 

期
限
の
利
益
喪
失

事
由

 

覚
書
に
よ
り
資
金
使
途
違
反
に
つ
い
て
特
例
を
設
け
る
。

 
 

団
体
信
用
生
命
保

険
 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 
 

期
間

：
20
年

査
定
家
賃

1.0
%

1.5
%

2.0
%

2.5
%

3.0
%

3.5
%

50
,00

0
10

,87
0,0

00
10

,36
0,0

00
9,8

80
,00

0
9,4

30
,00

0
9,0

10
,00

0
8,6

20
,00

0

金
利
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8 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

当
事
者

 
１
．
借
入
人

 

２
．
貸
出
金
融
機
関

 

３
．
保
証
会
社

 

４
．
Ｊ
Ｔ
Ｉ

 

 

使
途
制
限
の
特
例

 
貸
出
金
融
機
関
と
保
証
会
社
は
、
借
入
人
の
資
金
使
途
に
係
る
申
し
出
に
か
か
わ
ら
ず
、
借
入
人
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
対
し
て

本
覚
書
の
内
容
に
し
た
が
っ
て
担
保
住
宅
を
賃
貸
す
る
こ
と
を
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
査

定
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
の
求
め
に
応
じ
以
下
の
場
合
に
、担

保
対
象
住
宅
を
借
り
あ
げ
た
場
合
の
家
賃
査
定
を
行
う

も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
正
式
な
借
上
げ
申
込
後
に
あ
ら
た
め
て
家
賃
査
定
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、
そ
れ

ま
で
に
行
っ
た
査
定
の
内
容
で
借
上
げ
を
行
う
義
務
を
負
担
す
る
も
の
で
は
な
い
。

 

1.
 
借
入
人
の
借
入
申
込
時

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
が
借
入
人
か
ら
家
賃
に
よ
る
返
済
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き

 

3.
 
そ
の
他
貸
出
金
融
機
関
が
必
要
と
認
め
る
と
き

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
事
務
手

数
料

 

1.
 
借
入
人
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
対
し
貸
出
金
融
機
関
を
通
じ
、
本
覚
書
締
結
な
ら
び
に
前
条
１
、
２
の
査
定
に
係
る
事
務
手

数
料
と
し
て
金

50
00
円
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
は
前
条
３
の
査
定
の
つ
ど
、
事
務
手
数
料
と
し
て
金

50
00
円
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。

 

 

借
入
人
の
権
限

 
１
．
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
が
発
生
し
て
い
な
い
場
合
に
限
り
、
借
入
人
は
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、
賃
料
を

債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
．
こ
の
場
合
、Ｊ

Ｔ
Ｉ
は
家
賃
を
借
入
人
の
ロ
ー
ン
返
済
口
座
も
し
く
は
貸
出
金
融
機
関
が
指
定
す
る
口
座
に
振
り

込
む
も
の
と
し
、
借
入
人
は
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
。

 

３
．
本
条
に
基
づ
く
賃
貸
を
行
う
理
由
は
返
済
困
難
に
限
ら
ず
自
由
と
す
る
。
た
だ
し
、
借
入
人
が
借
入
時
点
で
資
金

使
途
に
つ
い
て
虚
偽
の
申
告
を
行
っ
て
い
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

例
）
月
返
済
額
が

10
万
円
の
場
合

に
、
賃
料
で

8
万
円
、
不
足
額

2
万

円
は
自
己
負
担
と
す
る
。
シ
ス
テ
ム

的
に
は
自
動
引
落

10
万
円
、
賃
料

の
自
行
・
庫
口
座
振
込
指
定
（
必
要

に
応
じ
質
権
に
基
づ
く
直
接
収
受
）。
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9 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

３
項
た
だ
し
書
き
は
事
業
用
物
件
を

自
己
居
住
と
偽
っ
た
場
合
等
を
想
定

し
た
も
の
。

 

家
賃
の
み
に
よ
る

返
済

 

1.
 
借
入
人
の
権
限
に
よ
る
賃
貸
以
外
の
場
合
で
、
以
下
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
借
入
人
は
、
貸
出
金
融
機
関

に
申
請
の
上
、
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

①
 
申
請
時
点
で
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
の
う
ち

[貸
出
金
融
機
関
以
外
の
第
三
者
に
対
す
る
債
務
に
関
す
る
期

限
の
利
益
喪
失
事
由
発
生
、
差
押
え
、
競
売
の
申
立
、
破
産
、
民
事
再
生
等

]が
生
じ
て
い
な
い
こ
と
。

 

②
 
担
保
物
件
に
対
し
て
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
担
保
権
を
設
定
し
て
い
な
い
こ
と
。

 

③
 
以
下
の
「
借
上
げ
事
由
」
が
生
じ
て
い
る
旨
の
疎
明
が
あ
る
こ
と
。

 

イ
) 
収
入
の
減
少
、
傷
病
な
ど
の
事
情
で
、
当
初
約
定
金
額
の
支
払
い
を
継
続
す
る
こ
と
が
当
面
困
難
と
な

っ
た
こ
と
。

 

ロ
) 
前
条
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
を
利
用
し
た
だ
け
で
は
約
定
金
額
の
返
済
が
で
き
ず
、不

足
額
を

自
己
負
担
し
続
け
る
こ
と
も
困
難
な
事
情
が
あ
る
こ
と
。

 

④
 
申
請
時
点
で
支
払
遅
延
が
生
じ
て
い
る
場
合
に
は
賃
料
に
よ
る
返
済
開
始
時
ま
で
に
解
消
す
る
こ
と
。

 

⑤
 
ボ
ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
が
適
用
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、ボ

ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
を
不
適
用
に
条
件
変
更
す

る
こ
と
。

 

⑥
 
そ
の
時
点
で
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
行
う
賃
料
査
定
（
最
低
保
証
家
賃
）
に
よ
っ
て
、
申
請
時
点
の
翌
月
の
約
定
支
払
額

（
⑤
で
変
更
後
の
月
返
済
額
）
の
う
ち
、
金
利
相
当
額
の
全
額
を
支
払
可
能
で
、
か
つ
、
約
定
返
済
額
の

[7
0％

]以
上
の
返
済
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

⑦
 
金
融
機
関
が
債
権
保
全
の
観
点
か
ら
当
該
取
扱
い
を
認
め
る
べ
き
な
い
と
判
断
す
る
特
段
の
事
情
が
存
し

な
い
こ
と
。

 

2.
 
こ
の
場
合
に
は
、金

融
機
関
は
月
次
返
済
額
を
借
入
人
の
受
取
賃
料
の
額
ま
で
減
額
も
し
く
は
増
額
す
る
も
の
と

す
る
。

 

当
初
約
定
に
基
づ
く
減
額
と
す
る
こ

と
に
よ
り
、
減
免
債
権
に
分
類
さ
れ

る
こ
と
を
防
げ
る
か
（
金
融
庁
要
確

認
事
項
）。
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項
目

 
内
容

 
備
考

 

3.
 
前
項
の
減
額
に
よ
り
満
期
ま
で
に
元
本
の
全
額
を
返
済
で
き
な
い
場
合
に
は
、

[5
年

]を
限
度
に
期
限
を
延
長
す

る
も
の
と
し
、
借
入
人
は
延
長
さ
れ
た
期
限
に
お
い
て
残
存
す
る
元
本
の
全
額
を
返
済
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

 

4.
 
本
条
に
基
づ
い
て
賃
料
に
よ
る
債
務
の
返
済
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、貸

出
金
融
機
関
が
保
証
会
社
に

保
証
履
行
を
請
求
し
保
証
会
社
が
抵
当
権
を
実
行
す
れ
ば
債
務
の
全
額
を
回
収
で
き
る
と
貸
出
金
融
機
関
が
判

断
す
る
場
合
に
は
、
保
証
履
行
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
は
、
貸
出
金

融
機
関
な
ら
び
に
保
証
会
社
は
債
務
履
行
の
責
任
財
産
を
担
保
住
宅
に
限
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

借
上
げ
の
終
了

 
借
入
人
が
借
上
げ
契
約
を
終
了
す
る
場
合
に
は
、そ

の
時
点
に
お
け
る
未
払
い
債
務
全
額
を
貸
出
金
融
機
関
に
弁
済
せ

ね
ば
な
ら
な
い
。

 

 

保
証
会
社
の
判
断

に
よ
る
賃
貸

 

保
証
会
社
が
保
証
実
行
後
に
相
当
と
認
め
る
場
合
は
、保

証
会
社
の
要
請
に
基
づ
き
借
入
人
は
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に

賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ

義
務

 

1.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
上
記
の
借
上
げ
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
以
下
の
場
合
を
除
い
て
こ
れ
を
拒
ん
で
は
な
ら
な
い
。

 

①
 
建
物
診
断
の
結
果
、
対
象
物
件
が
賃
貸
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
困
難
な
程
度
に
毀
損
し
て
お
り
、
当
事
者
が

修
繕
に
応
じ
な
い
と
き
。

 

②
 
当
初
査
定
時
か
ら
賃
貸
市
場
が
著
し
く
悪
化
し
て
借
上
げ
が
困
難
な
事
情
に
あ
る
と
き
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
借
上
げ
た
住
宅
を
転
貸
す
る
場
合
は
、
借
入
人
の
指
定
の
如
何
に
か
か
わ
ら
ず
、
必
ず

3
年
間
の
定
期

借
家
契
約
で
運
用
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
特
に
指
示
し
た
場
合
は

こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

 

賃
料
担
保

 
1.

 
借
入
人
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
借
上
げ
契
約
の
締
結
と
同
時
に
同
契
約
に
基
づ
き
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
支
払
う
将
来
の
賃
料
に
対

し
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
の
た
め
に

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]を
設
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
前
項
の

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]を
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
と
と
も
に
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保

証
会
社
が
当
該

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]に
か
か
る
第
三
者
対
抗
要
件
を
具
備
す
る
た
め
に
協
力
す
る
義
務
を
負

う
。
た
だ
し
、
対
抗
要
件
具
備
の
た
め
の
費
用
は
借
入
人
の
負
担
と
す
る
。

 

3.
 
借
入
人
は
第

1
項
の
権
利
に
基
づ
い
て
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
賃
料
を
直
接
収
受
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項
目

 
内
容

 
備
考

 

す
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

4.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
前
項
に
基
づ
い
て
賃
料
の
振
込
口
座
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定
の
書
面

で
指
定
し
て
き
た
と
き
は
、
当
該
書
面
を
受
領
し
た
月
の
翌
月
か
ら
当
該
口
座
に
賃
料
を
振
り
込
む
も
の
と
す

る
。

 

貸
出
金
融
機
関
・

保
証
会
社
の
義
務

と
権
限

 

1.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
は
本
覚
書
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
担
保
住
宅
を
借
り
あ
げ
て
い
る
間
は
、Ｊ

Ｔ
Ｉ
か
ら
の
転
借
人
の
居
住
権
に
対
し
て
最
大
限
の
配
慮
を
行
い
、権

利
保
全
の
た
め
に
や
む
を
得
な
い
場
合
を

除
い
て
抵
当
権
の
実
行
や
任
意
売
却
等
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
や
む
を
得
な
い
事
由
で
転
借
人
が
居
住
中
に
抵
当
権
の
実
行
を
行
う
場

合
は
、
事
前
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
通
知
を
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
は

Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
協
力
し
て
転
借
人
の
明
け
渡
し
後
の
居
住
先
を
斡
旋
で
き
る
よ
う
努
力
す
る
も
の
と
す
る
。

 

3.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
正
当
な
事
由
に
基
づ
い
て
借
上
げ
に
応
じ
な
い
場
合
は
、
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
は
保
証
履
行
・

抵
当
権
の
実
行
等
債
権
保
全
の
必
要
な
措
置
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
賃

料
に
よ
る
返
済
の

開
始
時
期

 

1.
 
賃
料
に
よ
る
返
済
の
開
始
時
期
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
賃
貸
契
約
が
成
立
し
た
月
（
建
物
診
断
が
完
了
し
、
最
初
の
入
居

者
に
よ
る
家
賃
支
払
い
が
開
始
し
た
月
）
か
ら
と
す
る
。

 

2.
 
借
入
人
も
し
く
は
保
証
会
社
は
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
別
途
定
め
る
手
数
料
を
借
入
時
に
支
払
う
こ
と
に
よ
り
、
前
項
の
開

始
日
を
賃
料
に
よ
る
返
済
の
申
請
日
の
翌
月
か
ら
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

3.
 
２
の
取
扱
い
に
変
え
て
、
保
証
会
社
は
借
入
人
か
ら
別
途
追
加
保
証
料
を
徴
求
し
た
上
で
、

3
か
月
を
限
度
に
募

集
期
間
中
の
返
済
額
を
保
証
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
の
場
合
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
募
集
期
間
中

の
家
賃
負
担
が
生
じ
る
。
２
の
取
扱

い
を
認
め
る
か
ど
う
か
は
今
後
の
検

討
事
項
と
す
る
。
仮
に
認
め
る
場
合

で
も
物
件
の
存
在
す
る
地
域
や
物
件

の
内
容
に
よ
っ
て
は
認
め
ら
れ
な
い

場
合
が
あ
る
。

 

２
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
不
足
額
を
自
己
負
担

す
る
の
に
対
し
、
３
は
保
証
な
の
で

最
終
的
に
は
借
入
人
に
求
償
。
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借
入

金
額

月
次

返
済

額
（
元

利
均

等
）

×
7
0
%

6
0
期

金
利

同
残

高
返

済
額

3
5
年

目
残

高

期
間

3
5
年

1
0
,0

0
0
,0

0
0

3
3
,1

2
6

2
3
,1

8
8

1
4
,3

2
5
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2
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5
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5
0

0
金

利
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0
%
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4
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定
家

賃
8
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0
,0

0
0

6
6
,2

5
3

4
6
,3

7
7

2
8
,6

5
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0
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0
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0

8
2
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7
1

3
5
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1
3

2
2
,4

0
5
,6

6
3

7
2
,2

5
0

5
,1

4
2
,4

1
2

3
0
,0
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0
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0

9
9
,3

7
9

6
9
,5

6
5

4
2
,9

7
6

2
6
,8

8
6
,7

9
5

7
2
,2

5
0

1
3
,3

1
7
,0

9
2

3
5
,0

0
0
,0

0
0

1
1
5
,9

4
2

8
1
,1

5
9

5
0
,1

3
9

3
1
,3

6
7
,9

2
8

7
2
,2

5
0

2
1
,4

9
1
,7

7
3

4
0
,0

0
0
,0

0
0

1
3
2
,5

0
5

9
2
,7

5
4

5
7
,3

0
2

3
5
,8

4
9
,0

6
0

7
2
,2

5
0

2
9
,6

6
6
,4

5
3

4
5
,0

0
0
,0

0
0

1
4
9
,0

6
8

1
0
4
,3

4
8

6
4
,4

6
4

4
0
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3
0
,1

9
3

7
2
,2

5
0

3
7
,8

4
1
,1

3
4

5
0
,0

0
0
,0

0
0

1
6
5
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3
1

1
1
5
,9

4
2

7
1
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2
7

4
4
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1
1
,3

2
5

7
2
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5
0

4
6
,0

1
5
,8

1
5

借
入

金
額

月
次

返
済

額
（
元

利
均

等
）

×
7
0
%

1
2
0
期

金
利

同
残

高
返

済
額

3
5
年

目
残

高

1
0
,0

0
0
,0

0
0

3
3
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2
6

2
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,1

8
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1
1
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8
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7
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5
0

0
1
5
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0
0
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0
0

4
9
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9
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1
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2
9
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5
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0
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0
0

6
6
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5
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4
6
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7
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8
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5
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3
0
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7
2

7
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5
0

0
2
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0
0
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0

8
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1
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5
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7
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2
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6
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1
9
,5

3
8
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1
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7
2
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5
0

4
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4
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6
1

3
0
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0
0
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0
0

9
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7
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6
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6
5

3
5
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3
3

2
3
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4
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5
8

7
2
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5
0

1
0
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9
3
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9
3

3
5
,0

0
0
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0
0

1
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5
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4
2

8
1
,1

5
9

4
1
,8

0
6

2
7
,3

5
4
,2

0
1

7
2
,2

5
0

1
6
,9

4
4
,4

2
5

4
0
,0

0
0
,0

0
0

1
3
2
,5

0
5

9
2
,7

5
4

4
7
,7

7
8

3
1
,2

6
1
,9

4
4

7
2
,2

5
0

2
3
,3

9
5
,2

5
6

4
5
,0

0
0
,0

0
0

1
4
9
,0

6
8

1
0
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,3

4
8

5
3
,7

5
0

3
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6
9
,6

8
8
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2
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5
0

2
9
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4
6
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8
8

5
0
,0

0
0
,0

0
0
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6
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3
1

1
1
5
,9

4
2

5
9
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2
2

3
9
,0

7
7
,4

3
1

7
2
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5
0

3
6
,2

9
6
,9

2
0

借
入

金
額

月
次

返
済

額
（
元

利
均

等
）

×
7
0
%

1
8
0
期

金
利

同
残

高
返

済
額

3
5
年

目
残

高

1
0
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0
0
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0
0

3
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2
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0
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0
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0

1
6
5
,6

3
1

1
1
5
,9

4
2

4
7
,8

1
7

3
2
,7

4
1
,0

2
4

7
2
,2

5
0

2
7
,5

0
2
,1

6
8

前
提



住
宅
の
資
産
価
値
を
活
用
し
た
金
融
商
品
の
開
発
ワ
ー
ク
シ
ー
ト

 

 

 
©

20
10

 
H

is
as

hi
 O

hg
ak

i A
ll 

rig
ht

s 
re

se
rv

ed
. 

 
C

op
y 

or
 re

pr
od

uc
tio

n 
of

 a
ll 

or
 a

ny
 p

ar
t s

tri
ct

ly
 p

ro
hi

bi
te

d.
 

 
14

 

 
 

 

借
入

金
額

月
次

返
済

額
（
元

利
均

等
）

×
7
0
%

6
0
期

金
利

同
残

高
返

済
額

3
5
年

目
残

高

期
間

3
5
年

1
0
,0

0
0
,0

0
0

3
8
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8
5

2
6
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4
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1
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0
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0
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0
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0
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II
. 
住
み
か
え
支
援
住
宅
ロ
ー
ン
（
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
）

 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

条
件
概
要

 

名
称

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
提
携
住
み
か
え
支
援
住
宅
ロ
ー
ン
（
例
）

 
 

内
容

 
1.

 
シ
ニ
ア
層
が
退
職
等
を
機
に
老
後
を
い
き
い
き
と
過
ご
す
た
め
の
住
み
か
え
先
を
新
規
に
取
得
し
た
り
、
実
家

を
大
規
模
修
繕
し
た
り
す
る
た
め
の
資
金
を
貸
し
付
け
る
住
宅
ロ
ー
ン
。
住
み
か
え
前
の
マ
イ
ホ
ー
ム
に
つ
い

て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
制
度
を
利
用
し
、
家
賃
で
返
済
す
る
こ
と
を
前
提
に
年
齢
制
限
を
撤
廃
す
る
。

 

2.
 
主
と
し
て
若
年
層
が
よ
り
広
い
住
宅
に
買
い
換
え
る
際
に
、
現
在
居
住
し
て
い
る
マ
イ
ホ
ー
ム
を
売
却
し
て
住

宅
ロ
ー
ン
を
返
済
す
る
こ
と
な
く
新
た
に
買
換
先
の
住
宅
ロ
ー
ン
を
組
ん
で
も
無
理
な
く
返
済
で
き
る
よ
う
、

住
み
か
え
前
の
マ
イ
ホ
ー
ム
に
つ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
制
度
を
利
用
す
る
。

 

 

 

典
型
的
な
顧
客

 
□

 
一
般
顧
客
（
主
と
し
て

30
代
、

40
代
）

 

□
 
ミ
ド
ル
層
（

40
代
後
半
～

50
代
）

 

□
 
ア
ク
テ
ィ
ブ
シ
ニ
ア
層
（

50
代
以
上
～

70
代
）

 

□
 
エ
ル
ダ
ー
層
（

60
代
以
上
）

 

 

旧
貸
出

金
融
機
関

担
保

住
宅

（
長

寿
命

住
宅

）

債
務

者

家
賃

に
よ
る
返

済

マ
イ
ホ
ー
ム

借
上

げ
制
度

Ｎ
Ｒ
住

宅
ロ
ー
ン

既
存
住
宅

既
存
住
宅

ロ
ー
ン

新
貸
出

金
融
機
関

住
み

か
え
・
買

換
え

借
換
え
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典
型
的
な
販
路

 
１
．
◎

 
JT

I協
賛
住
宅
メ
ー
カ
ー
と
の
提
携

 

２
．
◎

 
自
行
・
庫
紹
介
ビ
ル
ダ
ー
、
工
務
店
等
と
の
提
携

 

３
．
支
店
窓
口

 

４
．
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

 

 

契
約
タ
イ
プ

 
1.

 
既
存
住
宅
ロ
ー
ン
申
込
書
＋
契
約
書
（
金
証
・
保
証
委
託
・
抵
当
権
設
定
）

 

2.
 
既
存
住
宅
に
関
す
る
抵
当
権
設
定

 

3.
 
担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

 

資
金
使
途
①

 
１
．
新
築
住
宅
取
得

 

２
．
既
存
住
宅
取
得

 

３
．
修
繕
条
件
付
き
既
存
住
宅
取
得

 

４
．
大
規
模
修
繕
資
金

 

 

資
金
使
途
②

 
１
．
自
己
居
住

 

２
．
リ
フ
ォ
ー
ム
資
金
（
比
較
的
大
規
模
な
も
の
を
想
定
。
Ｕ
タ
ー
ン
先
実
家
の
改
築
等
）

 

 

資
金
使
途
③

 
1.

 
住
み
か
え
前
の
マ
イ
ホ
ー
ム
に
住
宅
ロ
ー
ン
が
残
っ
て
い
る
場
合
は
、
当
該
住
宅
ロ
ー
ン
の
借
換
え
。

 

2.
 
な
お
、
借
換
え
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
本
ロ
ー
ン
の
借
入
ま
で
に
既
存
住
宅
ロ
ー
ン
を
完
済
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。 

 

借
入
金
額

 
●
●
円
以
上
●
●
円
単
位

 
 

借
入
上
限
金
額

 
以
下
の
１
，
２
の
い
ず
れ
か
小
さ
い
金
額

 

1.
 
住
み
か
え
（
買
換
）
先
の
取
得
価
額
＋
現
在
の
住
宅
に
係
る
住
宅
ロ
ー
ン
の
残
債
務
の
金
額

 

2.
 
以
下
の
い
ず
れ
か
大
き
い
金
額

 

①
 
返
済
比
率
か
ら
定
ま
る
借
入
上
限
金
額

 

②
 
２
つ
の
担
保
住
宅
の
査
定
金
額
合
計
×

[9
0％

] 

 

取
得
価
額
の
内
訳

 
1.

 
建
物

 

2.
 
土
地

 

3.
 
そ
の
他
の
付
帯
費
用
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4.
 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
と
同
じ

 

5.
 
長
期
優
良
住
宅
の
認
定
に
必
要
な
費
用

 

総
返
済
比
率

 
（
総
返
済
額
－
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
査
定
最
低
保
証
家
賃

×
[1

00
％

]）

年
収
（
連
帯
債
務
者
と
の
合
算
）

 

年
収
に
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
想
定
家
賃
の
額
は
含
め
な
い
。

 

住
宅
機
構
と
同
様
の
枠
組
み

 

借
入
期
間

 
●
●
年
以
上
●
●
年
以
内

 
 

借
入
時
年
齢
制
限

 
制
限
な
し

 
 

返
済
時
年
齢
制
限

 
1.

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ
：

[ 
 

]歳
 

2.
 
た
だ
し
、
相
続
予
定
者
を
連
帯
債
務
者
と
す
る
場
合
に
は
当
該
連
帯
債
務
者
に
つ
い
て
年
齢
制
限
が
満
た
さ
れ

て
い
れ
ば
よ
い
も
の
と
す
る
。

 

 

返
済
方
法

 
1.

 
元
利
均
等

 

2.
 
元
本
均
等

 

3.
 
退
職
者
に
つ
い
て
は
ボ
ー
ナ
ス
返
済
は
認
め
な
い
。
た
だ
し
、
連
帯
債
務
者
が
勤
労
者
で
あ
る
場
合
は
こ
の
限

り
で
な
い
。

 

 

残
価
設
定
特
約

 
□

 
な
し

 

□
 
借
入
人
の
年
齢
が

[6
0
歳

]以
下
の
場
合
は
あ
り
（
別
途
覚
書
等
で
規
定
す
る
必
要
）

 

具
体
的
内
容
：

 

1.
 
借
入
人
が

[6
5
歳

]と
な
っ
た
時
点
に
お
け
る
残
高
（

[6
5
歳

]時
残
高
）
を
指
定
し
、
そ
れ
に
基
づ
い
て
満
期
に

お
け
る
元
本
返
済
額
を
増
額
す
る
特
約
。

 

2.
 

[6
5
歳

]時
残
高
は
、

[6
5
歳

]時
か
ら

20
年
間
Ｊ
Ｔ
Ｉ
を
利
用
し
、
月

[5
00

00
円

]の
家
賃
を
得
て
全
額
返
済
に

あ
て
る
場
合
に
返
済
可
能
な
金
額
を
上
限
に
借
入
人
が
指
定
。

 

  

期
間

：
20
年

査
定
家
賃

1.0
%

1.5
%

2.0
%

2.5
%

3.0
%

3.5
%

50
,00

0
10

,87
0,0

00
10

,36
0,0

00
9,8

80
,00

0
9,4

30
,00

0
9,0

10
,00

0
8,6

20
,00

0

金
利
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期
限
前
弁
済

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 
 

連
帯
債
務
者

 

連
帯
保
証
人

 

1.
 
借
入
人
の
年
齢
が

[7
0
歳

]以
上
の
場
合
は
、
相
続
予
定
者
が
連
帯
債
務
者
と
な
る
こ
と
を
義
務
づ
け
る
。

 

2.
 
そ
の
他
の
場
合
は
任
意
と
す
る
。

 

 

保
証
会
社
に
よ
る

保
証

 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 

た
だ
し
、
特
約
あ
り
。

 

 

借
上
げ
条
件

 
1.

 
既
存
住
宅
（
現
在
居
住
し
て
い
る
マ
イ
ホ
ー
ム
）
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
本
ロ
ー
ン
の
借
入
と
同
時
に
Ｊ
Ｔ

Ｉ
の
マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
。

 

2.
 
当
該
既
存
住
宅
に
対
し
て
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
担
保
権
を
設
定
し
て
い
な
い
こ
と
。

 

 

担
保
対
象
住
宅

 
下
記
の
う
ち
少
な
く
と
も
い
ず
れ
か
の
条
件
を
満
た
す
こ
と

 

1.
 
新
規
に
取
得
す
る
住
宅
が
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
（
新
築
）
で
あ
る
こ
と
。

 

2.
 
新
規
に
取
得
す
る
住
宅
も
し
く
は
既
存
住
宅
の
い
ず
れ
か
が
修
繕
の
結
果
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
要
件（
既

存
）
を
満
た
す
こ
と
。

 

3.
 
既
存
住
宅
が
マ
ン
シ
ョ
ン
の
場
合
は
、
新
耐
震
基
準
（
昭
和

56
年
）
以
降
に
建
築
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。

 

ど
ち
ら
か
が
長
寿
命
で
あ
れ
ば
最
悪

の
場
合
に
家
賃
に
よ
る
返
済
が
可
能

と
の
考
え
方
。

 

ノ
ン
リ
コ
ー
ス
特

約
 

ノ
ン
リ
コ
ー
ス
特
約
は
、
新
規
に
取
得
す
る
住
宅
が
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
（
新
築
・
既
存
）
で
あ
る
場

合
に
限
り
認
め
る
。

 

 

物
的
担
保

 
既
存
住
宅
と
住
み
か
え
先
住
宅
（
新
規
･修
繕
）
の
両
方
（
建
物
･土
地
）
に
対
す
る
抵
当
権

 
 

家
賃
担
保

 
既
存
住
宅
の
借
上
げ
家
賃
に
対
す
る

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]。
 

 

期
限
の
利
益
喪
失

事
由

 

覚
書
に
よ
り
資
金
使
途
違
反
に
つ
い
て
特
例
を
設
け
る
。

 
 

団
体
信
用
生
命
保

険
 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
と
同
じ

 
 

担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

当
事
者

 
１
．
借
入
人
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２
．
貸
出
金
融
機
関

 

３
．
保
証
会
社

 

４
．
Ｊ
Ｔ
Ｉ

 

使
途
制
限
の
特
例

 
貸
出
金
融
機
関
と
保
証
会
社
は
、
借
入
人
の
資
金
使
途
に
係
る
申
し
出
に
か
か
わ
ら
ず
、
借
入
人
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
対
し

て
本
覚
書
の
内
容
に
し
た
が
っ
て
担
保
住
宅
を
賃
貸
す
る
こ
と
を
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
既

存
住
宅
の
借
上
げ

 

既
存
住
宅
（
現
在
居
住
し
て
い
る
マ
イ
ホ
ー
ム
）
に
つ
い
て
、
借
入
人
は
本
ロ
ー
ン
の
借
入
と
同
時
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
マ

イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
を
利
用
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
査

定
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
の
求
め
に
応
じ
以
下
の
場
合
に
、
担
保
対
象
住
宅
を
借
り
あ
げ
た
場
合
の
家
賃
査
定
を
行

う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
正
式
な
借
上
げ
申
込
後
に
あ
ら
た
め
て
家
賃
査
定
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、

そ
れ
ま
で
に
行
っ
た
査
定
の
内
容
で
借
上
げ
を
行
う
義
務
を
負
担
す
る
も
の
で
は
な
い
。

 

1.
 
借
入
人
の
借
入
申
込
時
（
両
方
）

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
が
借
入
人
か
ら
家
賃
に
よ
る
返
済
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
（
住
み
か
え
先
）

 

3.
 
そ
の
他
貸
出
金
融
機
関
が
必
要
と
認
め
る
と
き
（
両
方
）

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
事
務
手

数
料

 

貸
出
金
融
機
関
は
前
条
３
の
査
定
の
つ
ど
、
事
務
手
数
料
と
し
て
金

50
00
円
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。

 
当
初
の
既
存
住
宅
の
借
上
げ
に
つ
い

て
の
事
務
手
数
料
は
借
上
げ
申
請
時

の
そ
れ
（

17
50

0
円
）
で
カ
バ
ー
さ

れ
る
。

 

借
入
人
の
権
限

 
１
．
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
が
発
生
し
て
い
な
い
場
合
に
限
り
、
借
入
人
は
住
み
か
え
先
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
賃

貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
．
こ
の
場
合
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
家
賃
を
借
入
人
の
ロ
ー
ン
返
済
口
座
も
し
く
は
貸
出
金
融
機
関
が
指
定
す
る
口
座
に
振

り
込
む
も
の
と
し
、
借
入
人
は
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
。

 

３
．
本
条
に
基
づ
く
賃
貸
を
行
う
理
由
は
返
済
困
難
に
限
ら
ず
自
由
と
す
る
。
た
だ
し
、
借
入
人
が
借
入
時
点
で
資

金
使
途
に
つ
い
て
虚
偽
の
申
告
を
行
っ
て
い
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

例
）
月
返
済
額
が

10
万
円
の
場
合

に
、
賃
料
で

8
万
円
、
不
足
額

2
万

円
は
自
己
負
担
と
す
る
。
シ
ス
テ
ム

的
に
は
自
動
引
落

10
万
円
、
賃
料

の
自
行
・
庫
口
座
振
込
指
定
（
必
要

に
応
じ
質
権
に
基
づ
く
直
接
収
受
）。
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３
項
た
だ
し
書
き
は
事
業
用
物
件
を

自
己
居
住
と
偽
っ
た
場
合
等
を
想
定

し
た
も
の
。

 

以
下
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
特
約
関
連
（
住
み
か
え
先
住
宅
の
追
加
的
な
借
上
げ
）・
・
・
家
賃
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
住
宅
ロ
ー
ン
と
原
則
同
じ

 

家
賃
の
み
に
よ
る

返
済

 

1.
 
借
入
人
の
権
限
に
よ
る
賃
貸
以
外
の
場
合
で
、
以
下
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
借
入
人
は
、
貸
出
金
融
機

関
に
申
請
の
上
、
住
み
か
え
先
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

 

①
 
申
請
時
点
で
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
の
う
ち

[貸
出
金
融
機
関
以
外
の
第
三
者
に
対
す
る
債
務
に
関
す
る

期
限
の
利
益
喪
失
事
由
発
生
、
差
押
え
、
競
売
の
申
立
、
破
産
、
民
事
再
生
等

]が
生
じ
て
い
な
い
こ
と
。

 

②
 
住
み
か
え
先
担
保
物
件
に
対
し
て
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
担
保
権
を
設
定
し
て
い

な
い
こ
と
。

 

③
 
以
下
の
「
借
上
げ
事
由
」
が
生
じ
て
い
る
旨
の
疎
明
が
あ
る
こ
と
。

 

イ
) 
収
入
の
減
少
、
傷
病
な
ど
の
事
情
で
、
当
初
約
定
金
額
の
支
払
い
を
継
続
す
る
こ
と
が
当
面
困
難
と

な
っ
た
こ
と
。

 

ロ
) 
前
条
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
を
利
用
し
た
だ
け
で
は
約
定
金
額
の
返
済
が
で
き
ず
、
不
足
額

を
自
己
負
担
し
続
け
る
こ
と
も
困
難
な
事
情
が
あ
る
こ
と
。

 

④
 
申
請
時
点
で
支
払
遅
延
が
生
じ
て
い
る
場
合
に
は
賃
料
に
よ
る
返
済
開
始
時
ま
で
に
解
消
す
る
こ
と
。

 

⑤
 
ボ
ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
が
適
用
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
ボ
ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
を
不
適
用
に
条
件
変
更

す
る
こ
と
。

 

⑥
 
そ
の
時
点
で
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
行
う
賃
料
査
定
（
最
低
保
証
家
賃
）
に
よ
っ
て
、
申
請
時
点
の
翌
月
の
約
定
支
払

額
（
⑤
で
変
更
後
の
月
返
済
額
）
の
う
ち
、
金
利
相
当
額
の
全
額
を
支
払
可
能
で
、
か
つ
、
約
定
返
済
額

の
[7

0％
]以
上
の
返
済
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

⑦
 
金
融
機
関
が
債
権
保
全
の
観
点
か
ら
当
該
取
扱
い
を
認
め
る
べ
き
な
い
と
判
断
す
る
特
段
の
事
情
が
存
し

な
い
こ
と
。

 

当
初
約
定
に
基
づ
く
減
額
と
す
る
こ

と
に
よ
り
、
減
免
債
権
に
分
類
さ
れ

る
こ
と
を
防
げ
る
か
（
金
融
庁
要
確

認
事
項
）。
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⑧
 

2.
 
こ
の
場
合
に
は
、
金
融
機
関
は
月
次
返
済
額
を
借
入
人
の
受
取
賃
料
の
額
ま
で
減
額
も
し
く
は
増
額
す
る
も
の

と
す
る
。

 

住
み
か
え
先
担
保
物
件
が
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
（
新
築
も
し
く
は
既
存
）
の
要
件
を
満
た
し

て
い
る
こ
と
。

 

3.
 
前
項
の
減
額
に
よ
り
満
期
ま
で
に
元
本
の
全
額
を
返
済
で
き
な
い
場
合
に
は
、

[5
年

]を
限
度
に
期
限
を
延
長
す

る
も
の
と
し
、
借
入
人
は
延
長
さ
れ
た
期
限
に
お
い
て
残
存
す
る
元
本
の
全
額
を
返
済
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

 

4.
 
本
条
に
基
づ
い
て
賃
料
に
よ
る
債
務
の
返
済
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
貸
出
金
融
機
関
が
保
証
会
社

に
保
証
履
行
を
請
求
し
保
証
会
社
が
抵
当
権
を
実
行
す
れ
ば
債
務
の
全
額
を
回
収
で
き
る
と
貸
出
金
融
機
関
が

判
断
す
る
場
合
に
は
、
保
証
履
行
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
は
、
貸

出
金
融
機
関
な
ら
び
に
保
証
会
社
は
債
務
履
行
の
責
任
財
産
を
担
保
住
宅
に
限
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

借
上
げ
の
終
了

 
借
入
人
が
借
上
げ
契
約
を
終
了
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
時
点
に
お
け
る
未
払
い
債
務
全
額
を
貸
出
金
融
機
関
に
弁
済

せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

 

 

保
証
会
社
の
判
断

に
よ
る
賃
貸

 

保
証
会
社
が
保
証
実
行
後
に
相
当
と
認
め
る
場
合
は
、
保
証
会
社
の
要
請
に
基
づ
き
借
入
人
は
住
み
か
え
先
担
保
物

件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ

義
務

 

1.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
上
記
の
借
上
げ
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
以
下
の
場
合
を
除
い
て
こ
れ
を
拒
ん
で
は
な
ら
な
い
。

 

①
 
建
物
診
断
の
結
果
、
対
象
物
件
が
賃
貸
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
困
難
な
程
度
に
毀
損
し
て
お
り
、
当
事
者

が
修
繕
に
応
じ
な
い
と
き
。

 

②
 
当
初
査
定
時
か
ら
賃
貸
市
場
が
著
し
く
悪
化
し
て
借
上
げ
が
困
難
な
事
情
に
あ
る
と
き
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
借
上
げ
た
住
宅
を
転
貸
す
る
場
合
は
、
借
入
人
の
指
定
の
如
何
に
か
か
わ
ら
ず
、
必
ず

3
年
間
の
定

期
借
家
契
約
で
運
用
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
特
に
指
示
し
た
場

合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
賃

料
に
よ
る
返
済
の

開
始
時
期

 

1.
 
賃
料
に
よ
る
返
済
の
開
始
時
期
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
賃
貸
契
約
が
成
立
し
た
月
（
建
物
診
断
が
完
了
し
、
最
初
の
入

居
者
に
よ
る
家
賃
支
払
い
が
開
始
し
た
月
）
か
ら
と
す
る
。

 

2.
 
借
入
人
も
し
く
は
保
証
会
社
は
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
別
途
定
め
る
手
数
料
を
借
入
時
に
支
払
う
こ
と
に
よ
り
、
前
項
の

２
の
場
合
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
募
集
期
間
中

の
家
賃
負
担
が
生
じ
る
。
２
の
取
扱

い
を
認
め
る
か
ど
う
か
は
今
後
の
検
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開
始
日
を
賃
料
に
よ
る
返
済
の
申
請
日
の
翌
月
か
ら
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

3.
 
２
の
取
扱
い
に
変
え
て
、
保
証
会
社
は
借
入
人
か
ら
別
途
追
加
保
証
料
を
徴
求
し
た
上
で
、

3
か
月
を
限
度
に
募

集
期
間
中
の
返
済
額
を
保
証
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

討
事
項
と
す
る
。
仮
に
認
め
る
場
合

で
も
物
件
の
存
在
す
る
地
域
や
物
件

の
内
容
に
よ
っ
て
は
認
め
ら
れ
な
い

場
合
が
あ
る
。

 

２
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
不
足
額
を
自
己
負
担

す
る
の
に
対
し
、
３
は
保
証
な
の
で

最
終
的
に
は
借
入
人
に
求
償
。

 

以
下
、
既
存
住
宅
、
住
み
か
え
先
の
借
上
げ
双
方
に
共
通
の
規
定

 

賃
料
担
保

 
1.

 
借
入
人
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
借
上
げ
契
約
の
締
結
と
同
時
に
同
契
約
に
基
づ
き
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
支
払
う
将
来
の
賃
料
に
対

し
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
の
た
め
に

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]を
設
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
前
項
の

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]を
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
と
と
も
に
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保

証
会
社
が
当
該

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]に
か
か
る
第
三
者
対
抗
要
件
を
具
備
す
る
た
め
に
協
力
す
る
義
務
を

負
う
。
た
だ
し
、
対
抗
要
件
具
備
の
た
め
の
費
用
は
借
入
人
の
負
担
と
す
る
。

 

3.
 
借
入
人
は
第

1
項
の
権
利
に
基
づ
い
て
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
賃
料
を
直
接
収
受

す
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

4.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
前
項
に
基
づ
い
て
賃
料
の
振
込
口
座
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定
の
書
面

で
指
定
し
て
き
た
と
き
は
、
当
該
書
面
を
受
領
し
た
月
の
翌
月
か
ら
当
該
口
座
に
賃
料
を
振
り
込
む
も
の
と
す

る
。

 

 

貸
出
金
融
機
関
・
保

証
会
社
の
義
務
と

権
限

 

1.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
は
本
覚
書
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
担
保
住
宅
を
借
り
あ
げ
て
い
る
間
は
、

Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
転
借
人
の
居
住
権
に
対
し
て
最
大
限
の
配
慮
を
行
い
、
権
利
保
全
の
た
め
に
や
む
を
得
な
い
場

合
を
除
い
て
抵
当
権
の
実
行
や
任
意
売
却
等
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
や
む
を
得
な
い
事
由
で
転
借
人
が
居
住
中
に
抵
当
権
の
実
行
を
行
う
場

合
は
、
事
前
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
通
知
を
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社

は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
協
力
し
て
転
借
人
の
明
け
渡
し
後
の
居
住
先
を
斡
旋
で
き
る
よ
う
努
力
す
る
も
の
と
す
る
。
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3.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
正
当
な
事
由
に
基
づ
い
て
借
上
げ
に
応
じ
な
い
場
合
は
、
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
は
保
証
履
行
・

抵
当
権
の
実
行
等
債
権
保
全
の
必
要
な
措
置
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
。
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II
I. 
空
き
家
活
用
リ
バ
ー
ス
モ
ー
ゲ
ー
ジ
型
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
（
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
）

 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

条
件
概
要

 

名
称

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
提
携
空
き
家
活
用
リ
バ
ー
ス
モ
ー
ゲ
ー
ジ
型
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
（
例
）

 
 

内
容

 
1.

 
シ
ニ
ア
層
が
子
供
と
同
居
、
高
専
賃
等
の
シ
ニ
ア
住
宅
や
介
護
施
設
･病
院
等
に
住
み
か
え
た
た
め
に
、
空
き
家

と
な
っ
た
住
宅
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
制
度
を
利
用
し
て
家
賃
に
変
え
て
返
済
に
充
当
す
る
フ
リ
ー
ロ
ー
ン
。

 

 
2.

 
借
入
人
に
は
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
発
行
し
、
利
用
枠
を
設
定
す
る
。

 

3.
 
リ
ボ
ル
ビ
ン
グ
払
い
を
可
能
と
す
る
。

 

4.
 
住
宅
担
保
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
総
量
規
制
の
枠
外
と
な
る
こ
と
に
加
え
、
貸
付
金
利
を
低
く
抑
え
る
こ
と
が
可

能
に
。

 

5.
 
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
は
随
時
借
入
･返
済
が
可
能
と
す
る
。

 

6.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
家
賃
は
優
先
し
て
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
と
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
支
払
債
務
に
充
当
す
る
。

 

 

典
型
的
な
顧
客

 
1.

 
ア
ク
テ
ィ
ブ
シ
ニ
ア
層
（

50
代
以
上
～

70
代
）

 
 

担
保

住
宅

（
長

寿
命

住
宅

）
債

務
者

家
賃

に
よ
る
返

済

マ
イ
ホ
ー
ム

借
上

げ
制

度

カ
ー
ド

ロ
ー
ン

与
信

枠
貸

出
金

融
機

関

住
み

か
え

フ
リ
ー

ロ
ー
ン

シ
ニ
ア
住

宅
等
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2.
 
エ
ル
ダ
ー
層
（

60
代
以
上
）

 
 退
職
期
を
迎
え
て
カ
ー
ド
の
更
新
が
可
能
か
ど
う
か
に
つ
い
て
不
安
を
持
つ
層
や
、
も
と
よ
り
カ
ー
ド
が
も
て

な
い
シ
ニ
ア
女
性
等
に
訴
求
。

 

典
型
的
な
販
路

 
１
．
◎

 
自
行
・
庫
紹
介
有
料
老
人
ホ
ー
ム
事
業
者
、
病
院
、
高
専
賃
事
業
者
等

２
．
◎

 
支
店
窓
口

 

、
ビ
ル
ダ
ー
、
工
務
店
等
と
の
提

携
 

※
 
た
と
え
ば
成
年
後
見
に
よ
る
取
引
の
申
請
が
あ
っ
た
先
な
ど
へ
の
商
品
紹
介
な
ど

 

３
．
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

 

 

契
約
タ
イ
プ

 
1.

 
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
（
住
宅
担
保
型
）
申
込
書
＋
契
約
書
（
金
証
・
保
証
委
託
・
抵
当
権
設
定
）

 

2.
 
担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

恐
ら
く
新
商
品
に
な
る
の
で
は
。
東

京
ス
タ
ー
銀
行
が
リ
バ
ー
ス
モ
ー
ゲ

ー
ジ
と
呼
ん
で
い
る
も
の
が
こ
れ
に

近
い
。

 

資
金
使
途
①

 
１
．
シ
ニ
ア
住
宅
・
施
設
の
入
居
一
時
金

 

２
．
空
き
家
の
リ
フ
ォ
ー
ム
資
金

 

３
．
生
活
資
金

 

 

資
金
使
途
②

 
１
．
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
利
用
代
金
の
支
払
い

 

２
．
リ
ボ
ル
ビ
ン
グ
払
い
の
清
算
等

 

 

借
入
金
額

 
●
●
円
以
上
●
●
円
単
位

 
 

枠
期
間

 
30
年
以
内

 
 

借
入
上
限
金
額

 
1.

 
シ
ニ
ア
住
宅
・
施
設
の
入
居
一
時
金

 

家
賃
に
よ
る
返
済
を
前
提
に
、
枠
期
間
の
当
初

10
年
（

25
年
で
割
引
）、
次
の

10
年
（

15
年
で
割
引
）、
最

後
の

10
年
（

5
年
で
割
引
）
に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
与
信
枠
を
設
定
す
る
。

 

2.
 
空
き
家
の
リ
フ
ォ
ー
ム
資
金

 

枠
金
額
は
余
命
で
は
な
く
住
宅
の
残

存
価
値
に
連
動
さ
せ
る
。

 
 生
活
資
金
は
本
来
家
賃
で
賄
え
る
の
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１
の

60
％
を
目
安
と
す
る
。

 

3.
 
生
活
資
金

 

１
の

20
％
を
目
安
と
す
る
。

 

で
、
ま
と
ま
っ
た
金
額
が
必
要
な
場

合
の
先
借
り
と
位
置
づ
け
。

 

個
別
借
入
期
間

 
１
．
シ
ニ
ア
住
宅
・
施
設
の
入
居
一
時
金
：

[3
0
年

]以
内

 

２
．
空
き
家
の
リ
フ
ォ
ー
ム
資
金
：

[1
5
年

]以
内

 

３
．
そ
の
他
生
活
資
金
：

[5
年

]以
内

 

 

借
入
時
年
齢
制
限

 
制
限
な
し

 
 

返
済
時
年
齢
制
限

 
制
限
な
し
。

 
 

返
済
方
法

 
1.

 
毎
月
家
賃
全
額
を
元
利
金
の
返
済
に
充
当

 

2.
 
追
加
的
な
随
時
弁
済
は
逐
次
受
け
付
け

 

3.
 
借
入
人
が
死
亡
後
は
連
帯
債
務
者
も
し
く
は
相
続
人
は
以
下
の
い
ず
れ
か
大
き
な
金
額
を
返
済
す
る
も
の
と
す

る
。

 

①
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
正
味
受
取
賃
料
の
金
額
。

 

②
 
そ
の
時
点
か
ら
枠
期
間
の
最
終
期
限
ま
で
の
期
間
に
つ
い
て
そ
の
時
点
の
適
用
金
利
に
基
づ
い
て
計
算
し

た
元
利
均
等
額
。

 

 

期
限
前
弁
済

 
約
定
利
払
い
日
に

[1
00

00
円

]か
ら
随
時
受
付

 
 

連
帯
債
務
者

 

連
帯
保
証
人

 

1.
 
借
入
人
の
年
齢
が

[7
0
歳

]以
上
の
場
合
は
、
相
続
予
定
者
が
連
帯
債
務
者
と
な
る
こ
と
を
義
務
づ
け
る
。

 

2.
 
そ
の
他
の
場
合
は
任
意
と
す
る
。

 

 

保
証
会
社
に
よ
る

保
証

 

一
般
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
に
同
じ

 

た
だ
し
、
特
約
あ
り
。

 

 

借
上
げ
条
件

 
1.

 
既
存
住
宅
（
現
在
居
住
し
て
い
る
マ
イ
ホ
ー
ム
）
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
本
ロ
ー
ン
の
借
入
と
同
時
に
Ｊ
Ｔ

Ｉ
の
マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
。

 

2.
 
当
該
既
存
住
宅
に
対
し
て
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
担
保
権
を
設
定
し
て
い
な
い
こ
と
。
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担
保
対
象
住
宅

 
既
存
住
宅
が
修
繕
の
結
果
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
要
件
（
既
存
）
を
満
た
す
こ
と
。

 
 

物
的
担
保

 
既
存
住
宅
に
対
す
る
抵
当
権

 
 

家
賃
担
保

 
既
存
住
宅
の
借
上
げ
家
賃
に
対
す
る

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]。
 

 

団
体
信
用
生
命
保

険
 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
と
同
じ

 
 

担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

当
事
者

 
１
．
借
入
人

 

２
．
貸
出
金
融
機
関

 

３
．
保
証
会
社

 

４
．
Ｊ
Ｔ
Ｉ

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
既

存
住
宅
の
借
上
げ

 

既
存
住
宅
（
現
在
居
住
し
て
い
る
マ
イ
ホ
ー
ム
）
に
つ
い
て
、
借
入
人
は
本
ロ
ー
ン
の
借
入
と
同
時
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
マ

イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
を
利
用
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
査

定
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
の
求
め
に
応
じ
以
下
の
場
合
に
、
担
保
対
象
住
宅
を
借
り
あ
げ
た
場
合
の
家
賃
査
定
を
行

う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
正
式
な
借
上
げ
申
込
後
に
あ
ら
た
め
て
家
賃
査
定
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、

そ
れ
ま
で
に
行
っ
た
査
定
の
内
容
で
借
上
げ
を
行
う
義
務
を
負
担
す
る
も
の
で
は
な
い
。

 

1.
 
借
入
人
の
借
入
申
込
時

 

2.
 
そ
の
他
貸
出
金
融
機
関
が
必
要
と
認
め
る
と
き

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
事
務
手

数
料

 

貸
出
金
融
機
関
は
前
条
３
の
査
定
の
つ
ど
、
事
務
手
数
料
と
し
て
金

50
00
円
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。

 
当
初
の
既
存
住
宅
の
借
上
げ
に
つ
い

て
の
事
務
手
数
料
は
借
上
げ
申
請
時

の
そ
れ
（

17
50

0
円
）
で
カ
バ
ー
さ

れ
る
。

 

借
上
げ
の
終
了

 
借
入
人
が
借
上
げ
契
約
を
終
了
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
時
点
に
お
け
る
未
払
い
債
務
全
額
を
貸
出
金
融
機
関
に
弁
済

せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
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賃
料
担
保

 
1.

 
借
入
人
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
借
上
げ
契
約
の
締
結
と
同
時
に
同
契
約
に
基
づ
き
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
支
払
う
将
来
の
賃
料
に
対

し
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
の
た
め
に

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]を
設
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
前
項
の

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]を
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
と
と
も
に
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保

証
会
社
が
当
該

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]に
か
か
る
第
三
者
対
抗
要
件
を
具
備
す
る
た
め
に
協
力
す
る
義
務
を

負
う
。
た
だ
し
、
対
抗
要
件
具
備
の
た
め
の
費
用
は
借
入
人
の
負
担
と
す
る
。

 

3.
 
借
入
人
は
第

1
項
の
権
利
に
基
づ
い
て
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
賃
料
を
直
接
収
受

す
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

4.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
前
項
に
基
づ
い
て
賃
料
の
振
込
口
座
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定
の
書
面

で
指
定
し
て
き
た
と
き
は
、
当
該
書
面
を
受
領
し
た
月
の
翌
月
か
ら
当
該
口
座
に
賃
料
を
振
り
込
む
も
の
と
す

る
。

 

 

貸
出
金
融
機
関
・
保

証
会
社
の
義
務
と

権
限

 

1.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
は
本
覚
書
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
担
保
住
宅
を
借
り
あ
げ
て
い
る
間
は
、

Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
転
借
人
の
居
住
権
に
対
し
て
最
大
限
の
配
慮
を
行
い
、
権
利
保
全
の
た
め
に
や
む
を
得
な
い
場

合
を
除
い
て
抵
当
権
の
実
行
や
任
意
売
却
等
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
や
む
を
得
な
い
事
由
で
転
借
人
が
居
住
中
に
抵
当
権
の
実
行
を
行
う
場

合
は
、
事
前
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
通
知
を
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社

は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
協
力
し
て
転
借
人
の
明
け
渡
し
後
の
居
住
先
を
斡
旋
で
き
る
よ
う
努
力
す
る
も
の
と
す
る
。

 

3.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
正
当
な
事
由
に
基
づ
い
て
借
上
げ
に
応
じ
な
い
場
合
は
、
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
は
保
証
履
行
・

抵
当
権
の
実
行
等
債
権
保
全
の
必
要
な
措
置
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
。
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参
考
：
与
信
枠
設
定
の
め
や
す

 

１
．
当
初

10
年

 

 
 

 

期
間

：
25
年

査
定

家
賃

4.0
%

4.5
%

5.0
%

5.5
%

6.0
%

6.5
%

50
,00

0
9,4

70
,00

0
8,9

90
,00

0
8,5

50
,00

0
8,1

40
,00

0
7,7

60
,00

0
7,4

00
,00

0
55

,00
0

10
,41

0,0
00

9,8
90

,00
0

9,4
00

,00
0

8,9
50

,00
0

8,5
30

,00
0

8,1
40

,00
0

60
,00

0
11

,36
0,0

00
10

,79
0,0

00
10

,26
0,0

00
9,7

70
,00

0
9,3

10
,00

0
8,8

80
,00

0
65

,00
0

12
,31

0,0
00

11
,69

0,0
00

11
,11

0,0
00

10
,58

0,0
00

10
,08

0,0
00

9,6
20

,00
0

70
,00

0
13

,26
0,0

00
12

,59
0,0

00
11

,97
0,0

00
11

,39
0,0

00
10

,86
0,0

00
10

,36
0,0

00
75

,00
0

14
,20

0,0
00

13
,49

0,0
00

12
,82

0,0
00

12
,21

0,0
00

11
,64

0,0
00

11
,10

0,0
00

80
,00

0
15

,15
0,0

00
14

,39
0,0

00
13

,68
0,0

00
13

,02
0,0

00
12

,41
0,0

00
11

,84
0,0

00
85

,00
0

16
,10

0,0
00

15
,29

0,0
00

14
,54

0,0
00

13
,84

0,0
00

13
,19

0,0
00

12
,58

0,0
00

90
,00

0
17

,05
0,0

00
16

,19
0,0

00
15

,39
0,0

00
14

,65
0,0

00
13

,96
0,0

00
13

,32
0,0

00
95

,00
0

17
,99

0,0
00

17
,09

0,0
00

16
,25

0,0
00

15
,47

0,0
00

14
,74

0,0
00

14
,06

0,0
00

10
0,0

00
18

,94
0,0

00
17

,99
0,0

00
17

,10
0,0

00
16

,28
0,0

00
15

,52
0,0

00
14

,81
0,0

00
10

5,0
00

19
,89

0,0
00

18
,89

0,0
00

17
,96

0,0
00

17
,09

0,0
00

16
,29

0,0
00

15
,55

0,0
00

11
0,0

00
20

,83
0,0

00
19

,79
0,0

00
18

,81
0,0

00
17

,91
0,0

00
17

,07
0,0

00
16

,29
0,0

00
11

5,0
00

21
,78

0,0
00

20
,68

0,0
00

19
,67

0,0
00

18
,72

0,0
00

17
,84

0,0
00

17
,03

0,0
00

12
0,0

00
22

,73
0,0

00
21

,58
0,0

00
20

,52
0,0

00
19

,54
0,0

00
18

,62
0,0

00
17

,77
0,0

00
12

5,0
00

23
,68

0,0
00

22
,48

0,0
00

21
,38

0,0
00

20
,35

0,0
00

19
,40

0,0
00

18
,51

0,0
00

金
利
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２
．
次
の

10
年

 

 
 

 

期
間

：
15
年

査
定
家
賃

4.0
%

4.5
%

5.0
%

5.5
%

6.0
%

6.5
%

50
,00

0
6,7

50
,00

0
6,5

30
,00

0
6,3

20
,00

0
6,1

10
,00

0
5,9

20
,00

0
5,7

30
,00

0
55

,00
0

7,4
30

,00
0

7,1
80

,00
0

6,9
50

,00
0

6,7
30

,00
0

6,5
10

,00
0

6,3
10

,00
0

60
,00

0
8,1

10
,00

0
7,8

40
,00

0
7,5

80
,00

0
7,3

40
,00

0
7,1

10
,00

0
6,8

80
,00

0
65

,00
0

8,7
80

,00
0

8,4
90

,00
0

8,2
10

,00
0

7,9
50

,00
0

7,7
00

,00
0

7,4
60

,00
0

70
,00

0
9,4

60
,00

0
9,1

50
,00

0
8,8

50
,00

0
8,5

60
,00

0
8,2

90
,00

0
8,0

30
,00

0
75

,00
0

10
,13

0,0
00

9,8
00

,00
0

9,4
80

,00
0

9,1
70

,00
0

8,8
80

,00
0

8,6
00

,00
0

80
,00

0
10

,81
0,0

00
10

,45
0,0

00
10

,11
0,0

00
9,7

90
,00

0
9,4

80
,00

0
9,1

80
,00

0
85

,00
0

11
,49

0,0
00

11
,11

0,0
00

10
,74

0,0
00

10
,40

0,0
00

10
,07

0,0
00

9,7
50

,00
0

90
,00

0
12

,16
0,0

00
11

,76
0,0

00
11

,38
0,0

00
11

,01
0,0

00
10

,66
0,0

00
10

,33
0,0

00
95

,00
0

12
,84

0,0
00

12
,41

0,0
00

12
,01

0,0
00

11
,62

0,0
00

11
,25

0,0
00

10
,90

0,0
00

10
0,0

00
13

,51
0,0

00
13

,07
0,0

00
12

,64
0,0

00
12

,23
0,0

00
11

,85
0,0

00
11

,47
0,0

00
10

5,0
00

14
,19

0,0
00

13
,72

0,0
00

13
,27

0,0
00

12
,85

0,0
00

12
,44

0,0
00

12
,05

0,0
00

11
0,0

00
14

,87
0,0

00
14

,37
0,0

00
13

,91
0,0

00
13

,46
0,0

00
13

,03
0,0

00
12

,62
0,0

00
11

5,0
00

15
,54

0,0
00

15
,03

0,0
00

14
,54

0,0
00

14
,07

0,0
00

13
,62

0,0
00

13
,20

0,0
00

12
0,0

00
16

,22
0,0

00
15

,68
0,0

00
15

,17
0,0

00
14

,68
0,0

00
14

,22
0,0

00
13

,77
0,0

00
12

5,0
00

16
,89

0,0
00

16
,34

0,0
00

15
,80

0,0
00

15
,29

0,0
00

14
,81

0,0
00

14
,34

0,0
00

金
利
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３
．
最
後
の

10
年

 

 
 

 

期
間

：
5年

査
定
家
賃

4.0
%

4.5
%

5.0
%

5.5
%

6.0
%

6.5
%

50
,00

0
2,7

10
,00

0
2,6

80
,00

0
2,6

40
,00

0
2,6

10
,00

0
2,5

80
,00

0
2,5

50
,00

0
55

,00
0

2,9
80

,00
0

2,9
50

,00
0

2,9
10

,00
0

2,8
70

,00
0

2,8
40

,00
0

2,8
10

,00
0

60
,00

0
3,2

50
,00

0
3,2

10
,00

0
3,1

70
,00

0
3,1

40
,00

0
3,1

00
,00

0
3,0

60
,00

0
65

,00
0

3,5
20

,00
0

3,4
80

,00
0

3,4
40

,00
0

3,4
00

,00
0

3,3
60

,00
0

3,3
20

,00
0

70
,00

0
3,8

00
,00

0
3,7

50
,00

0
3,7

00
,00

0
3,6

60
,00

0
3,6

20
,00

0
3,5

70
,00

0
75

,00
0

4,0
70

,00
0

4,0
20

,00
0

3,9
70

,00
0

3,9
20

,00
0

3,8
70

,00
0

3,8
30

,00
0

80
,00

0
4,3

40
,00

0
4,2

90
,00

0
4,2

30
,00

0
4,1

80
,00

0
4,1

30
,00

0
4,0

80
,00

0
85

,00
0

4,6
10

,00
0

4,5
50

,00
0

4,5
00

,00
0

4,4
40

,00
0

4,3
90

,00
0

4,3
40

,00
0

90
,00

0
4,8

80
,00

0
4,8

20
,00

0
4,7

60
,00

0
4,7

10
,00

0
4,6

50
,00

0
4,5

90
,00

0
95

,00
0

5,1
50

,00
0

5,0
90

,00
0

5,0
30

,00
0

4,9
70

,00
0

4,9
10

,00
0

4,8
50

,00
0

10
0,0

00
5,4

20
,00

0
5,3

60
,00

0
5,2

90
,00

0
5,2

30
,00

0
5,1

70
,00

0
5,1

10
,00

0
10

5,0
00

5,7
00

,00
0

5,6
30

,00
0

5,5
60

,00
0

5,4
90

,00
0

5,4
30

,00
0

5,3
60

,00
0

11
0,0

00
5,9

70
,00

0
5,9

00
,00

0
5,8

20
,00

0
5,7

50
,00

0
5,6

80
,00

0
5,6

20
,00

0
11

5,0
00

6,2
40

,00
0

6,1
60

,00
0

6,0
90

,00
0

6,0
20

,00
0

5,9
40

,00
0

5,8
70

,00
0

12
0,0

00
6,5

10
,00

0
6,4

30
,00

0
6,3

50
,00

0
6,2

80
,00

0
6,2

00
,00

0
6,1

30
,00

0
12

5,0
00

6,7
80

,00
0

6,7
00

,00
0

6,6
20

,00
0

6,5
40

,00
0

6,4
60

,00
0

6,3
80

,00
0

金
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IV
. Ｊ

Ｔ
Ｉ
借
上
げ
型
賃
貸
併
用
住
宅
ロ
ー
ン

 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

条
件
概
要

 

名
称

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
提
携
賃
貸
併
用
住
宅
ロ
ー
ン
（
例
）

 
 

内
容

 
1.

 
ミ
ド
ル
層
や
シ
ニ
ア
層
が
自
宅
の
建
て
替
え
に
あ
た
り
、賃
貸
部
分
を
設
け
た
上
で
こ
れ
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
借
上
げ
、

借
上
げ
家
賃
を
返
済
の
原
資
と
し
て
活
用
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
早
期
に
住
宅
ロ
ー
ン
を
返
済
し
、
住
宅
の
年
金

化
を
図
る
。

 

 
 

 

典
型
的
な
顧
客

 
1.

 
ア
ク
テ
ィ
ブ
シ
ニ
ア
層
（

50
代
以
上
～

70
代
）

 

2.
 
エ
ル
ダ
ー
層
（

60
代
以
上
）

 
 二
次
取
得
ニ
ー
ズ
は
あ
る
が
返
済
不
安
か
ら
二
の
足
を
踏
ん
で
い
る
者
に
資
産
活
用
と
あ
わ
せ
た
提
案
を
行

う
。

 

 

典
型
的
な
販
路

 
１
．
◎

 
JT

I協
賛
住
宅
メ
ー
カ
ー
と
の
提
携

 

２
．
◎

 
自
行
・
庫
紹
介
ビ
ル
ダ
ー
、
工
務
店
等
と
の
提
携

 

３
．
支
店
窓
口

 

 

自
宅
部
分

賃
料

• 
住
宅
ロ
ー
ン
の
返
済
に
充
当

• 
年
金
＋
α
の
定
期
収
入

移
住
・
住
み
か
え
支
援
適

合
住
宅
な
ら
借
上
げ
可
能

5
0
%
以
内
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契
約
タ
イ
プ

 
1.

 
既
存
住
宅
ロ
ー
ン
申
込
書
＋
契
約
書
（
金
証
・
保
証
委
託
・
抵
当
権
設
定
）

 

2.
 
担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

 

資
金
使
途
①

 
１
．
新
築
住
宅
取
得
（
自
己
居
住
部
分
＋
賃
貸
部
分
）

 

２
．
修
繕
条
件
付
き
既
存
住
宅
取
得
（
自
己
居
住
部
分
＋
賃
貸
部
分
）

 

３
．
大
規
模
修
繕
資
金
（
自
己
居
住
部
分
＋
賃
貸
部
分
。
賃
貸
部
分
の
み
も
可
）

 

 

資
金
使
途
③

 
1.

 
取
得
・
修
繕
前
の
マ
イ
ホ
ー
ム
に
住
宅
ロ
ー
ン
が
残
っ
て
い
る
場
合
は
、
当
該
住
宅
ロ
ー
ン
の
借
換
え
。

 

2.
 
な
お
、
借
換
え
を
行
わ
な
い
場
合
は
、
本
ロ
ー
ン
の
借
入
ま
で
に
既
存
住
宅
ロ
ー
ン
を
完
済
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。 

 

借
入
金
額

 
●
●
円
以
上
●
●
円
単
位

 
 

借
入
上
限
金
額

 
以
下
の
１
，
２
の
い
ず
れ
か
小
さ
い
金
額

 

1.
 
担
保
住
宅
の
取
得
価
額
＋
既
存
ロ
ー
ン
の
残
債
務
額

 

2.
 
以
下
の
い
ず
れ
か
大
き
い
金
額

 

①
 
返
済
比
率
か
ら
定
ま
る
借
入
上
限
金
額

 

②
 
担
保
住
宅
（
土
地
を
含
む
）
の
査
定
金
額
合
計
×

[9
0％

] 

 首
都
圏
な
ど
で
は
２
②
が
①
を
上
回

る
場
合
も
あ
る
。

 

取
得
価
額
の
内
訳

 
1.

 
建
物

 

2.
 
土
地

 

3.
 
そ
の
他
の
付
帯
費
用

 

4.
 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
と
同
じ

 

5.
 
長
期
優
良
住
宅
の
認
定
に
必
要
な
費
用

 

 

総
返
済
比
率

 
（
総
返
済
額
－
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
査
定
最
低
保
証
家
賃

×
[1

00
％

]）

年
収
（
連
帯
債
務
者
と
の
合
算
）

 

年
収
に
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
想
定
家
賃
の
額
は
含
め
な
い
。

 

住
宅
機
構
と
同
様
の
枠
組
み

 

借
入
期
間

 
●
●
年
以
上
●
●
年
以
内

 
 

借
入
時
年
齢
制
限

 
制
限
な
し
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返
済
時
年
齢
制
限

 
1.

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ
：

[ 
 

]歳
 

2.
 
た
だ
し
、
相
続
予
定
者
を
連
帯
債
務
者
と
す
る
場
合
に
は
当
該
連
帯
債
務
者
に
つ
い
て
年
齢
制
限
が
満
た
さ
れ

て
い
れ
ば
よ
い
も
の
と
す
る
。

 

 

返
済
方
法

 
1.

 
元
利
均
等

 

2.
 
元
本
均
等

 

3.
 
退
職
者
に
つ
い
て
は
ボ
ー
ナ
ス
返
済
は
認
め
な
い
。
た
だ
し
、
連
帯
債
務
者
が
勤
労
者
で
あ
る
場
合
は
こ
の
限

り
で
な
い
。

 

 

残
価
設
定
特
約

 
□

 
な
し

 

□
 
借
入
人
の
年
齢
が

[6
0
歳

]以
下
の
場
合
は
あ
り
（
別
途
覚
書
等
で
規
定
す
る
必
要
）

 

具
体
的
内
容
：

 

3.
 
借
入
人
が

[6
5
歳

]と
な
っ
た
時
点
に
お
け
る
残
高
（

[6
5
歳

]時
残
高
）
を
指
定
し
、
そ
れ
に
基
づ
い
て
満
期
に

お
け
る
元
本
返
済
額
を
増
額
す
る
特
約
。

 

4.
 

[6
5
歳

]時
残
高
は
、

[6
5
歳

]時
か
ら

20
年
間
Ｊ
Ｔ
Ｉ
を
利
用
し
、
月

[5
00

00
円

]の
家
賃
を
得
て
全
額
返
済
に

あ
て
る
場
合
に
返
済
可
能
な
金
額
を
上
限
に
借
入
人
が
指
定
。

 

  

期
限
前
弁
済

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 
 

連
帯
債
務
者

 

連
帯
保
証
人

 

1.
 
借
入
人
の
年
齢
が

[7
0
歳

]以
上
の
場
合
は
、
相
続
予
定
者
が
連
帯
債
務
者
と
な
る
こ
と
を
義
務
づ
け
る
。

 

2.
 
そ
の
他
の
場
合
は
任
意
と
す
る
。

 

 

保
証
会
社
に
よ
る

保
証

 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ

 

た
だ
し
、
特
約
あ
り
。

 

 

借
上
げ
条
件

 
1.

 
賃
貸
部
分
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
本
ロ
ー
ン
の
借
入
と
同
時
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
を
利
用

す
る
こ
と
。

 

 

期
間

：
20
年

査
定
家
賃

1.0
%

1.5
%

2.0
%

2.5
%

3.0
%

3.5
%

50
,00

0
10

,87
0,0

00
10

,36
0,0

00
9,8

80
,00

0
9,4

30
,00

0
9,0

10
,00

0
8,6

20
,00

0

金
利
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2.
 
担
保
住
宅
に
対
し
て
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
担
保
権
を
設
定
し
て
い
な
い
こ
と
。

 

担
保
対
象
住
宅

 
下
記
の
う
ち
少
な
く
と
も
い
ず
れ
か
の
条
件
を
満
た
す
こ
と

 

1.
 
担
保
住
宅
が
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
（
新
築
）
で
あ
る
こ
と
。

 

2.
 
担
保
住
宅
が
修
繕
の
結
果
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
要
件
（
既
存
）
を
満
た
す
こ
と
。

 

3.
 
既
存
住
宅
が
マ
ン
シ
ョ
ン
の
場
合
は
、
新
耐
震
基
準
（
昭
和

56
年
）
以
降
に
建
築
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。

 

 

物
的
担
保

 
担
保
住
宅
（
建
物
･土
地
）
に
対
す
る
抵
当
権

 
 

家
賃
担
保

 
担
保
住
宅
の
借
上
げ
家
賃
に
対
す
る

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]。
 

 

期
限
の
利
益
喪
失

事
由

 

覚
書
に
よ
り
資
金
使
途
違
反
に
つ
い
て
特
例
を
設
け
る
。

 
 

団
体
信
用
生
命
保

険
 

一
般
住
宅
ロ
ー
ン
と
同
じ

 
 

担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

当
事
者

 
１
．
借
入
人

 

２
．
貸
出
金
融
機
関

 

３
．
保
証
会
社

 

４
．
Ｊ
Ｔ
Ｉ

 

 

使
途
制
限
の
特
例

 
貸
出
金
融
機
関
と
保
証
会
社
は
、
借
入
人
の
資
金
使
途
に
係
る
申
し
出
に
か
か
わ
ら
ず
、
借
入
人
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
対
し

て
本
覚
書
の
内
容
に
し
た
が
っ
て
担
保
住
宅
を
賃
貸
す
る
こ
と
を
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
既

存
住
宅
の
借
上
げ

 

賃
貸
部
分
に
つ
い
て
、
に
つ
い
て
、
借
入
人
は
本
ロ
ー
ン
の
借
入
と
同
時
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
を

利
用
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
査

定
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
の
求
め
に
応
じ
以
下
の
場
合
に
、
担
保
対
象
住
宅
を
借
り
あ
げ
た
場
合
の
家
賃
査
定
を
行

う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
正
式
な
借
上
げ
申
込
後
に
あ
ら
た
め
て
家
賃
査
定
を
実
施
す
る
も
の
と
し
、

そ
れ
ま
で
に
行
っ
た
査
定
の
内
容
で
借
上
げ
を
行
う
義
務
を
負
担
す
る
も
の
で
は
な
い
。
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1.
 
借
入
人
の
借
入
申
込
時
（
賃
貸
部
分
、
自
己
居
住
部
分
）

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
が
借
入
人
か
ら
家
賃
に
よ
る
返
済
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
（
自
己
居
住
部
分
）

 

3.
 
そ
の
他
貸
出
金
融
機
関
が
必
要
と
認
め
る
と
き
（
両
方
）

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
事
務
手

数
料

 

貸
出
金
融
機
関
は
前
条
３
の
査
定
の
つ
ど
、
事
務
手
数
料
と
し
て
金

50
00
円
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。

 
当
初
の
既
存
住
宅
の
借
上
げ
に
つ
い

て
の
事
務
手
数
料
は
借
上
げ
申
請
時

の
そ
れ
（

17
50

0
円
）
で
カ
バ
ー
さ

れ
る
。

 

借
入
人
の
権
限

 
１
．
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
が
発
生
し
て
い
な
い
場
合
に
限
り
、
借
入
人
は
担
保
物
件
の
う
ち
自
己
居
住
部
分
を
Ｊ

Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
．
こ
の
場
合
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
家
賃
を
借
入
人
の
ロ
ー
ン
返
済
口
座
も
し
く
は
貸
出
金
融
機
関
が
指
定
す
る
口
座
に
振

り
込
む
も
の
と
し
、
借
入
人
は
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
。

 

３
．
本
条
に
基
づ
く
賃
貸
を
行
う
理
由
は
返
済
困
難
に
限
ら
ず
自
由
と
す
る
。
た
だ
し
、
借
入
人
が
借
入
時
点
で
資

金
使
途
に
つ
い
て
虚
偽
の
申
告
を
行
っ
て
い
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

例
）
月
返
済
額
が

10
万
円
の
場
合

に
、
賃
料
で

8
万
円
、
不
足
額

2
万

円
は
自
己
負
担
と
す
る
。
シ
ス
テ
ム

的
に
は
自
動
引
落

10
万
円
、
賃
料

の
自
行
・
庫
口
座
振
込
指
定
（
必
要

に
応
じ
質
権
に
基
づ
く
直
接
収
受
）。

 
 ３
項
た
だ
し
書
き
は
事
業
用
物
件
を

自
己
居
住
と
偽
っ
た
場
合
等
を
想
定

し
た
も
の
。

 

以
下
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
特
約
関
連
（
住
み
か
え
先
住
宅
の
追
加
的
な
借
上
げ
）・
・
・
家
賃
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
住
宅
ロ
ー
ン
と
原
則
同
じ

 

家
賃
の
み
に
よ
る

返
済

 

1.
 
借
入
人
の
権
限
に
よ
る
賃
貸
以
外
の
場
合
で
、
以
下
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
借
入
人
は
、
貸
出
金
融
機

関
に
申
請
の
上
、
担
保
物
件
の
う
ち
自
己
居
住
部
分
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

 

①
 
申
請
時
点
で
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
の
う
ち

[貸
出
金
融
機
関
以
外
の
第
三
者
に
対
す
る
債
務
に
関
す
る

期
限
の
利
益
喪
失
事
由
発
生
、
差
押
え
、
競
売
の
申
立
、
破
産
、
民
事
再
生
等

]が
生
じ
て
い
な
い
こ
と
。

 

②
 
住
み
か
え
先
担
保
物
件
に
対
し
て
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
担
保
権
を
設
定
し
て
い

当
初
約
定
に
基
づ
く
減
額
と
す
る
こ

と
に
よ
り
、
減
免
債
権
に
分
類
さ
れ

る
こ
と
を
防
げ
る
か
（
金
融
庁
要
確

認
事
項
）。

 



住
宅
の
資
産
価
値
を
活
用
し
た
金
融
商
品
の
開
発
ワ
ー
ク
シ
ー
ト
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な
い
こ
と
。

 

③
 
以
下
の
「
借
上
げ
事
由
」
が
生
じ
て
い
る
旨
の
疎
明
が
あ
る
こ
と
。

 

イ
) 
収
入
の
減
少
、
傷
病
な
ど
の
事
情
で
、
当
初
約
定
金
額
の
支
払
い
を
継
続
す
る
こ
と
が
当
面
困
難
と

な
っ
た
こ
と
。

 

ロ
) 
前
条
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
を
利
用
し
た
だ
け
で
は
約
定
金
額
の
返
済
が
で
き
ず
、
不
足
額

を
自
己
負
担
し
続
け
る
こ
と
も
困
難
な
事
情
が
あ
る
こ
と
。

 

④
 
申
請
時
点
で
支
払
遅
延
が
生
じ
て
い
る
場
合
に
は
賃
料
に
よ
る
返
済
開
始
時
ま
で
に
解
消
す
る
こ
と
。

 

⑤
 
ボ
ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
が
適
用
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
ボ
ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
を
不
適
用
に
条
件
変
更

す
る
こ
と
。

 

⑥
 
そ
の
時
点
で
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
行
う
賃
料
査
定
（
最
低
保
証
家
賃
）
に
よ
っ
て
、
申
請
時
点
の
翌
月
の
約
定
支
払

額
（
⑤
で
変
更
後
の
月
返
済
額
）
の
う
ち
、
金
利
相
当
額
の
全
額
を
支
払
可
能
で
、
か
つ
、
約
定
返
済
額

の
[7

0％
]以
上
の
返
済
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

⑦
 
金
融
機
関
が
債
権
保
全
の
観
点
か
ら
当
該
取
扱
い
を
認
め
る
べ
き
な
い
と
判
断
す
る
特
段
の
事
情
が
存
し

な
い
こ
と
。

 

⑧
 

2.
 
こ
の
場
合
に
は
、
金
融
機
関
は
月
次
返
済
額
を
借
入
人
の
受
取
賃
料
の
額
ま
で
減
額
も
し
く
は
増
額
す
る
も
の

と
す
る
。

 

担
保
物
件
が
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
（
新
築
も
し
く
は
既
存
）
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ
と
。 

3.
 
前
項
の
減
額
に
よ
り
満
期
ま
で
に
元
本
の
全
額
を
返
済
で
き
な
い
場
合
に
は
、

[5
年

]を
限
度
に
期
限
を
延
長
す

る
も
の
と
し
、
借
入
人
は
延
長
さ
れ
た
期
限
に
お
い
て
残
存
す
る
元
本
の
全
額
を
返
済
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

 

4.
 
本
条
に
基
づ
い
て
賃
料
に
よ
る
債
務
の
返
済
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
貸
出
金
融
機
関
が
保
証
会
社

に
保
証
履
行
を
請
求
し
保
証
会
社
が
抵
当
権
を
実
行
す
れ
ば
債
務
の
全
額
を
回
収
で
き
る
と
貸
出
金
融
機
関
が

判
断
す
る
場
合
に
は
、
保
証
履
行
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
は
、
貸

出
金
融
機
関
な
ら
び
に
保
証
会
社
は
債
務
履
行
の
責
任
財
産
を
担
保
住
宅
に
限
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

借
上
げ
の
終
了

 
借
入
人
が
借
上
げ
契
約
を
終
了
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
時
点
に
お
け
る
未
払
い
債
務
全
額
を
貸
出
金
融
機
関
に
弁
済

 



住
宅
の
資
産
価
値
を
活
用
し
た
金
融
商
品
の
開
発
ワ
ー
ク
シ
ー
ト

 

 

 
©

20
10

 
H

is
as

hi
 O

hg
ak

i A
ll 

rig
ht

s 
re

se
rv

ed
. 

 
C

op
y 

or
 re

pr
od

uc
tio

n 
of

 a
ll 

or
 a

ny
 p

ar
t s

tri
ct

ly
 p

ro
hi

bi
te

d.
 

 
38

 

せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

 

保
証
会
社
の
判
断

に
よ
る
賃
貸

 

保
証
会
社
が
保
証
実
行
後
に
相
当
と
認
め
る
場
合
は
、
保
証
会
社
の
要
請
に
基
づ
き
借
入
人
は
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ

に
賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ

義
務

 

1.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
上
記
の
借
上
げ
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
以
下
の
場
合
を
除
い
て
こ
れ
を
拒
ん
で
は
な
ら
な
い
。

 

①
 
建
物
診
断
の
結
果
、
対
象
物
件
が
賃
貸
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
困
難
な
程
度
に
毀
損
し
て
お
り
、
当
事
者

が
修
繕
に
応
じ
な
い
と
き
。

 

②
 
当
初
査
定
時
か
ら
賃
貸
市
場
が
著
し
く
悪
化
し
て
借
上
げ
が
困
難
な
事
情
に
あ
る
と
き
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
借
上
げ
た
住
宅
を
転
貸
す
る
場
合
は
、
借
入
人
の
指
定
の
如
何
に
か
か
わ
ら
ず
、
必
ず

3
年
間
の
定

期
借
家
契
約
で
運
用
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
特
に
指
示
し
た
場

合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
賃

料
に
よ
る
返
済
の

開
始
時
期

 

1.
 
賃
料
に
よ
る
返
済
の
開
始
時
期
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
賃
貸
契
約
が
成
立
し
た
月
（
建
物
診
断
が
完
了
し
、
最
初
の
入

居
者
に
よ
る
家
賃
支
払
い
が
開
始
し
た
月
）
か
ら
と
す
る
。

 

2.
 
借
入
人
も
し
く
は
保
証
会
社
は
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
別
途
定
め
る
手
数
料
を
借
入
時
に
支
払
う
こ
と
に
よ
り
、
前
項
の

開
始
日
を
賃
料
に
よ
る
返
済
の
申
請
日
の
翌
月
か
ら
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

3.
 
２
の
取
扱
い
に
変
え
て
、
保
証
会
社
は
借
入
人
か
ら
別
途
追
加
保
証
料
を
徴
求
し
た
上
で
、

3
か
月
を
限
度
に
募

集
期
間
中
の
返
済
額
を
保
証
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
の
場
合
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
募
集
期
間
中

の
家
賃
負
担
が
生
じ
る
。
２
の
取
扱

い
を
認
め
る
か
ど
う
か
は
今
後
の
検

討
事
項
と
す
る
。
仮
に
認
め
る
場
合

で
も
物
件
の
存
在
す
る
地
域
や
物
件

の
内
容
に
よ
っ
て
は
認
め
ら
れ
な
い

場
合
が
あ
る
。

 

２
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
不
足
額
を
自
己
負
担

す
る
の
に
対
し
、
３
は
保
証
な
の
で

最
終
的
に
は
借
入
人
に
求
償
。

 

以
下
、
賃
貸
部
分
、
自
己
居
住
部
分
の
借
上
げ
双
方
に
共
通
の
規
定

 

賃
料
担
保

 
1.

 
借
入
人
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
借
上
げ
契
約
の
締
結
と
同
時
に
同
契
約
に
基
づ
き
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
支
払
う
将
来
の
賃
料
に
対

し
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
の
た
め
に

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]を
設
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
前
項
の

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]を
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
と
と
も
に
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保

 



住
宅
の
資
産
価
値
を
活
用
し
た
金
融
商
品
の
開
発
ワ
ー
ク
シ
ー
ト
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証
会
社
が
当
該

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]に
か
か
る
第
三
者
対
抗
要
件
を
具
備
す
る
た
め
に
協
力
す
る
義
務
を

負
う
。
た
だ
し
、
対
抗
要
件
具
備
の
た
め
の
費
用
は
借
入
人
の
負
担
と
す
る
。

 

3.
 
借
入
人
は
第

1
項
の
権
利
に
基
づ
い
て
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
賃
料
を
直
接
収
受

す
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

4.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
前
項
に
基
づ
い
て
賃
料
の
振
込
口
座
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定
の
書
面

で
指
定
し
て
き
た
と
き
は
、
当
該
書
面
を
受
領
し
た
月
の
翌
月
か
ら
当
該
口
座
に
賃
料
を
振
り
込
む
も
の
と
す

る
。

 

貸
出
金
融
機
関
・
保

証
会
社
の
義
務
と

権
限

 

1.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
は
本
覚
書
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
担
保
住
宅
を
借
り
あ
げ
て
い
る
間
は
、

Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
転
借
人
の
居
住
権
に
対
し
て
最
大
限
の
配
慮
を
行
い
、
権
利
保
全
の
た
め
に
や
む
を
得
な
い
場

合
を
除
い
て
抵
当
権
の
実
行
や
任
意
売
却
等
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
や
む
を
得
な
い
事
由
で
転
借
人
が
居
住
中
に
抵
当
権
の
実
行
を
行
う
場

合
は
、
事
前
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
通
知
を
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社

は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
協
力
し
て
転
借
人
の
明
け
渡
し
後
の
居
住
先
を
斡
旋
で
き
る
よ
う
努
力
す
る
も
の
と
す
る
。

 

3.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
正
当
な
事
由
に
基
づ
い
て
借
上
げ
に
応
じ
な
い
場
合
は
、
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
は
保
証
履
行
・

抵
当
権
の
実
行
等
債
権
保
全
の
必
要
な
措
置
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

 

 



第 1 回参加者ミーティング 

2010 年 7 ⽉ 23 ⽇ 

ノンリコース型住宅ローン開発協議会 事務局代表 ⼤垣尚司 

I. 補助⾦事業の概要 

1. ⽬的 

 住宅の賃貸価値を着⽬したノンリコース型の住宅ローンを⺠間⾦融機関が

開発する場合のプロトタイプを作成することにより、国⺠の住宅⾦融に係

る選択肢を増やすと同時に、より⻑く確実に家賃収⼊を期待することので

きる⻑寿命住宅の建築促進を側⾯⽀援する。 

 協⼒会員である⾦融機関を通じて家賃ノンリコース型住宅ローンに対

するニーズ調査を⾏った上で、導⼊の場合に解決すべき問題点を、法

務、会計、税務、融資実務、システム対応等多⾯的に検討し、実現可

能な仕組みのプロトタイプ（商品設計と契約書ひな形、業務仕様等）

を構築する。 

 成果物は広く⼀般に公開する。 

2. 開発対象となるノンリコース型住宅ローンのイメージ 

 借⼊時点において⼀定の条件を満たした⻑期優良住宅等について、協議会

運営会員である⼀般社団法⼈移住・住みかえ⽀援機構（以下、JTI）が将

来の借上げならびに空き家・空き室保証を確約。同時に、住宅ローンの貸

し⼿は、借り⼿が担保住宅を明け渡して賃貸運営を希望する場合で⼀定の

条件を満たした場合には抵当権の実⾏を猶予して家賃を返済に充当する特

約を付加。 

 これにより、債務者が返済困難な状況であるが、抵当権を実⾏しても残債

務の発⽣が予想される場合には、いったん担保住宅を明け渡して JTI のマ

イホーム借上げ制度で運⽤し、賃料で返済を継続することが可能になる。

この間に、債務者の再起（勤め先の業況改善、再就職、事業環境の好転等）

資料３
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や有利な任意売却の実現が図れるほか、最悪の場合、⼟地代⾦程度にまで

残債務が減少してから抵当権を実⾏したり、⼗分な家賃収⼊が⾒込めるな

らそのまま家賃で完済することも考えられる。 

貸出実⾏時 

 

返済困難時 

 

 「ノンリコース型の住宅ローン」といっても若年層を対象とした住宅取得

のための典型的な住宅ローンだけでなく、リバースモーゲージを始めとし

て、シニア層が保有住宅の価値を活⽤するための新しい住宅⾦融商品の開

発を企図する。 

 ノンリコースローンの運営そのものに補助⾦が出るわけではないし、そも



 
 

○ｃ 2010 Hisashi Ohgaki コピー・無断転載を禁じます 3 

そも、そのようなものには発展性・継続性が認められない。すでに政府の

⽀援を得て運営されているマイホーム借上げ制度を「エンジン」として活

⽤したしくみを構築する。 

 同時並⾏的なプロジェクトとして、家賃ノンリコース型フラット 35 の導

⼊提⾔を⾏う予定である。 

3. 個別プロジェクト 

 協⼒会員の中で具体的な取り組みの意向のある先、JTI の社員である住宅

メーカー等と JTI が共同で年度内の導⼊をめざして個別プロジェクトを併

⾏実施する。 

 複数の協⼒会員が同内容の商品開発を企図する場合にはできるだけ合同で

実施する。 

 個別プロジェクトの内容については参加した会員の承諾なく他の会員に開

⽰しないが、その成果は間接的に JTI の制度改訂に反映される。 

 具体的に JTI の制度を利⽤した商品提供を⾏うには、別途 JTI への協賛が

必要。 

4. コンソーシアムの位置づけ 

 

地域共創ネットワーク
（運営会員）

協力会員（地域金融機関）

協力会員（地域金融機関）

協力会員（地域金融機関）

協力会員（地域金融機関）

・
・・
・・
・・
・

協議会事務局
（開発業務）

移住・住みかえ支援機構
（運営会員）

協賛社員

協
賛
事
業
者
（
多
数
）

・
・・
・・
・・
・

協賛社員

協賛社員

協賛社員

ノンリコース型住宅ローン開発協議会

商品開発

個別プロジェクト
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5. 補助⾦の使途 

 補助⾦は主として事務局の運営費、JTI におけるリスク管理モデルのメン

テナンス費⽤、報告書のとりまとめ費⽤、個別プロジェクトを実施する場

合の旅費等に充てられる。 

II. マイホーム借上げ制度の概要 

① 制度は非営利団体の一般社団法人移住・住みかえ支援機構（ＪＴＩ）が運営している。 

② 日本に住宅を有する 50 歳以上の方なら誰でも（国籍は問わない。ただし、海外在住の場合は日本人

に限る）、ＪＴＩにマイホームを借り上げてもらえる。 

③ 借上げ期間は原則として終身、つまり本人とそのパートナー（配偶者など）の両方が亡くなられるか、

対象住宅が災害による毀損や経年劣化などのために貸し続けることが難しい状況となるまで。なお、事

情によっては一定期間を最初から定めておくことも可能。 

④ 対象となる住宅はいわゆるマイホーム（マンションを含む）のほか、事業用物件（アパートや賃貸マ

ンションなど）でない限り、現に住んでいない別荘や親から相続した実家なども可能。 

⑤ ＪＴＩは借上げた住宅を主として子育て世代に転貸し、得られた家賃から空き屋・空き室のための積

立金（10％）と管理費（5％）を控除して利用者に支払う。敷金・礼金はとらない。 

⑥ 借上げは最初の転借人が入居したところから始まる。いったん借上げが始まればその後に空き屋・空

き室になっても家賃が支払われる。ただし、家が経年劣化したり、周囲の家賃相場が激変したような場

合、保証家賃の額が見直されることがある。 

⑦ 家賃保証から生ずるＪＴＩの負担は右の積立金の中で補てんできるよう、統計的な裏付けも得て運営

が行われているが、万が一の場合には政府の基金（財団法人高齢者住宅財団に設置）から債務保証を受

けられる（平成 22 年 3 月現在 5 億円）。 

    ※当初の財政計算では 5 億円で 1500 件程度に関する想定外リスクを吸収可能。 

⑧ 転貸は、期間の終了時に借り手に更新権がなく必ず明け渡さねばならない定期借家契約という制度を

利用するので、途中にマイホームに戻りたくなったときは、最長３年待てば戻ることが可能（元気なう

ちは田舎暮らしを楽しんで、体が具合悪くなったり夫に先立たれたりした場合は、マイホームに戻って

娘夫婦と一緒に暮らす等）。 

⑨ 借上げに当たり、昭和 56 年以前の旧耐震基準で造られた住宅については耐震診断を行い、必要に応

じて耐震改修（現在の基準値 1 に対して 0.7 を満たす状態とする）が必要となる。 

⑩ 借上げにあたって全物件について劣化診断を行い、劣化が激しいものについては補強や最小限の補修

が必要となる。それ以外に貸しやすくするためのリフォームをするかは任意。逆に転借人が自分なりに

行うリフォームはＪＴＩの承認のもとに認める。 
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⑪ 賃貸管理はＪＴＩから委託を受けた業者が行うので、自ら転借人と交渉することなく家賃のみを受け

取れる。ただし、日常的な範囲を超える家の補修などは家主が資金負担せねばならない。 

III. 空き家・空き室保証の枠組み 

1. 法的な位置づけ 

 ＪＴＩは利⽤者との賃借契約に基づいて転貸の有無にかかわらず家賃を⽀

払う義務を負う。 

 ただし、⽀払家賃の額はＪＴＩが借上時に呈⽰し、その後は「最低保証家

賃」か、実際に転貸できている場合の転貸家賃×85％のいずれか⼤きな⾦

額となる。 

 最低保証家賃は、1 年ごとに市場家賃の変動や物件の⽼朽化等合理的

な理由に基づいて⾒直しを⾏う。⾒直した最低保証家賃は⾒直し後に

⽣じた空き家・空き室について適⽤される。 

2. リスク管理 

 別添のような枠組みで家賃差額率（現⾏ 10％）を設定し、当⾯の⾼齢者住

宅財団の債務保証額を決定。 

 現時点の収⽀状況は以下の通り。 

 

IV. ローン商品開発の⽅針 

1. できるだけ開発負担を限定する。 

 可能なら、現⾏の住宅ローンに特約をつけるかたちで対応し、システム対

応等は⾏わないか、識別のためのフラギング等、最⼩限ですむようにする。 

2010年4月度月次決算資料

2010年3月分

16,393,797 272,838,884

14,763,831 236,305,963

810,365 22,973,751

対家賃比 1.35%

対積立比 16.09%

単位：円

事業開始からの累計

3,695,791230,350空室保証額

受取賃料（入居者より収入）

支払賃料（オーナーへ支出）

空室保証積立額
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2. 対象住宅は当⾯移住住みかえ⽀援適合住宅（参考①）に限定する。 

3. ローンは⼀定事象発⽣時に家賃による返済を組み込んだ住宅担保ロ

ーンとして幅広く商品設計を検討する。イベントの例としては次の

ようなものが考えられる。 

 返済困難時 

 ⾼齢者施設や住みかえ先への転居時 

 死亡時（リバースモーゲージ型） 

 賃貸予定部分の賃貸開始時（賃貸併⽤、賃貸可能住宅） 

 その他空き家利⽤等 

4. JTI による家賃保証の形態については必要に応じて検討する。ただし、

JTI のコミットが⼤きくなればなるほどコスト⾼となりうるので、利

害得失に配慮しながらできるものから産み落としていく。 

 空き家・空き室保証のみ（家賃は通勤・通学エリアであれば⾸都圏・地⽅

の別なくかなり安定している）。 
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 最低⾦額をローン期間において保証 

 たとえば 5 万円程度であれば保証料はかなり低くてすむ。 

 借上げのトリガーイベントから家賃発⽣までの期間を成り⾏きベースとす

るか、3 か⽉等と固定するか。 

 抵当権実⾏を第⼀義とするのか、借上げを優先するのか。 

 貸し⼿の判断とするか。債務者に⼀定の権利を認めるか。 

 後順位抵当権者や他の債権者の動向は完全に無視できない。 

 JTI の借家権に対抗要件を具備するところまでがんばるか。 

V. 導⼊可能なローンの例 

1. 移住住みかえ⽀援適合住宅導⼊先（JTI 協賛社員住宅メーカー）の住

宅を対象にした家賃ノンリコース型住宅ローン 

 各⾏（庫）の営業エリアについて持ち込み 

2. 移住住みかえ⽀援適合住宅導⼊先（JTI 協賛社員住宅メーカー）の住

宅を対象にした家賃ノンリコース型住宅ローン（残価設定型） 

 将来家賃による返済を想定し、⻑寿命住宅について満期にその時点からの

家賃現在価値想定分を残すことにより、アフォーダビリティーを向上させ

るローン。 

 必要に応じて 

3. 借り上げ家賃による⽀払を追加的な担保とするシニア層向けクレジ

ットカード、ローンカード等（リバースモーゲージ型） 

4. 借上家賃による返済を前提にした⽼⼈ホーム等シニア住宅への⼊居

⼀時⾦、⽣活費ローン 

5. シニア期に焦点をあてたマイホームのリフォームローン（家賃によ
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る返済を想定した死亡後順次返済ローン） 

VI. 付帯的な共同プロジェクト 

1. 再起⽀援型借上げ制度へのご協⼒ 

 別添参考②参照。 

2. すでに導⼊済みの住みかえ⽀援型住宅ローン（JTI からの査定家賃収

⼊を返済⽐率計算において考慮する住宅ローン）の取扱いのご検討。 

 別添参考③、④参照。 

 

日本経済新聞 
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3. 修繕条件付既存住宅向け住宅ローン 

 参考⑤参照。 

 今年度⻑期優良住宅先導モデル事業に採択済み。 

 同住宅に対する提携ローンの共同開発。 

4. ケア付き賃貸住宅建築ローン 

 別添資料のような仕組みを導⼊済み。 

VII. 今後の進め⽅ 

1. 定例会の開催 

8 ⽉ 20 ⽇（⾦） アンケートとりまとめと第⼀次商品案のご呈⽰と

議論 

9 ⽉ 3 ⽇（⾦） 第⼆次商品案のご呈⽰と議論 

10 ⽉ 15 ⽇（⾦） 「地域⾦融機関向け家賃ノンリコース住宅ローン

商品案（中間案）」ご呈⽰ 

11 ⽉ 26 ⽇（⾦） 商品案に関する議論、個別プロジェクトの進捗状況

ご報告、その他 

2011 年 1 ⽉ 「地域⾦融機関向け家賃ノンリコース住宅ローン

商品案」とりまとめ 

2. 個別プロジェクト（分科会） 

 8 ⽉中にご要請に応じて事務局からご本社にうかがって個別内容を検討。 

 個別プロジェクトならびに付帯的共同プロジェクトは、原則として各参加
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者と運営会員別に具体的な商品導⼊を検討するもの。 

 分科会は必要に応じて逐次打合せを⾏い導⼊を進める。 

 取り組みにあたっては、別途守秘義務契約を締結する。 

3. 住宅⾦融⽀援機構への提⾔ 

 本事業と併⾏して JTI において住宅機構向けに家賃 NR 型フラット 35 の

導⼊提⾔を実施する予定である。 

 本コンソーシアムとして、住宅機構に対して融資保険等の⽀援事業の導⼊

可能性を打診することもあってよい。 
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参考① 新築向け移住・住みかえ⽀援適合住宅制度の概要 

 概要 一般社団法人移住・住みかえ支援機構（以下「機構」）のマイホーム借上げ制度に関し、機構の定める要件

を満たした長寿命住宅や、長期優良住宅法に基づく認定長期優良住宅について、①制度利用者に関する年齢要件

（50 歳以上）を撤廃し、いつでも借り上げる、②借上げにあたっては建物診断を省略ないし簡素化する、とい

う 2 点を証明する証明書を発行するもの。平成 20 年(2008 年)４月より実施 

 対象住宅の条件① 利用者による個人申請 

 内容 企業単位導入を行っていない者が建築・販売した住宅について、以下の条件を満たすことを証明して個人

が申請することを認めるもの。 

① 認定長期優良住宅であるか、新築の住宅性能表示で設計・建築の双方において、①耐震等級２以上、②劣化対

策等級 3 以上、③維持管理対策等級 3 以上を取得していること。 

② 建築関連文書や図面の写しを機構に提出し、瑕疵保証期間 10 年経過後 5 年毎に定期点検を実施して点検結果

を機構に報告の上、必要な補修を行うこと。なお、認定長期優良住宅についてはこれに加えて認定時に提出し

た維持保全点検計画やこれを具体化する事業者の点検プラン等の写しを提出し、計画に従った点検、補修を実

施すること。 

 対象住宅② 企業単位導入の場合 

① 機構の協賛社員・協賛事業者である住宅メーカーやビルダー・工務店について、企業単位導入を決めた者が建

築・販売する住宅であること。 

② 認定長期優良住宅であるか、住宅性能表示制度に基づき、①耐震等級２以上、②劣化対策等級 3 以上、③維持

管理対策等級 3 以上を取得しているか、これに相当すると機構が認める長寿命住宅であること。なお、機構理

事会の承認を得た場合、住宅性能表示は設計審査のみでよい。 

③ 当該企業が、機構が定める内容を満たした定期点検制度等を導入しており、この診断結果を機構に定期的に

報告すること。原則として瑕疵保証期間 10 年経過後 5 年毎に定期点検を実施して必要な補修を行うこと。 

 企業単位導入の特例  

① 企業単位の導入については証明書の発行手数料

を大幅に減額する一方、当初の建築文書や図面を

企業側で保持してもらい、大量の証明書発行に対

応できるよう配慮。 

② 分譲住宅については、建物が完成した時点で事業

者に一括して発行し、購入者が決定した時点で名

義を書き換えるか、再発行。 

 認定長期優良住宅制度との関係  メンテナンス

体制や流通市場整備において補完。 
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参考② 再起⽀援借上げ制度 

 

 
 

『再起⽀援借上げ制度』のご案内

移住・住みかえ⽀援機構では、
住宅ローンの返済が⼀時的に厳しくなった⽅のために

『マイホーム借上げ制度』を利⽤した再起⽀援対策を実施いたします。

『再起⽀援マイホーム借上げ制度』とは

住宅⾦融⽀援機構の取り組み

⼀般に、住宅ローンは住宅に継続して居住することが前提とされており、やむを得ない事情があると認める場合に限り賃
貸を認めるとする融資機関が⼤半です。そこで、今般の返済困難者対策の⼀環として、住宅⾦融⽀援機構もしくは旧住宅
⾦融公庫の住宅ローンについては、事情を問わず『住所変更届』を提出するだけで転居が認められるようになりました。
この結果、「所得の低下によって返済が困難となった場合に所得が回復するまでの間融資住宅を賃貸し、その賃料収⼊に
より返済を継続すること」が可能です。

今後、⺠間⾦融機関についても同様の取り扱いを認めるところが増えることが期待されます。

減収やボーナスの減少などで住宅ローンの返済が⼀時的に厳しくなった⽅が、ご両親の家などに転居した上で、マイホー
ムを⼀時的に賃貸し賃料収⼊をローン返済に充てる場合、マイホーム借上げ制度を利⽤する場合の年齢制限（50歳以上）
が⾮適⽤となる制度です。これにより、利⽤者の年齢にかかわらず、移住・住みかえ⽀援機構の『マイホーム借上げ制
度』を利⽤してマイホームを機構に借り上げてもらい、家賃をローン返済に充てることができます。借り上げたマイホー
ムは3年の定期借家契約で転貸しますので、状況が改善したら3年後には家に戻ることができます。

住宅⾦融⽀援機構の返済困難者対策ページはこちら

返済が厳しくなってきた

当⾯住みかえ
る先がある

JTIの相談窓⼝や協⼒HLPに相談

⾦融機関に返済困難者対策の適⽤を相談

すでに延滞中
である

NO

YES

無理をす
れば住み
かえる余
地がある

YES

NO

返済困難者対策再起⽀援借上げの利⽤

YES

NO

⾦融機関
が制度利
⽤に合意

YES
YES

NO

事情によりご期
待に沿えないこ
ともございます
のであらかじめ
ご理解ください。

【注意】
移住住みかえ⽀援
適合住宅について
は、事情のいかん
を問わず年齢制限
なしにいつでも借
上げ可能です。
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再起⽀援借上げ制度の利⽤条件

項⽬ 内容

年齢制限 機構職員もしくは機構が指定する登録HLPによる個別相談を受けた上で確認書を
提出することを条件に年齢制限を不適⽤とする

建物診断 築後10年⽬までの物件については建物診断を簡略化する。

融資⾦融機関 住宅⾦融公庫・住宅⾦融⽀援機構の場合は無条件で利⽤可能。
その他の⾦融機関については、再起⽀援借上げ制度への協⼒を表明している先か、
個別に制度利⽤を承諾した場合に限る。

ローンの⽀払い状況 原則として申込時点において延滞中でないこと。延滞中の場合は制度利⽤につい
て融資⾦融機関の承諾があること。

第2順位抵当権 原則として融資⾦融機関以外の後順位抵当権が設定されていないこと

返済⽅法の変更 ボーナス払いがある場合は平準払いに変更する等、家賃受取後の返済実負担額を
返済可能な⾦額の範囲に収めること（要相談）。

借上げ期間 終⾝型のみ（⾃⼒返済が可能となった時点において有効な転貸借契約[3年定期借
家契約]の期間満了時において解約可能です。）

取扱地域 協賛事業者がいない地域については借上げまでに時間がかかることがあります
（個別相談時に告知します）。

その他の条件 通常のマイホーム借上げ制度と同じ※申込時に事務⼿数料17,850円が必要です。

移住・住みかえ⽀援適合住宅については、本制度によることなく、事情のいかんを問わず
年齢制限なしに借上げが可能ですので、個別相談は不要です。

それ以外の⼀般住宅について再起⽀援借上げ制度を利⽤する場合の条件は以下の通りです。
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参考③（HLP 教科書より抜粋） 

⺠間⾦融機関の提携ローン 

① 移住・住みかえ支援ローン 

現在、協賛企業であるスルガ銀行が移住・住みかえ先の購入のための提携ローンを提供しており、

実際に借入実績も伸びています。民間ローンは住宅金融支援機構と異なり、住みかえ前の住宅と住み

かえ後の住宅の双方に担保権を設定する代わりに、住みかえ前の住宅に関する住宅ローンの残債務が

ある場合には、これも含めて借り換えることが可能です。住みかえ前の住宅の資産価値を、①抵当権

を通じて売却価値を把握、②借り上げ賃料に対する質権を通じて賃貸価値を把握することにより、年

収基準や最終返済年齢の制限を撤廃するとう画期的な内容になっており、借り換えを認める点、繰上

返済を少額から手数料なしで認める点など、細かい配慮という点でも、住宅金融支援機構の住みかえ

フラット 35 よりもすぐれた商品性を有しています。民間金融機関であっても柔軟な発想と金融技術

力さえあれば巨額の予算の支援を得ている公的機関より難しい商品が提供できることの証左という

ことができます。 

ただ、制度導入後 3 年経ちますが、残念ながらその後に JTI 協賛した大手金融機関も含めてこの

ローンに匹敵する商品を提供するところは現れていません。 

表 1 民間住みかえ支援ローンの条件例 

項目 内容 

①利用条件 

以下の条件を満たす個人 

・日本国籍を有する者、または永住許可をうけている外国人 

・マイホーム借上げ制度の利用者 

・団体信用生命保険を利用する場合、融資契約時76歳未満で約定完済時年齢が82

歳未満であること 

・資金使途が既存住宅ローンの借り換えである場合、現行住宅ローンを過去６カ

月延滞なく返済していること 

・各地手形交換所の取引停止処分者または全国銀行個人信用情報センター等の個

人信用情報センターの事故登録者でないこと 

②資金使途 

・移住・住みかえ先の購入・建築資金及び付随する諸経費 

・借上げ対象住宅の住宅ローンの借換え資金 

・借上げ対象住宅の改修費用 

・上記に付随する諸経費 

③返済比率 

・返済比率は問わない（年収基準なし） 

・本ローンを含む全借入金の月返済額が、ＪＴＩ保証賃料（月）の範囲内である

こと 

④融資形態 ・証書貸付 

⑤融資金額 

・10万円以上１億円以内 

・ただし、担保となる住宅・土地（借上げ対象＋移住・住みかえ先購入資金の場

合は新居）の担保評価額の90％を限度とする 

⑥期間 ・１年以上30年以内（１カ月単位） 

⑦金利 
・変動金利(固定はなし） 

・年２回、変動金利型住宅ローン基準金利の変動に伴い見直す 
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項目 内容 

⑧返済方法 

・元利均等返済（毎回の元金と利息の返済合計額を一定にする返済方法） 

・ボーナス返済は利用不可 

・融資後到来する5年毎の10月１日を見直し基準日として再計算を行い、新しい返

済額を決定 

※融資後（または、基準日到来後）次の基準日までは、毎月の返済額の変更は

ない（元金返済額と利息支払額との割合で調整） 

※利率が大幅に上昇した場合、新しい返済額は前回の返済額の125％を上限とす

る。利率が下降した場合には、残存元本・期間・適用利率に応じて返済額を

軽減 

※利率の上昇により最終期限に返済のしわ寄せされる場合は、期限に残債およ

び未収利息を一括回収 

⑨保証人 

・不要 

・ただし、担保物件が共有の場合は共有者全員、また、団信不加入の場合、約定

完済時年齢が82歳を超える場合には、相続予定者１名以上を連帯保証人とする

必要（原則直系卑属） 

⑩担保 

・既存住宅・土地に第一順位抵当権を設定 

・移住・住みかえ先の土地・建物に第一順位抵当権設定（移住・住みかえ先の購

入・建築資金の借り入れの場合） 

・マイホーム借上げ制度に係る賃料債権に対して質権を設定 

・担保設定する建物に付保する火災保険（長期）の保険金請求権に質権設定 

⑪ 団体信用生命保

険 

・加入は任意 

・不加入の場合は,ＪＴＩ借上げ物件の相続予定者（配偶者を除く）を連帯保証人

とすること 

⑫繰上返済 
・１回の返済額以上 

・手数料なし 

② 移住・住みかえ支援適合住宅への住みかえ支援ローン 

協賛企業の三井住友銀行は、移住・住みかえ支援適合住宅建築支援のための借上げ特例を利用する

若年層向けに支援ローンを提供しています。このローンはスルガの住みかえ支援ローンのように高齢

者の利用は想定しておらず、条件は一般の住宅ローンと変わりませんが、従前のマイホームに関する

住宅ローンの借換えが支障なく行えるように、特例利用の場合に限って、返済比率を通常の 35％か

ら 45％に緩和して、借入限度額を増やせるように配慮しています。 

③ 無担保リフォームローン 

住宅金融支援機構のリフォーム融資は抵当権の設定が必要なため、めんどうな上に初期費用が大き

く、500 万円以上といったかなり大規模な修繕、リフォームの場合でないと割高になります。旧耐震

基準の物件についてマイホーム借上げ制度を利用するために必要な最小限の耐震補強を行うだけで

あれば、100 万円～200 万円で収まる場合が多いですし、賃料の改善を狙って、古くなった畳や壁紙

を（制度要請ではないが）取り替えると言った内装リフォームも数 10 万円～100 万円以内のことが

多いようです。 

こうした小規模なリフォームのための資金については、販売金融と同様 1 年～5 年ぐらいの中期ロ

ーンが適しているのですが、単純な無担保ローンですとどうしても利率が高くなります。しかし、マ

イホーム借上げ制度を利用する場合、実質政府保証の賃料を引き当てにすれば安全確実に返済を受け

ることができるので、実質的に担保付と同水準の借入利率をえることが可能になります。こうした観

点から、現在 1 社のクレジット会社が無担保の提携リフォームローンを提供しています。 
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参考④（住宅⾦融⽀援機構 HP より抜粋） 
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○ｃ 2010 Hisashi Ohgaki コピー・無断転載を禁じます 19 

参考⑤ リフォーム条件付き既存住宅売買 

提案の基本的な考え方（維持管理・流通等） 

提案者（代表者） 一般社団法人移住・住みかえ支援機構（大垣尚司） 受付番号※ 10-1- 

応募事業提案名 既存住宅の流通に資する、リフォーム条件付き既存住宅売買にかかる契約時関連書式の整備、

ならびに、住宅履歴の管理、定期点検・補修の促進に資する移住・住みかえ支援適合住宅制

度（改良既存住宅）整備事業 

〔長期優良住宅の基本的な考え方、先導的・モデル性の高い点など〕 

 

１．マイホーム借上げ制度と移住・住みかえ支援適合住宅制度 

 

提案者と公的マイホーム借上げ制度 提案者は、50 歳以上の者に対し、その保有する住宅を原則として終身で借り上

げ、国の債務保証制度を活用して空き屋・空き室保証を行うことにより安定的に家賃収入に変えることを通じて、

シニア期における移住・住みかえを支援する、公的マイホーム借上げ制度を 2006 年より運営する非営利法人である。

申請日現在の制度利用申込実績は 302 件（入居者決定済 174 件）で、このほかに情報会員として登録し利用を検討

している者は 2352 名である。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度 マイホーム借上げ制度を前提とすれば、長期優良住宅は単に物理的に長持ちする

だけでなく、シニア期にさまざまな理由で住みかえる場合には、それ以降長期間にわたって安定的に家賃を生み出

すことができる「経済的価値」の高い資産となる。人生 85 年時代を迎えて、住宅の一次取得層が単に当面の居住ニ

ーズを満たすだけでなく、シニア期における資産活用まで念頭において住宅を取得するようになれば、おのずと長

期優良住宅を選好することになると考えられる。こうした考えにもとづき、提案者は 2008 年より、新築住宅が認定

長期優良住宅ないし住宅性能表示においてそれと同等の劣化対策等級・維持管理対策等級・耐震等級を有する住宅

に関して、マイホーム借上げ制度の年齢要件を撤廃し、いつでも建物診断を省略・軽減して借上げを行うことを保

証する旨の証明書を購入時に発行する一方、保証要件として瑕疵担保期間経過後における定期的点検やこれに基づ

く補修の実施を義務付け、機構において関連の住宅履歴を管理する、移住・住みかえ支援適合住宅制度を導入済み

である。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度の意義 同制度による証明書の発行実績は、開始より 2 年あまりで 2258 件と順調

に増え続けており、認定長期優良住宅制度導入後もその資産価値を高める補完的制度として消費者の認知度も高ま

っている。申請時点において本制度適合住宅の取扱い住宅事業者は最大手 5 社を含む 7 社、また、施行事業者を問

わず購入者が個人で直接証明書発行を申し込む制度も導入済みである。 

 

２．リフォーム条件付き既存住宅売買のニーズ 

 

既存住宅＋大規模修繕のニーズ さて近時、昭和 40 年代、50 年代に分譲された比較的立地のよい住宅の居住者の高

齢化が進み、保有住宅が売りに出される例が増えている。従来であれば、若年層が購入の上、既存住宅を取り壊し

て新築することが多かったが、長引く不況により若年住宅取得者の購買力が低下しているため、むしろ大規模リフ

ォームを行って住み続けるという潜在ニーズが増えている。これが実現できれば若年層が好立地かつ広めの敷地に

低コストで新築に準ずる住宅を取得することができ、アフォーダビリティーの向上に資する。 
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住宅金融の制約 しかしこの場合、中古住宅ローンを借り受けて購入した後、修繕代金はいわゆるリフォームロー

ンにより資金調達をすることになり、結果的に新築住宅ローンによる場合に比べて借入れ条件がかなり悪化してし

まう。このため、住宅事業者が自己資金で既存住宅を購入して大規模修繕を施した上で、準新築住宅として売り出

すビジネスモデルが登場しているが、サブプライム問題以降、銀行等からの事業資金の借入れがきわめて厳しくな

っているため、大手事業者を除くと普及が伸び悩んでいる。 

 

住宅循環の阻害 こうして、より中心部に近い好立地の高齢者のマイホーム売却が進まず空き屋化が進む一方、若

年層は地価が安い遠隔地の分譲住宅購入を余儀なくされ、住宅の円滑な循環が阻害されている。 

 

リフォーム条件付き既存住宅の可能性 そこで、既存住宅の購入に際し、新築住宅の建築計画と同様、あらかじめ大規

模修繕計画を決定し、売買契約上同内容の請負契約の締結を条件とすることにより、「既存住宅の購入＋大規模修繕」

ではなく、「既存住宅を活用した新築請負に準ずる契約」として一体にとらえる、「リフォーム条件付き既存住宅」

の仕組みを導入すれば、金融機関は新築住宅と同様、修繕計画を事前に審査の上、購入（請負着手）の段階で総コ

ストについて融資承認を行い、1つの住宅ローンを①住宅購入代金決済時、②請負契約完了時の 2回に分けて貸し出

すことが可能になる。こうした取扱いの可能性ついては、提案者に協賛している金融機関からきわめて前向きな感

触を得ているほか、協賛住宅事業者もリフォーム条件付き中古住宅の取扱いについては一様に積極的であり、事業

化に向けて良好な感触を得ている。 

 

３．リフォーム条件付き既存住宅に対する移住・住みかえ支援適合住宅制度導入の意義 

 

既存住宅の長期優良住宅化にかかる問題 リフォーム条件付き既存住宅への取り組みに当たっては、これを長期優良

住宅とする取り組みが欠かせない。しかしながら、現在既存住宅の性能表示制度については、新築時に性能評価を

取得していない場合劣化性能等級の判断がなされないため、現時点では、既存住宅の耐久性を客観的に示す指標が

存在しない。このため既存住宅の長期優良化については、現状それぞれの事業者が独自にモデル事業等を通じた取

り組みを行っており、消費者からみると分かりにくい状況が続いている。かといって、全国的かつ客観的にあらゆ

る既存住宅に共通する指標を導入することは、新築住宅の場合に比べると容易ではない。ましていわんや、修繕後

の継続点検や修繕の枠組みを確保することも困難である。 

 

住宅の動態的長寿命化 一方、リフォーム瑕疵保険の導入など、修繕にかかる品質の確保を支援する制度の充実が

図られつつあることから、所有者に対するなんらかのインセンティブを通じて、大規模修繕後も定期点検を促し、

その都度必要な補修を続けさせる仕組みを構築すれば、住宅を「動態的」に長寿命化させることが可能となる。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度の導入可能性 ところで、新築住宅に関する移住・住みかえ支援適合住宅制度は、

長期優良住宅の賃貸価値を購入時に保証しつつ定期点検を促す制度として、消費者から積極的に評価されているこ

とから、同様の枠組みをリフォーム条件付き既存住宅に導入すれば、既存住宅の維持管理と流通性の向上が図られ

る可能性が高い。 

 

移住・住みかえ支援適合住宅制度（改良既存住宅） そこで、今後採択される既存住宅の改修にかかる長期優良住宅先

導事業（事業者は問わない）の対象住宅や、提案者の協賛事業者等があらかじめ客観的な方針を示して取り扱う優

良な改良既存住宅のうち、リフォーム条件付き既存住宅の性質を有するものを対象とする、移住・住みかえ支援適



 
 

○ｃ 2010 Hisashi Ohgaki コピー・無断転載を禁じます 21 

合住宅制度（改良既存住宅）を導入し、新築向け制度と同様、定期点検と必要な補修の実施を前提に、所有者の年

齢を問わず、建物診断を省略ないし簡略化して借り上げる旨の証明書を発行するための制度整備を行うこととする。

 

管理システム整備の必要性 本制度の運営に必要な管理システムは新築の場合と異なり、事業者や改修内容などによ

り異なる非定型的な関連文書を、提案者において住宅履歴情報として管理する必要がある。折しも、2009 年に「住

宅履歴情報の蓄積・活用の指針」が発表されたことから、新築を前提にした既存システムの全面改定を行い、既存

住宅の住宅履歴情報についても、新築と同様、必要書類・図面等をイメージ化して保有し、定期点検の期日管理、

点検通知、点検・修繕報告の管理を行えるよう所要の整備を行う。 

 

制度の汎用性 なお本制度は、今後既存住宅についても認定長期優良型改修等の制度が導入された場合、新築の場

合と同様、これに当然に適用し、事業者を問わず直接所有者からの証明書発行申請を受け付けることにより、認定

長期優良既存住宅の資産価値を高め、その流通性を支援することとしたい。 

 

４．本事業の先導性 

 

① 既存住宅の流通において、「中古」でも「新築」でも「中古＋修繕」でもない、「既存住宅を活用した新築に準

ずるもの」としてのリフォーム条件付き既存住宅という概念を導入し、取得のための金融の円滑化を図る点。 

② 優良なリフォーム条件付き既存住宅を対象にマイホーム借上げ制度の年齢要件を撤廃し、当初から借上げ保証

を行うことにより、その資産価値向上、流通性向上を図る点。 

③ ②をインセンティブとして継続的な点検・補修を公的機関が促すことにより、既存住宅の「動態的」長寿命化

を確保する点。 

④ すでに新築向けに実績のある制度を既存住宅に適用するため、その効果が事前に十分期待できる点。 
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（様式６－維流） 

先導的提案の内容説明 

〔先導的提案の具体的内容〕 

 

Ⅰ．リフォーム条件付き既存住宅売買にかかる契約時関連書式の整備 

 

考え方 「リフォーム付き既存住宅」とは既存住宅の売買において、売買時に購入後に行う修

繕内容（仕様、見積書など）を書面で明らかにし、当該内容の請負契約を締結しない

ことを売買契約の解除条件とするものと位置付ける。 

 

契約書の整備  

① 宅地建物取引業者が利用している標準的な住宅・土地にかかる不動産売買契約をもと

に、弁護士等専門家の助言を得て、上記解除条件付売買契約のひな形を作成する。 

 

② 民間建設工事標準請負契約約款（乙）※１ などを参考に、リフォーム付き既存住宅

にかかる修繕工事請負契約に付帯すべき覚書などの内容※２ を、弁護士等専門家の

助言を得て検討し、ひな形を作成する。 

 

③ 銀行等が利用している標準的な住宅・土地にかかる金銭消費貸借契約をもとに、リフ

ォーム付き既存住宅の特殊性を加味して※３、契約書のひな形、ないし、付帯契約（覚

書等）のひな形を、弁護士等専門家の助言を得て作成する。 

 

関連書類の整備 

① 独立行政法人住宅金融支援機構、提案者の協賛事業者である金融機関、その他の市中

金融機関に対してヒアリングを実施し、リフォーム付き既存住宅の購入にかかる住宅

ローンの融資審査に必要な付帯書類の内容を具体的に絞り込み、売買時に書面で明ら

かにすべき請負契約の内容についてひな形を作成する。 

 

② リフォーム付き既存住宅とは何かに関する、事業者向け、金融機関向け、一般消費者

向け説明資料・パンフレットを作成する。 

 

制度周知 

① 整備した書類や説明資料を当機構のホームページ内で開示し、ダウンロードが可能と

なるようにする。 

 

② 独立行政法人住宅金融支援機構や住宅ローンを取り扱う預金金融機関に対し、制度説

明を実施し、対応住宅ローンの開発をうながす。 

 

事業化支援 提案者の協賛事業者にヒアリングした事業化可能性は次葉別紙の通り。各社の要請に

従い事業化に協力する。 

 

 

上記を

確認す

る具体

的方法 

※１ http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/1_6_bt_000092.html で取得可能。 

※２ リフォーム瑕疵保険の加入、完成保証の必要性等を検討。 

※３ 売買契約で解除条件が発生した場合の住宅ローンの取扱い、 

   リフォームの瑕疵が判明した場合の抗弁の接続もしくは切断の取扱い等 
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1 

ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
住
宅
ロ
ー
ン
に
係
る
質
問
事
項
等
に
つ
い
て

 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

家
賃
返
済
特
約
付

 

一
般
論

 
顧
客
の
将
来
へ
の
不
安
を
払
拭
す
る
と
い
う

こ
と
で
は
、
既
存
住
宅
ロ
ー
ン
に
は
な
い
、
付

加
価
値
の
あ
る
商
品
だ
と
思
う
。

 

ボ
ト
ム
ラ
イ
ン
と
し
て
、
残
債
務
が
生
じ
な
い
状
況
や
家
賃
返
済
を
し
て
も
元
本
が
減
ら
な
い
よ
う
な
場

合
に
は
、
抵
当
権
の
実
行
を
行
う
こ
と
を
前
提
に
て
、
追
加
的
な
措
置
と
し
て
家
賃
返
済
の
特
約
を
設
け

て
い
る
。
こ
の
点
で
、
家
賃

N
R
に
な
っ
た
こ
と
に
よ
っ
て
金
融
機
関
の
最
終
的
な
想
定
損
失
額
が
増
大

す
る
よ
う
な
仕
組
み
に
は
な
っ
て
い
な
い
こ
と
に
注
意
。

 

顧
客
ニ
ー
ズ
を
含
め
、
今
後
一
歩
踏
み
込
ん
だ

調
査
が
必
要
と
考
え
ま
す

 

ぜ
ひ
お
願
い
し
ま
す
。

 

顧
客
と
金
融
機
関
の
負
う
リ
ス
ク
が
大
き
い

よ
う
に
感
じ
る

 

上
述
の
よ
う
な
ス
タ
ン
ス
か
ら
す
れ
ば
、
か
な
ら
ず
し
も
リ
ス
ク
は
大
き
く
な
い
。
む
し
ろ
、
万
が
一
の

場
合
の
対
応
策
が
増
え
て
顧
客
と
金
融
機
関
双
方
に
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

 

貸
出
時
条
件
①

 
返
済
比
率
の
考
え
方
（
分
母
）
に
つ
い
て
。

  

 

分
母
は
通
常
基
準
と
同
じ
申
込
人
の
年
収
（
合
算
者
が
あ
る
場
合
に
は
そ
の
者
の
年
収
を
含
む
）。
基
準

は
各
行
の
基
準
に
よ
る
。

 

家
賃
返
済
特
例
に
つ
い
て
は
、
分
子
に
つ
い
て
も
通
常
基
準
と
同
様
。
あ
く
ま
で
万
が
一
の
場
合
の
特
例

と
し
て
家
賃
返
済
を
認
め
る
こ
と
に
よ
り
借
り
す
ぎ
や
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
を
防
止
す
る
趣
旨
。

 

貸
出
時
条
件
②

 

移
住
・
住
み
か
え
支

援
適
合
住
宅

 

取
扱
い
企
業
の
ハ
ー
ド
ル

 

     

１
．
大
手
住
宅
メ
ー
カ
ー
や
ビ
ル
ダ
ー
に
つ
い
て
は
、
社
と
し
て
認
定
長
期
優
良
住
宅
に
取
り
組
ん
で
い

る
と
こ
ろ
で
あ
れ
ば
協
賛
企
業
と
な
る
こ
と
に
審
査
上
の
問
題
は
な
い
。

 

２
．
中
堅
･中
小
工
務
店
に
つ
い
て
は
社
団
法
人
全
国
中
小
建
築
工
事
業
団
体
連
合
会
を
通
じ
た
協
賛
制

度
を
導
入
中
。

 

３
．
施
工
業
者
が
協
賛
工
務
店
で
な
い
場
合
に
は
、
金
融
機
関
を
通
じ
て
債
務
者
が
直
接
申
請
可
能
（
個

人
申
請
）。
こ
の
場
合
に
は
住
宅
履
歴
を

JT
Iに

お
い
て
管
理
す
る
。

 

資料７
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2 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

移
住
適
合
判
定
の
要
件
、
ハ
ー
ド
ル

 

 

１
．
要
件
：
認
定
長
期
優
良
住
宅
で
あ
る
か
、
住
宅
性
能
表
示
要
件
（
耐
震
２
，
劣
化
対
策
３
，
維
持
管

理
対
策
３
）
を
満
た
す
住
宅
で
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
住
宅
履
歴
を
登
録
し
て
い
る
こ
と
。

 

４
．
金
融
機
関
側
で
確
認
が
可
能
な
要
件
な
の
で
、
金
融
機
関
側
で
内
容
チ
ェ
ッ
ク
を
お
願
い
で
き
れ
ば

か
な
り
迅
速
な
対
応
が
可
能
。

 

家
賃
返
済
を
行
う
場

合
の
債
権
分
類
上
の

取
扱
い

 

本
人
収
入
返
済
か
ら
賃
料
を
主
原
資
と
し
た

返
済
に
切
替
し
た
場
合
、
債
務
者
格
付
が
ラ
ン

ク
ダ
ウ
ン
と
な
ら
な
い
よ
う
な
位
置
づ
け
と

出
来
な
い
か
。

  

１
．
家
賃
で
約
定
返
済
を
続
け
る
場
合
は
、
当
然
に
Ⅰ
分
類
。

 

２
．返

済
困
難
者
対
応
の
対
象
と
す
べ
き
条
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、家

賃
の
水
準
如
何
に
か
か
わ
ら
ず
、

家
賃
に
よ
る
返
済
を
返
済
困
難
者
対
策
の
ひ
と
つ
と
し
て
位
置
づ
け
る
べ
き
。

 

３
．
少
な
く
と
も
金
利
が
全
額
支
払
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
も
の
に
つ
い
て
、
家
賃
払
い
開
始
年
度
に
お
い

て
引
当
を
実
施
す
べ
き
理
由
は
希
薄
で
は
な
い
か
。
前
回
提
示
の
よ
う
な
要
件
の
下
で
は
Ⅱ
分
類
と
す
る

こ
と
も
猶
予
し
て
よ
い
と
い
う
考
え
方
で
金
融
庁
に
打
診
し
て
は
ど
う
か
。

 

返
済
金
額
を
減
額
、
期
間
を
延
長
し
た
場
合
の

減
免
債
権
の
認
定
は
ど
う
な
る
の
で
し
ょ
う

か
。

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
し
て
答
え
る
立
場
に
な
い
が
、
返
済
金
額
を
当
初
の
約
定
に
し
た
が
っ
て
減
額
す
る
こ
と
は
、

（
そ
う
い
う
契
約
が
そ
も
そ
も
不
適
切
と
判
断
さ
れ
る
か
ど
う
か
は
別
の
問
題
と
し
て
）
理
論
的
に
は
減

免
と
は
異
な
る
も
の
と
解
す
べ
き
。
期
間
延
長
に
つ
い
て
も
同
様
。
要
す
る
に
金
額
や
期
間
延
長
の
規
定

（
金
利
全
額
カ
バ
ー
＋
返
済
額
の

[7
0％

]以
上
、

5
年
以
内
）
が
合
理
的
な
範
囲
内
と
い
え
る
か
ど
う
か

と
い
う
問
題
で
は
な
い
か
と
思
料
。

 

家
賃
査
定

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
事
務
手
数
料
の
直
接
収
受
方
法
の

検
討
。

 

１
．
可
能
な
限
り
ま
と
め
て
収
受
す
る
か
、
融
資
手
数
料
と
し
て
徴
求
い
た
だ
い
て

JT
I分

を
ご
送
付
い

た
だ
き
た
い
。

JT
Iの

口
座
を
開
設
す
る
こ
と
は
問
題
な
し
。

 

２
．
１
が
困
難
な
場
合
、
各
行
（
東
京
支
店
等
）
に

JT
Iの

口
座
を
開
設
し
、
そ
こ
に
借
入
人
が
振
り
込

ん
で
も
ら
う
方
法
を
と
る
か
。
入
金
確
認
の
上
、
借
り
上
げ
証
明
を
発
行
す
る
。
消
し
込
み
の
た
め
に
申

請
番
号
等
を
付
記
し
て
も
ら
う
等
の
工
夫
は
必
要
。

JT
I側

に
事
務
が
発
生
す
る
の
で
事
務
手
数
料
の
水

準
を
高
め
に
設
定
す
る
可
能
性
。
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3 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

各
地
域
に
お
け
る
査
定
家
賃
の
水
準

 
地
域
に
よ
っ
て
大
き
な
差
は
な
い
。

 

現
在
の
市
場
は
ア
パ
ー
ト
が
中
心
で
、
戸
建
て
や
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
の
賃
貸
に
つ
い
て
は
ま
あ
り
事
例
が

な
い
こ
と
か
ら
、
既
存
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
家
賃
水
準
は
必
ず
し
も
参
考
に
な
ら
な
い
。

 

査
定
例
別
添

 

地
域
を
絞
っ
た
運
用
が
重
要
な
の
で
は

  

・
将
来
賃
貸
マ
ー
ケ
ッ
ト
の
予
想
は
困
難

  

市
街
化
区
域
で
あ
れ
ば
全
国
で
対
応
可
能
。
市
街
化
調
整
区
域
や
用
途
地
域
指
定
外
の
区
域
に
つ
い
て
は

個
別
査
定
が
必
要
。

JT
Iと

し
て
特
に
地
域
を
限
定
す
る
意
向
は
な
い
。

 

借
り
上
げ
条
件

 
①
借
入
申
込
時
の
家
賃
査
定
額
と
借
上
げ
時

の
実
際
の
家
賃
が
大
き
く
乖
離
す
る
場
合
も

考
え
ら
れ
る
が
、
そ
の
場
合
の
リ
ス
ク
は
金
融

機
関
が
負
う
の
か
（
条
件
変
更
が
前
提
と
な
る

の
か
）

  

１
．
ま
ず
現
行
ス
キ
ー
ム
は
、
乖
離
幅
が
大
き
く
な
る
場
合
の
リ
ス
ク
は
借
入
人
が
負
担
し
て
い
る
。

 

２
．
一
定
の
乖
離
幅
に
つ
い
て
は
、
①
そ
の
時
点
で
期
限
の
利
益
を
喪
失
さ
せ
て
貸
倒
れ
損
失
を
負
担
す

る
こ
と
と
、
②
家
賃
返
済
を
継
続
す
る
こ
と
と
で
、
金
融
機
関
の
最
終
損
失
が
少
な
く
と
も
同
水
準
か
、

②
の
ほ
う
が
少
な
く
な
る
こ
と
が
ボ
ト
ム
ラ
イ
ン
。
抵
当
権
実
行
の
ほ
う
が
金
融
機
関
が
有
利
と
判
断
す

る
場
合
は
、
借
り
手
も
そ
の
ほ
う
が
有
利
な
は
ず
な
の
で
、
家
賃
返
済
を
行
う
合
理
性
を
欠
く
。
こ
う
し

た
場
合
に
借
り
手
が
家
賃
返
済
に
よ
り
居
直
る
こ
と
を
い
か
に
防
止
す
る
か
が
覚
書
起
草
上
の
ポ
イ
ン

ト
か
。

 

３
．
当
初
か
ら
ど
の
よ
う
な
場
合
に
借
り
上
げ
を
行
う
か
に
つ
い
て
は
客
観
的
に
覚
書
に
記
述
す
る
。
こ

の
限
り
で
借
り
上
げ
時
点
で
条
件
変
更
を
行
う
こ
と
は
な
い
し
、
さ
ら
に
条
件
変
更
が
必
要
な
場
合
は
当

然
に
借
り
上
げ
を
行
う
こ
と
は
な
い
。

 

②
対
象
物
件
が
著
し
く
毀
損
し
て
い
る
場
合

や
賃
貸
市
場
の
悪
化
に
よ
り
借
上
げ
が
困
難

な
事
情
に
あ
る
場
合
は
借
上
げ
は
し
な
い
と

し
て
い
る
が
、
も
う
少
し
詳
細
な
基
準
を
教
え

て
ほ
し
い
。

 

１
．
ま
ず
そ
も
そ
も
論
と
し
て
抵
当
権
の
対
象
と
し
て
金
融
機
関
が
認
め
て
い
る
物
件
で
あ
る
こ
と
が
出

発
点
。
こ
う
し
た
物
件
で
、
借
り
上
げ
が
困
難
な
も
の
は
ほ
と
ん
ど
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
料
。
疑
問

物
件
に
つ
い
て
は
当
初
に
査
定
を
行
う
。

 

２
．
違
法
建
築
や
、
新
築
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
耐
震
基
準
を
満
た
さ
な
い
も
の
等
が
借
り
上
げ
の
対

象
と
な
ら
な
い
こ
と
は
当
然
。
中
古
住
宅
の
取
得
に
つ
い
て
耐
震
基
準
を
満
た
さ
な
い
も
の
が
多
い
の
で

要
注
意
（
当
初
は
新
築
と
修
繕
を
前
提
と
し
た
中
古
に
限
る
べ
き
と
し
て
い
る
理
由
）。

 

３
．
一
方
建
築
時
は
合
法
だ
っ
た
が
、
そ
の
後
に
不
適
格
と
な
っ
た
既
存
不
適
格
物
件
に
つ
い
て
は
耐
震
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4 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

基
準
を
満
た
さ
な
い
場
合
を
除
い
て
原
則
と
し
て
借
上
げ
の
対
象
と
し
て
い
る
。

 

4．
機
構
は
業
務
方
法
書
上
は
も
ち
ろ
ん
、
覚
書
上
も
、
非
適
格
基
準
に
該
当
す
る
例
外
的
な
物
件
を
除

い
て
借
上
げ
義
務
を
負
担
し
て
い
る
の
で
、
恣
意
的
な
借
上
げ
拒
絶
に
つ
い
て
は
債
務
不
履
行
責
任
を
負

担
す
る
こ
と
に
な
る
。

 

5．
ま
た
、
別
荘
や
別
宅
で
積
雪
の
た
め
冬
期
は
居
住
が
困
難
等
、
通
年
居
住
が
難
し
い
も
の
も
除
く
。

 

6．
対
象
物
件
が
著
し
く
毀
損
し
て
い
る
場
合
と
は
、
通
常
の
賃
貸
物
件
と
し
て
非
適
格
（
ふ
つ
う
の
状

態
で
住
む
こ
と
が
困
難
）
な
ま
で
に
劣
化
が
進
ん
で
い
る
も
の
。
高
齢
者
の
保
有
す
る
経
年
物
件
を
想
定

し
た
基
準
で
あ
り
、
住
宅
ロ
ー
ン
の
対
象
と
な
る
物
件
に
つ
い
て
は
非
常
に
稀
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ

る
。

 

７
．
定
期
借
地
上
の
物
件
、
市
街
化
調
整
区
域
内
の
物
件
の
よ
う
に
市
場
に
お
け
る
流
通
性
が
低
い
物
件

に
つ
い
て
は
、
借
上
げ
に
よ
る
ほ
う
が
実
現
価
値
が
高
く
な
る
こ
と
が
多
い
の
で
は
な
い
か
。
定
期
借
地

上
の
物
件
に
つ
い
て
は
、
長
寿
命
要
件
を
満
た
さ
な
い
も
の
に
つ
い
て
も
借
上
げ
が
可
能
。

 

特
約
の
中
途
付
加

 
特
約
を
途
中
か
ら
付
加
す
る
こ
と
は
検
討
で

き
る
の
で
し
ょ
う
か
。

 

返
済
困
難
事
由
の
発
生
後
は
、
金
利
減
免
、
期
間
延
長
と
み
な
さ
れ
る
の
で
は
な
い
か
。
逆
に
問
題
な
く

返
済
が
行
わ
れ
て
い
る
状
況
で
付
加
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
通
常
の
条
件
変
更
に
す
ぎ
な
い
と
考
え
て
よ
い

も
の
と
思
料
。

 

家
賃
返
済
の
場
合
の

個
人
信
用
情
報

 

返
済
困
難
時
に
お
け
る
賃
料
返
済
に
お
い
て
、

個
人
信
用
情
報
登
録
を
必
要
と
す
る
の
で
し

ょ
う
か
。

  

１
．
約
定
弁
済
が
継
続
さ
れ
て
い
れ
ば
異
動
情
報
と
は
な
ら
な
い
の
で
は
な
い
か
。

 

２
．
当
初
返
済
額
よ
り
少
な
い
金
額
が
返
済
さ
れ
て
い
る
場
合
に
ど
の
よ
う
に
取
り
扱
う
か
は
、
一
部
弁

済
が
継
続
さ
れ
て
い
る
場
合
の
取
扱
い
に
準
ず
る
こ
と
に
な
る
の
で
は
な
い
か
。
た
だ
し
、
も
と
も
と
の

約
定
に
し
た
が
っ
て
家
賃
返
済
が
行
わ
れ
て
い
る
と
考
え
る
こ
と
も
で
き
、
金
融
庁
が
一
定
の
枠
内
な
ら

分
類
不
要
と
す
る
可
能
性
も
あ
る
。
こ
の
場
合
は
異
動
情
報
と
し
て
登
録
す
る
必
要
も
な
い
の
で
な
い

か
。

 

？
返
済
困
難
者
対
策
が
適
用
さ
れ
て
い
る
も
の
は
ど
の
よ
う
な
取
扱
い
に
な
っ
て
い
る
の
か
。
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5 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

い
ず
れ
に
し
て
も
、
最
終
的
に
は
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
見
解
を
も
と
に
、
登
録
機
関
側
の
取
扱
い
を
確
認

す
る
必
要
。

 

家
賃
返
済
に
切
り
替
え
た
際
、
住
宅
ロ
ー
ン
か

ら
事
業
性
融
資
へ
切
り
替
え
る
必
要
が
発
生

し
な
い
か
。

 

事
業
性
融
資
と
は
当
初
か
ら
収
益
獲
得
を
目
的
に
事
業
と
し
て
行
う
住
宅
投
資
に
対
す
る
融
資
で
あ
り
、

も
と
も
と
自
己
使
用
を
前
提
に
取
得
す
る
住
宅
の
取
得
資
金
貸
付
に
つ
い
て
、
何
ら
か
の
事
由
で
一
時
的

に
賃
貸
す
る
こ
と
に
な
っ
た
も
の
は
、
融
資
管
理
、
審
査
の
観
点
か
ら
は
事
業
性
融
資
と
し
て
扱
う
こ
と

は
好
ま
し
く
な
い
の
で
は
な
い
か
。

 

た
だ
し
、
各
種
報
告
書
で
の
分
類
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
求
め
て
い
る
機
関
の
定
義
が
あ
る
の
で
、
上
記

見
解
を
ベ
ー
ス
に
し
つ
つ
も
、
各
機
関
や
監
督
官
庁
の
見
解
を
確
か
め
る
必
要
が
あ
る
。

 

借
り
上
げ
後
の
担
保

管
理

 

返
済
困
難
時
に
お
け
る
担
保
物
件
の
維
持
費

は
金
融
機
関
側
に
て
負
担
す
る
こ
と
に
な
る

の
で
し
ょ
う
か
。

  

原
則
と
し
て
債
務
者
が
負
担
。
担
保
物
件
の
維
持
は
、
入
居
者
と
の
関
係
で
賃
貸
人
の
義
務
と
し
て
も
必

要
。こ

れ
を
怠
る
場
合
に
は
、借

り
上
げ
の
継
続
が
困
難
に
な
る
の
で
抵
当
権
実
行
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
。 

火
災
保
険
等
の
契
約
に
つ
い
て
は
、
名
義
の
変

更
も
し
く
は
質
権
設
定
が
必
要
な
の
で
し
ょ

う
か
。

 

火
災
保
険
の
名
義
変
更
は
不
要
（
変
更
す
る
根
拠
が
な
い
）。

 

質
権
設
定
は
抵
当
権
と
の
関
係
で
各
行
の
実
務
取
扱
い
に
よ
る
。
借
り
上
げ
を
す
る
か
ど
う
か
で
取
扱
い

が
変
わ
る
こ
と
は
な
い
と
の
理
解
。

 

加
入
す
る
火
災
保
険
の
内
容
に
条
件
は
な
い

の
で
し
ょ
う
か
。

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
し
て
特
に
条
件
は
な
い
。
既
存
の
火
災
保
険
に
、
賃
貸
に
供
し
た
場
合
に
は
保
障
さ
れ
な
い
と

い
っ
た
条
項
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
う
し
た
条
件
の
な
い
火
災
保
険
を
当
初
か
ら
付
保
す
る
か
、
借
り
上

げ
の
時
点
で
新
た
に
付
保
す
る
必
要
が
あ
る
（
要
確
認
）。

 

家
賃
の
支
払

 
通
常
返
済
は
口
座
引
落
に
て
対
応
。
返
済
用
口

座
へ
の
家
賃
振
込
日
と
返
済
日
の
都
合
上
、
引

落
前
に
家
賃
を
引
出
さ
れ
る
リ
ス
ク
が
あ
る
。

  

家
賃
に
は
質
権
な
い
し
譲
渡
担
保
権
を
設
定
す
る
の
で
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
（
さ
ら
に
債
務
者
と
の
約
定

で
）
金
融
機
関
に
対
し
て
直
接
支
払
う
（
専
用
口
座
、
別
段
口
座
そ
の
他
金
融
機
関
の
権
利
保
全
上
の
問

題
が
な
い
口
座
）。

 

一
度
借
主
が
見
つ
か
り
、
退
去
。
そ
の
後
、
借

主
が
つ
か
ず
に
長
期
間
経
過
し
た
場
合
に
家

賃
保
証
は
恒
久
的
に
継
続
す
る
の
か
？

  

原
則
と
し
て
そ
の
通
り
。
た
だ
し
、
担
保
住
宅
が
賃
貸
不
能
な
ま
で
に
劣
化
･毀
損
し
た
場
合
は
こ
の
限

り
で
な
い
。
ま
た
、
質
問
の
よ
う
な
事
例
の
場
合
、
そ
も
そ
も
最
初
の
入
居
者
を
募
集
す
る
段
階
で
か
な

り
苦
労
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
の
で
、
そ
の
過
程
で
最
低
保
証
家
賃
を
引
き
下
げ
て
い
る
可
能
性
は
あ
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6 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

る
。

 

JT
I提

携
住
み
か
え
支
援
住
宅
ロ
ー
ン

 

一
般
論

 
利
用
が
見
込
ま
れ
る
シ
ニ
ア
層
の
県
別
（
地
域

別
）
マ
ー
ケ
ッ
ト
、
規
模
の
検
証
が
必
要
。

 

若
年
・
ミ
ド
ル
層
の
買
換
需
要
を
別
途
確
認
す
る
必
要
。

 

シ
ニ
ア
の
住
み
か
え
に
つ
い
て
は
、
住
み
か
え
先
（
ア
ク
テ
ィ
ブ
シ
ニ
ア
向
け
の
分
譲
、
リ
タ
イ
ア
メ
ン

ト
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
等
）
を
企
画
す
る
事
業
者
を
確
認
す
る
こ
と
が
効
率
的
。

 

い
ず
れ
に
し
て
も
住
み
か
え
先
住
宅
の
販
売
ニ
ー
ズ
、
取
得
ニ
ー
ズ
が
（
特
に
前
者
）
が
あ
っ
て
は
じ
め

て
安
定
的
な
案
件
持
ち
込
み
を
見
込
む
こ
と
が
で
き
る
。

 

 
業
社
の
持
込
増
加
が
見
込
ま
れ
、
又
、
家
賃
保

証
も
あ
り
、
抵
当
権
を
２
物
件
に
設
定
出
来
る

た
め
債
権
保
全
上
も
有
効
か
と
思
わ
れ
る
。

 

お
そ
ら
く
（
少
な
く
と
も
当
初
は
）
こ
の
よ
う
な
理
解
で
取
り
組
め
ば
リ
ス
ク
は
む
し
ろ
通
常
の
住
宅
ロ

ー
ン
よ
り
低
い
可
能
性
。

 

 
債
務
者
が
高
齢
と
な
っ
た
頃
の
郊
外
の
住
宅

地
は
、
そ
の
住
宅
地
一
帯
が
高
齢
化
し
て
い
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
高
齢
化
し
た
郊
外

の
住
宅
地
へ
住
む
人
の
需
要
が
ど
の
程
度
あ

る
か
が
不
明
。

 

現
在
は
魅
力
的
な
住
み
か
え
先
物
件
が
ほ
と
ん
ど
な
い
。
こ
れ
を
活
性
化
さ
せ
よ
う
と
い
う
の
が
、
新
し

い
住
宅
政
策
の
方
向
性
。
動
き
が
起
こ
る
場
合
に
、
融
資
面
で
の
障
碍
か
ら
事
業
化
に
二
の
足
を
踏
む
先

に
対
し
て
適
切
な
対
応
を
と
っ
て
優
良
案
件
の
持
ち
込
み
を
企
図
す
る
と
い
う
方
向
性
か
。

 

 
残
債
が
多
い
場
合
、
住
み
替
え
先
購
入
資
金
と

の
併
せ
貸
し
は
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
・

LT
V
等

を
考
慮
す
る
と
取
扱
い
が
困
難
な
の
が
現
状
。

 

JT
I
制
度
を
利
用
し
た
解
決
策
を
み
つ
け
た

い
。

 

１
．
家
賃
を
考
慮
し
な
い
返
済
比
率
に
よ
る
貸
出
総
額
の
決
定

 

こ
れ
ま
で
の
考
え
方

 

２
．

LT
V
は
購
入
先
の
物
件
（
新
築
の
評
価
）
＋
住
み
か
え
も
と
の
物
件
（
時
価
評
価
）
を
前
提
に
掛
け

目
を
乗
じ
て
決
定
。

 

住
み
か
え
支
援
ロ
ー
ン
に
よ
る
考
え
方
（
例
）
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7 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

１
．
返
済
比
率

=
総
返
済
額
−

JT
Iの
査
定
家
賃

×
掛
け
目

年
収

 

２
．

LT
V
の
基
礎
と
な
る
担
保
価
値

 

購
入
先
の
評
価
額
�新
築
の
評
価
�＋

�
査
定
家
賃

×
掛
け
目

�1
+
審
査
金
利
�𝑖

想
定
借
上
可
能
期
間

𝑖=
1

+
住
み
か
え
元
の
物
件
の
土
地
価
格

×
掛
け
目

 

家
賃
水
準
等

 
保
証
賃
料
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
が
鍵

 
賃
料
金
額
を
保
証
す
る
場
合
、
市
街
化
区
域
の
場
合
、
当
初
最
低
保
証
家
賃
（
借
上
げ
先
へ
の
当
面
の
保

証
額
）
×

80
％
か
、

5
万
円
の
い
ず
れ
か
大
き
い
金
額
程
度
ま
で
な
ら
、
保
証
が
可
能
。

 

団
信

 
住
換
え
前
の
住
宅
ロ
ー
ン
は
借
換
に
よ
り
住

宅
ロ
ー
ン
で
は
な
く
な
る
の
で
住
宅
ロ
ー
ン

団
信
は
利
用
で
き
な
い
。

 

団
信
の
契
約
内
容
に
も
よ
る
。
表
面
的
に
み
る
限
り
、
借
換
え
を
引
き
受
け
て
も

10
0％
超
の
住
宅
ロ
ー

ン
に
し
か
す
ぎ
な
い
の
で
、
厳
密
に
そ
の
部
分
（
金
額
）
の
み
を
団
信
の
保
障
か
ら
は
ず
す
取
扱
い
を
し

て
い
る
保
険
会
社
が
ど
の
程
度
あ
る
か
？

 

債
務
者
が
死
亡
し
た
場
合
当
然
相
続
人
は
Ｊ

Ｔ
Ｉ
と
の
契
約
を
継
続
で
き
る
と
い
う
認
識

で
よ
い
で
し
ょ
う
か
？

  

仮
に
、
相
続
人
が
引
き
受
け
る
場
合
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
引
受
人
の
年
齢
等
に
か
か
わ
ら
ず
借
り
上
げ
を
継
続
す

る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

 

借
上
げ
後

 
既
存
物
件
を
債
務
者
が
売
却
し
た
い
と
申
し

出
た
際
の
取
り
決
め
に
つ
い
て
。

  

既
存
の
入
居
者
の
居
住
権
（

3
年
の
定
期
借
家
）
を
確
保
す
る
た
め
、
最
長

3
年
待
つ
必
要
が
あ
る
。
逆

に
そ
れ
以
上
待
つ
必
要
は
な
い
。

 

購
入
者
が
マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
の
利
用
者
要
件
（

50
歳
以
上
等
）
を
満
た
さ
な
い
場
合
に
は
、
売

却
時
点
の
入
居
者
の
契
約
が
満
了
し
た
時
点
で
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
は
終
了
す
る
。

 

そ
の
他

 
借
り
手
が
担
保
住
宅
を
明
け
渡
し
て
新
規
住

宅
の
取
得
に
あ
た
り
、
ロ
ー
ン
を
組
ん
だ
際
の

取
扱
い
に
つ
い
て
。

 

（
二
重
ロ
ー
ン
と
し
て
の
位
置
づ
け
に
な
る

も
と
も
と
そ
う
い
う
状
況
を
想
定
し
た
ロ
ー
ン
。
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8 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

の
か
）

 

JT
I提

携
空
き
家
活
用
リ
バ
ー
ス
モ
ー
ゲ
ー
ジ
型
カ
ー
ド
ロ
ー
ン

 

一
般
論

 
既
存
顧
客
（
住
宅
ロ
ー
ン
完
済
者
）
向
け
サ
ー

ビ
ス
と
し
て
有
効

  

自
行
（
庫
）
関
連
会
社
の
カ
ー
ド
顧
客
の
ほ
か
、
ノ
ン
バ
ン
ク
で
の
借
入
れ
が
困
難
に
な
る
層
（
特
に
収

入
基
準
）
に
つ
い
て
、
資
産
活
用
型
の
取
引
獲
得
の
手
段
と
し
て
も
活
用
で
き
な
い
か
。

 

債
務
者
死
亡
時
の
取

扱
い

 

債
務
者
死
亡
時
の
取
扱
い
に
つ
い
て
お
聞
き

し
た
い
。

  

死
亡
時
時
点
で
借
上
げ
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
は
、
相
続
人
が
終
了
を
希
望
し
な
い
限
り
借
上
げ
を
継
続

可
能
。

 

こ
の
場
合
、
か
な
り
高
齢
者
に
対
す
る
カ
ー
ド
ロ
ー
ン
と
し
て
考
え
た
場
合
に
は
、
家
賃
で
比
較
的
短
期

間
に
返
済
可
能
な
金
額
（

50
0
万
円
程
度
ま
で
？
）
に
借
上
げ
額
を
抑
え
て
お
く
こ
と
が
賢
明
か
も
し
れ

な
い
。

 

借
上
げ
が
行
わ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
相
続
人
の
選
択
に
よ
り
、
①
相
続
人
が
継
続
返
済
、
②
売
却
に

よ
り
返
済
、
③
借
上
げ
を
新
た
に
行
っ
て
返
済
（
対
象
住
宅
が
移
住
適
合
で
な
い
場
合
に
は
相
続
人
が

50
歳
以
上
で
あ
る
必
要
）。

 

ク
レ
ジ
ッ
ト
ラ
イ
ン

の
金
額

 

家
賃
に
よ
る
入
金
よ
り
も
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
請

求
金
額
が
大
き
い
場
合
が
あ
る
の
で
は
な
い

か
？
（
延
滞
す
る
可
能
性
あ
り
）

  

ク
レ
ジ
ッ
ト
ラ
イ
ン
を
ど
の
程
度
に
す
る
か
は
、
顧
客
ご
と
に
決
定
す
る
話
で
は
な
い
か
。

 

他
に
定
期
預
金
な
ど
が
な
い
年
金
の
み
生
活
者
の
場
合
な
ど
に
つ
い
て
は
、家

賃
額
の

3
倍
程
度
に
利
用

額
を
制
限
し
た
上
で
、
借
入
残
高
発
生
中
に
つ
い
て
は
利
用
金
額
を
制
限
す
る
と
い
っ
た
工
夫
が
必
要
に

な
る
可
能
性
（
現
行
シ
ス
テ
ム
の
管
理
方
法
と
の
す
り
あ
わ
せ
が
必
須
）。

 

老
人
ホ
ー
ム
入
居
金

 
ニ
ー
ズ
の
大
小
は
別
と
し
て
、
老
人
ホ
ー
ム
入

居
一
時
金
ロ
ー
ン
は
、
実
行
当
初
よ
り
家
賃
返

済
と
な
る
た
め
、
後
々
切
り
替
え
る
こ
と
が
無

い
た
め
取
組
み
し
や
す
い
。

 

有
料
老
人
ホ
ー
ム
事
業
者
な
ど
と
の
提
携
に
よ
っ
て
セ
ッ
ト
ロ
ー
ン
と
し
て
仕
組
む
こ
と
が
安
定
的
案

件
獲
得
上
好
ま
し
い
の
で
は
な
い
か
。

 

JT
I提

携
賃
貸
併
用
住
宅
ロ
ー
ン

 

一
般
論

 
地
方
で
は
メ
ー
カ
ー
等
が
賃
貸
併
用
住
宅
の

大
手
メ
ー
カ
ー
の
場
合
、
併
用
住
宅
は
住
宅
部
門
と
集
合
部
門
の
ス
キ
マ
に
お
ち
る
こ
と
が
多
い
。
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9 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

 
販
売
に
あ
ま
り
力
を
入
れ
て
い
な
い
。
販
売
会

社
と
協
力
関
係
を
構
築
す
る
こ
と
が
ポ
イ
ン

ト
に
な
る
の
で
は

  

大
型
の
ア
パ
ー
ト
を
て
が
け
る
こ
と
の
で
き
な
い
工
務
店
で
あ
っ
て
も
、

1，
２
戸
程
度
の
ま
で
の
併
用

住
宅
な
ら
取
り
組
め
る
可
能
性
が
あ
る
。
地
方
は
土
地
が
安
い
の
で
、
１
，
２
戸
の
賃
料
が
入
れ
ば
、
か

え
っ
て
返
済
額
が
少
な
く
な
る
。こ

の
こ
と
は
、土

地
の
価
値
に
依
存
す
る
場
合
は
都
市
部
が
有
利
だ
が
、

家
賃
に
依
存
す
る
場
合
は
地
方
の
ほ
う
が
有
利
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
。

 

ま
た
、
土
地
柄
を
活
か
し
て
高
齢
期
に
若
者
と
共
生
で
き
る
よ
う
な
コ
ン
セ
プ
ト
の
併
用
住
宅
を
提
案
さ

せ
る
と
い
っ
た
方
向
性
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。

 

こ
れ
ま
で
既
存
住
宅
ロ
ー
ン
で
は
取
組
め
な

か
っ
た
顧
客
を
取
り
込
む
こ
と
が
出
来
る
点

で
は
有
効
と
思
わ
れ
る
。

 

併
用
住
宅
を
住
宅
ロ
ー
ン
＋
ア
パ
ー
ト
ロ
ー
ン
と
考
え
ず
に
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
に
よ
っ
て
安
定
的
な
家

賃
収
入
が
見
込
め
る
（
四
捨
五
入
し
て
）
自
己
居
住
住
宅
と
位
置
づ
け
て
ロ
ー
ン
商
品
化
す
れ
ば
、
こ
れ

ま
で
は
ロ
ー
ン
が
つ
か
ず
に
あ
き
ら
め
て
い
た
二
次
取
得
者
層
や
工
務
店
が
新
た
に
取
り
組
む
可
能
性

も
あ
る
。

 

デ
ン
マ
ー
ク
で
は
同
種
の
住
宅
を
独
立
し
た
子
供
と
の
同
居
を
前
提
に
建
築
す
る
者
が
多
い
（
賃
貸
型
二

世
帯
住
宅
）。

 

都
市
圏
で
賃
貸
併
用
出
来
る
物
件
は
少
な
い
。

 
む
し
ろ
、
大
手
住
宅
メ
ー
カ
ー
は
都
市
圏
の
み
で
販
売
展
開
し
て
い
る
と
の
理
解
。

 

借
上
げ

 
賃
貸
部
分
の
居
住
者
が
複
数
存
在
す
る
場
合

に
、
一
部
空
室
と
な
っ
た
と
き
に
家
賃
保
証
は

ど
う
な
る
の
か
？

 

１
．
移
住
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
の
要
件
を
満
た
す
必
要
が
あ
る
。

 

２
．
賃
貸
部
分
の
面
積
比
が
５
０
％
以
下
で
あ
れ
ば
全
戸
を
借
り
上
げ
る
。

 

３
．
最
初
に
入
居
し
た
時
点
か
ら
の
空
き
室
保
証
に
な
る
（
通
常
の
借
上
げ
と
同
じ
）。

 

４
．
そ
れ
ぞ
れ
の
住
戸
に
つ
い
て
空
き
家
空
き
室
積
立
金
１
０
％
と
管
理
料
５
％
が
必
要
（
通
常
の
借
上

げ
と
同
じ
）。

 

５
．
そ
の
後
は
そ
れ
ぞ
れ
に
つ
い
て
空
き
室
保
証
を
行
う
。

 

そ
の
他

 

再
起
支
援
借
上
げ

 
家
賃
返
済
（
再
起
支
援
）
に
つ
い
て
は
現
行
の

返
済
条
件
緩
和
措
置
の
メ
ニ
ュ
ー
と
し
て
の

利
用
が
可
能

 

で
き
れ
ば
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
参
加
行
に
つ
い
て
は
全
行
（
庫
）
対
応
い
た
だ
い
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
な
ど

で
開
示
し
た
い
。
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10
 

項
目

 
質
問

 
回
答

 

対
外
的
な
動
き

 
社
会
資
本
整
備
審
議
会
住
宅
宅
地
分
科
会
で

の
説
明

 

別
添
①
の
通
り

 

マ
ス
メ
デ
ィ
ア

 
将
来
不
安
か
ら
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
ロ
ー
ン
に
対
す
る
興
味
は
き
わ
め
て
強
い
。

 

住
宅
金
融
支
援
機
構

 
た
た
き
台
を
提
示
済
、
検
討
中
。

 

特
段
の
予
算
措
置
が
不
要
な
こ
と
か
ら
、
導
入
さ
れ
る
可
能
性
は
高
い
も
の
と
予
想
。
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 1 

移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
制
度
要
項
（

20
10
年

10
月

1
日
改
訂
）

 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

制
度
の
内
容

 

借
上
げ
制
度
利
用
に
か

か
る
特
例
（
基
本
）

 

1.
 
以
下
の
定
め
る
要
件
を
満
た
す
住
宅
で

JT
Iが
建
築
時
も
し
く
は
取
得
時
に
移
住
･住

み
か
え
支
援
適
合
住
宅
と
認
定
し
た
も
の
に
つ
い
て
は
、
マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度

の
利
用
に
係
る
年
齢
要
件
（

50
歳
以
上
）
を
適
用
し
な
い
。

 

2.
 
継
続
要
件
（
点
検
）
借
上
げ
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
点
検
内
容
な
ら
び
に
補
修
・

修
繕
履
歴
に
基
づ
き
、
借
上
げ
に
係
る
建
物
診
断
を
省
略
も
し
く
は
簡
略
化
す
る
。

 

 

同
（
追
加
）

 
3.

 
【
グ
レ
ー
ド
ア
ッ
プ
特
例
】
移
住
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
に
住
み
か
え
る
場
合
に

は
、
住
み
か
え
前
の
物
件
に
つ
い
て
年
齢
要
件
を
適
用
し
な
い
。

 

4.
 
【
賃
貸
併
用
住
宅
特
例
】
移
住
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
が
賃
貸
併
用
住
宅
の
場
合

で
、
賃
貸
部
分
の
面
積
が
総
面
積
の
１
／
２
以
下
の
場
合
に
は
、
賃
貸
部
分
に
つ
い

て
、
年
齢
要
件
な
ら
び
に
用
途
要
件
（
事
業
用
住
宅
は
不
可
）
を
適
用
せ
ず
、
新
築

時
か
ら
借
り
上
げ
る
。

 

  今
次
改
訂
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
中
古
住
宅
に
係
る
適
合

住
宅
制
度
と
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
賃
貸
部
分
を

増
築
し
た
場
合
に
も
本
特
例
が
利
用
可
能
と
な
る
。

 

再
起
支
援
特
約
付
の
住

宅
ロ
ー
ン
の
利
用
可
能

性
 


 

JT
Iが

住
宅
金
融
支
援
機
構
や
民
間
金
融
機
関
と
提
携
し
て
、再
起
支
援
特
約
付
住
宅

ロ
ー
ン
や
家
賃
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
型
住
宅
ロ
ー
ン
を
提
供
す
る
場
合
に
は
、
対
象
と
な

る
住
宅
は
移
住
･住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
に
限
定
さ
れ
る
。

 

今
次
改
訂
に
よ
り
創
設
さ
れ
た
全
件
適
用
制
度
と
組
み

合
わ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
特
定
メ
ー
カ
ー
の
物
件
全
部
に

つ
い
て
特
約
付
住
宅
ロ
ー
ン
が
利
用
可
能
と
な
る
。

 

中
堅
工
務
店
向
け
の
協
賛
制
度
の
創
設

 

協
賛
工
務
店
制
度

 
従
来
の
協
賛
企
業
制
度
に
加
え
、
年
間
着
工
棟
数
５
０
棟
以
下
程
度
の
工
務
店
に
つ
い
て

新
た
に
協
賛
工
務
店
制
度
を
設
け
る
。

 

１
．

2
名
以
上
が
Ｈ
Ｌ
Ｐ
を
取
得
し
（
定
価
受
講
）、
さ
ら
に
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
主
催
す
る
適
合

住
宅
事
業
者
研
修
を
受
講
す
る
こ
と
。

 

従
来
は
、
協
賛
社
員
も
し
く
は
社
員
に
準
ず
る
協
賛
企
業

（
当
初

12
00
万
円
（
も
し
く
は
こ
れ
に
相
当
す
る
人
員

支
援
）
な
い
し
、
年
間

15
0
万
円
）
の
施
工
す
る
住
宅
の

み
が
対
象
と
さ
れ
て
い
た
。

 

資料８
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 2 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

２
．
協
賛
金
（
年
間
）

15
万
円
。

  

３
．
原
則
と
し
て
協
賛
社
員
で
あ
る
業
者
団
体
も
し
く
は
金
融
機
関
を
通
じ
て
協
賛
申
請

を
受
け
付
け
る
も
の
と
す
る
。

 

要
件

 

新
築
住
宅
の
要
件

 
次
の
い
ず
れ
か
の
要
件
を
満
た
し
、
か
つ
継
続
要
件
（
履
歴
管
理
・
点
検
）
を
満
た
す
こ

と
。

 

 

 
戸
建
て

 
Ⅰ
Ａ

 
①
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
協
賛
工
務
店
が
施
工
し
た
住
宅
で
、
認
定
長
期
優
良
住

宅
で
あ
る
か
、
住
宅
性
能
表
示
要
件
（
耐
震
２
，
劣
化
対
策
３
，
維
持
管
理
対
策
３
）
を

満
た
す
住
宅
で
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
住
宅
履
歴
を
登
録
し
て
い
る
こ
と
。

 

※
例
外
的
に
個
人
の
直
接
申
請
を
認
め
る
場
合
に
は
、
１

A
に
準
ず
る
。

 

②
瑕
疵
保
証
期
間

(1
0
年

)経
過
後
は

5
年
ご
と
に
点
検
を
実
施
し
て
結
果
を

JT
Iに
報
告

す
る
こ
と
。

 

証
明
書
発
行
・
認
定
費
用

1
件
３
万
円
。

 

  個
人
申
請
は
脱
法
的
な
利
用
が
多
か
っ
た
た
め
に
、
例
外

的
な
場
合
に
限
定
し
て
対
応
す
る
。

 

Ｉ
Ｂ

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
社
員
に
準
ず
る
協
賛
企
業
も
し
く
は
そ
の
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ

ズ
企
業
（
個
別
に
範
囲
を
定
義
）
の
う
ち
長
期
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
体
制
な
ら
び
に
住
宅
履
歴

の
管
理
体
制

 が
確
立
し
て
い
る
と
理
事
会
で
認
め
ら
れ
た
企
業
が
施
工
し
た
住
宅
で
、
認

定
長
期
優
良
住
宅
で
あ
る
か
、
住
宅
性
能
表
示
要
件
（
耐
震
２
，
劣
化
対
策
３
，
維
持
管

理
対
策
３
）
を
満
た
す
住
宅
で
、
住
宅
履
歴
の
自
社
管
理
に
つ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
特
に
認
め

た
も
の
。

 

②
１

A
に
同
じ
、
も
し
く
は
、

JT
Iの

認
め
た
自
社
長
期
点
検
シ
ス
テ
ム
に
基
づ
い
て
点
検

を
実
施
し
履
歴
を
管
理
し
て
い
る
こ
と
。

 

証
明
書
発
行
・
認
定
費
用

1
件

1
万
円
（
原
則
と
し
て
顧

客
払
い
）。
も
し
く
は
年
間

1
千
万
円
（
年
頭
に
企
業
が

支
払
い
。
実
件
数
が

10
00
件
を
下
回
る
場
合
も
調
整
は

し
な
い
。
な
お
、
企
業
が
施
主
に
対
す
る
課
金
を
行
う
場

合
に
は
そ
の
総
額
が
年
間

1
千
万
円
を
超
え
て
は
な
ら
な

い
）。

 

現
行
大
手
メ
ー
カ
ー
で
Ⅱ
に
以
降
す
る
ま
で
の
間
は
こ

の
制
度
に
移
行
（
変
化
な
し
）。

 

Ⅱ
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
社
員
に
準
ず
る
協
賛
企
業
で
ス
ム
ス
ト
ッ
ク
に
参
加
し
て

お
り
、
長
期
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
体
制
な
ら
び
に
住
宅
履
歴
の
管
理
体
制

 が
確
立
し
て
い
る
と

認
め
ら
れ
る
企
業
が
施
工
し
た
住
宅
（

Iの
要
件
を
満
た
す
必
要
は
な
く
、
自
社
で
基
準
を

認
定
費
用
年
間

1
千
万
円
（
企
業
払
い
。
な
お
、
企
業
が

施
主
に
対
す
る
課
金
を
行
う
場
合
に
は
そ
の
総
額
が
年

間
1
千
万
円
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
）。
証
明
書
は
当
初
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 3 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

設
定
可
能
）。
た
だ
し
、
毎
年
施
工
物
件
に
係
る
認
定
長
期
優
良
住
宅
の
比
率
そ
の
他
Ｊ
Ｔ

Ｉ
所
定
の
状
況
に
つ
い
て
報
告
す
る
こ
と
。
導
入
企
業
に
つ
い
て
は

JT
Iの
サ
イ
ト
で
企
業

名
を
開
示
す
る
。

 

取
得
時
に
は
原
則
と
し
て
発
行
せ
ず
、
特
に
要
請
が
あ
る

場
合
か
、
譲
渡
時
に
オ
ー
ナ
ー
の
申
請
に
基
づ
い
て
発
行

す
る
（
手
数
料

5
千
円）
。

 

マ
ン
シ
ョ

ン
 

Ⅰ
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
協
賛
工
務
店
が
施
工
し
た
集
合
住
宅
で
、
認
定
長
期
優
良

住
宅
で
あ
る
か
、
住
宅
性
能
表
示
要
件
（
耐
震
２
，
劣
化
対
策
３
，
維
持
管
理
対
策
２
）

を
満
た
す
集
合
住
宅
で
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
住
宅
履
歴
（
管
理
履
歴
）
を
登
録
し
て
い
る
こ
と
。

 

維
持
管
理
対
策
等
級
に
つ
い
て
は
実
情
を
踏
ま
え
緩
和

す
る
こ
と
が
あ
る
。

 

棟
ご
と
に
認
定
す
る
。

 

Ⅱ
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
社
員
に
準
ず
る
協
賛
企
業
で
、
長
期
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
体
制

な
ら
び
に
住
宅
履
歴
の
管
理
体
制

 が
確
立
し
て
い
る
と
理
事
会
が
認
め
た
企
業
が
施
工

し
た
集
合
住
宅
（

Iの
要
件
を
満
た
す
必
要
は
な
く
、
自
社
で
基
準
を
設
定
可
能
）。
た
だ

し
、
対
象
マ
ン
シ
ョ
ン
に
関
す
る
棟
ご
と
の
耐
震
性
能
・
耐
久
性
能
・
維
持
管
理
性
能
を

あ
ら
か
じ
め

JT
Iに
報
告
す
る
と
と
も
に
、
毎
年
、
当
該
企
業
の
施
工
物
件
全
体
に
係
る
認

定
長
期
優
良
住
宅
の
比
率
そ
の
他
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定
の
状
況
に
つ
い
て
報
告
す
る
こ
と
。

 

年
間

1
千
万
円
（
企
業
払
い
。
な
お
、
企
業
が
施
主
に
対

す
る
課
金
を
行
う
場
合
に
は
そ
の
総
額
が
年
間

1
千
万
円

を
超
え
て
は
な
ら
な
い
）。
証
明
書
は
当
初
取
得
時
に
は

原
則
と
し
て
発
行
せ
ず
（
要
請
が
あ
る
場
合
に
は
実
費
に

て
発
行
）、
譲
渡
時
に
オ
ー
ナ
ー
の
申
請
に
基
づ
い
て
発

行
す
る
（
手
数
料

5
千円

）。
 

 
な
お
、
戸
建
て
と
併
せ
て
申
請
す
る
場
合
は
、
双
方
を

通
じ
て
年
間
１
千
万
円
と
す
る
。

 

既
存
住
宅
の
要
件

 
次
の
い
ず
れ
か
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
。

 
 

 
戸
建
て

 
Ⅰ

 
申
請
時
に
修
繕
・
改
築
等
を
実
施
し
た
上
で
、
次
の
す
べ
て
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
。

 

①
 
原
則
と
し
て
築
後

5
年
以
上
で
あ
る
こ
と
。

 

②
 
修
繕
・
改
築
後
の
耐
震
性
能
が
基
準
値

1
以
上
と
な
る
こ
と
。

 

③
 
住
宅
瑕
疵
保
証
（
保
証
期
間

5
年
）
を
付
保
す
る
こ
と
。

 

④
 
住
宅
履
歴
（
そ
の
時
に
行
う
修
繕
の
内
容
を
含
む
）
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
登
録
す
る
こ

と
。

 

⑤
 

5
年
ご
と
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定
の
定
期
点
検
を
受
診
し
、
必
要
に
応
じ
て
補
修
等
を

行
う
こ
と
。

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
社
員
に
準
ず
る
協
賛
企

業
は

1
件

1
万
円
。

 

協
賛
工
務
店
は

1
件
３
万
円
。
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 4 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

Ⅱ
 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
社
員
に
準
ず
る
協
賛
企
業
で
ス
ム
ス
ト
ッ
ク
に
参
加
し
て

お
り
修
繕
・
改
築
後
の
長
期
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
体
制
が
確
立
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
企
業

が
修
繕
・
改
築
を
施
工
す
る
場
合
で
、
次
の
す
べ
て
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
。

 

①
 
対
象
と
な
る
住
宅
が
原
則
と
し
て
築
後

5
年
以
上
で
あ
る
こ
と
。

 

②
 
修
繕
・
改
築
後
の
耐
震
性
能
が
基
準
値

1
以
上
と
な
る
こ
と
。

 

Ａ
基
準

 

③
 
住
宅
瑕
疵
保
証
（
保
証
期
間

5
年
）
を
付
保
す
る
か
、
こ
れ
に
相
当
す
る
保
証

制
度
が
適
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

 

④
 
住
宅
履
歴
（
そ
の
時
に
行
う
修
繕
の
内
容
を
含
む
）
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
登
録
す
る
か
、

自
社
に
お
い
て
要
請
が
あ
れ
ば
即
時
に
住
宅
履
歴
を
提
出
し
う
る
状
態
で
情
報

管
理
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
。

 

⑤
 

5
年
ご
と
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定
の
定
期
点
検
を
受
診
し
、
必
要
に
応
じ
て
補
修
等
を

行
う
か
、
こ
れ
に
相
当
す
る
と
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
認
め
れ
る
定
期
点
検
制
度
な
ら
び
に

修
繕
制
度
を
有
す
る
こ
と
。

 

新
築
時
自
社
施
工
既
存
住
宅
の
修
繕
・
改
築
に
関
し
て
は
、
Ａ
基
準
も
し
く
は
、
Ａ

基
準
に
相
当
す
る
と
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
認
め
る
自
社
基
準
な
ら
び
に
管
理
維
持
体
制
を
有
す

る
こ
と
。

 

Ｂ
基
準

 

１
．

1
件

1
万
円

 

２
．
証
明
書
発
行
実
費
＋
年
間

20
0
万
円
（
企
業
払
い
。

な
お
、
企
業
が
施
主
に
対
す
る
課
金
を
行
う
場
合
に
は
そ

の
総
額
が
年
間

20
0
万
円
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
）。

 

マ
ン
シ
ョ
ン

 
当
面
導
入
せ
ず
。
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1 

既
存

住
宅

ロ
ー

ン
に

対
す

る
家

賃
返

済
特

約
付

加
に

つ
い

て
 

 
項
目

 
内
容

 
備
考

 

概
要

 

特
約
の
内
容

 


 
住
宅
ロ
ー
ン
に
つ
い
て
、
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
発
生
の
お
そ
れ
が
高
い
場
合
に
、
一
時
的
に
（
親
族
の

家
等
に
）
住
み
か
え
る
こ
と
を
前
提
に
、
抵
当
権
実
行
を
猶
予
し
、
財
団
法
人
高
齢
者
住
宅
財
団
の
保
証

を
活
用
し
住
宅
借
上
事
業
を
実
施
し
て
い
る
「
一
般
社
団

 法
人
移
住
・
住
み
か
え
支
援
機
構
（
以
下
「
Ｊ

Ｔ
Ｉ
」）
」
に
よ
る
マ
イ
ホ
ー
ム
借
上
げ
制
度
を
利
用
し
て
、
担
保
住
宅
を
賃
貸
し
、
家
賃
で
返
済
を
継
続

す
る
特
約
を
借
入
時
に
設
定
。

 


 
債
務
者
か
ら
家
賃
返
済
特
例
適
用
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
家
賃
査
定
を
実
施
し
、
家
賃

の
み
で
一
定
期
間
内
に
返
済
が
可
能
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、
特
約
の
適
用
を
認
め
る
。

 


 
こ
れ
に
よ
り
、
返
済
が
苦
し
く
な
っ
た
債
務
者
は
一
時
的
に
マ
イ
ホ
ー
ム
を
明
け
渡
す
必
要
が
あ
る
が
、

抵
当
権
の
実
行
を
猶
予
さ
れ
る
の
で
、
所
有
権
を
放
棄
す
る
こ
と
な
く
、
立
ち
直
り
を
図
る
機
会
を
得
ら

れ
る
一
方
、
ま
た
、
融
資
金
融
機
関
は
抵
当
権
を
実
行
し
て
も
担
保
不
足
が
発
生
す
る
こ
と
に
よ
る
貸
倒

れ
損
失
発
生
を
抑
制
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

 

導
入
の
メ
リ
ッ
ト

 

（
金
融
機
関
）

 

1.
 
顧
客
に
対
す
る
将
来
不
安
の
払
拭
に
よ
る
住
宅
ロ
ー
ン
の
差
別
化
。

 

2.
 
不
良
債
権
に
対
す
る
オ
プ
シ
ョ
ン
の
拡
大
。
特
に
、
担
保
不
足
の
状
態
に
お
け
る
抵
当
権
実
行
の
回
避
。 

3.
 
単
純
な
返
済
猶
予
措
置
と
比
較
し
た
場
合
の
損
失
抑
制
。

 

4.
 
抵
当
権
実
行
を
前
提
に
し
た
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
ロ
ー
ン
を
導
入
し
た
場
合
の
貸
倒
れ
の
増
大
や
モ
ラ
ル
ハ

ザ
ー
ド
の
防
止
。

 

5.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
住
宅
メ
ー
カ
ー
や
ビ
ル
ダ
ー
、
工
務
店
の
顧
客
層
の
取
り
込
み
。

 

6.
 
当
面

1
年
程
度
の
地
域
内
独
占
。

 

7.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
サ
イ
ト
や
マ
ス
コ
ミ
を
通
じ
た
顧
客
へ
の
訴
求
。

 

        Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
社
団
法
人
で
あ
り
、
社
員
企
業

と
の
み
提
携
。
公
的
機
関
と
し
て
要
請
さ

れ
る
、
全
国
を
差
別
し
な
い
対
応
は
住
宅

資料９
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2 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

8.
 
転
勤
等
で
一
時
的
に
賃
貸
を
認
め
る
場
合
の
債
権
保
全
の
確
保
。

 
機
構
を
通
じ
て
実
現
。

 

協
賛
住
宅
供
給
業
者

の
メ
リ
ッ
ト

 

1.
 
自
社
取
扱
い
の
長
寿
命
住
宅
の
付
加
価
値
増
大
。

 

2.
 
家
賃
返
済
特
約
が
利
用
可
能
で
あ
る
こ
と
に
よ
る
自
社
住
宅
の
差
別
化
。

 

3.
 
提
携
民
間
金
融
機
関
の
増
加
に
よ
る
顧
客
へ
の
資
金
計
画
提
示
オ
プ
シ
ョ
ン
の
拡
大
。

 

 

顧
客
の
メ
リ
ッ
ト

 
1.

 
少
額
の
手
数
料
（

50
00
円
＋
適
合
住
宅
認
定
料
）
で
将
来
不
安
を
払
拭
。

 

2.
 
返
済
困
難
時
に
家
を
取
り
上
げ
ら
れ
る
こ
と
な
く
再
起
を
図
れ
る
。

 

3.
 
転
勤
時
等
に
金
融
機
関
公
認
の
一
次
借
り
上
げ
先
を
確
保
で
き
る
（
約
定
返
済
継
続
が
条
件
）。

 

4.
 
物
件
の
賃
貸
価
値
を
購
入
当
初
か
ら
具
体
的
に
意
識
す
る
こ
と
に
よ
り
、将
来
の
資
産
活
用
を
具
体
的
に

検
討
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

 

 

特
約
付
加
の
対
象
と
な
る
住
宅
ロ
ー
ン
の
条
件

 

対
象
商
品

 
住
宅
機
構
は
す
べ
て
の
フ
ラ
ッ
ト
商
品
。

 

民
間
の
住
宅
ロ
ー
ン
に
対
し
て
も
で
き
る
限
り
幅
広
く
付
加
可
能
と
す
る
。

 

 

基
本
的
な
条
件

 
特
約
の
付
加
に
よ
っ
て
金
利
や
期
間
な
ど
融
資
条
件
の
変
更
は
行
わ
な
い
。

 
 

契
約

no
 

 
１
．
既
存
ロ
ー
ン
申
込
書
＋
契
約
書
（
金
証
・
保
証
委
託
・
抵
当
権
設
定
）

 

２
．
家
賃
返
済
に
関
す
る
覚
書

 

住
宅
機
構
や
保
証
会
社
を
利
用
し
な
い

民
間
金
融
機
関
に
つ
い
て
は
追
加
的
に

保
証
会
社
が
当
事
者
と
な
る
。

 

対
象
と
な
る
住
宅

 
1.

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
移
住
･住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
の
要
件
を
満
た
す
も
の
（
新
築
・
中
古
を
問
わ
な
い
）。

 
別
紙
参
照

 
        現
状
、
工
務
店
に
つ
い
て
は
業
界
団
体
も

 
 

【
参
考
】
取
扱
い
メ
ー
カ
ー
・
ビ
ル
ダ
ー
の
状
況

 

①
 
協
賛
大
手
住
宅
メ
ー
カ
ー
（
導
入
済
：
ミ
サ
ワ
ホ
ー
ム
、
大
和
ハ
ウ
ス
、
住
友
林
業
、
積
水
化
学

工
業
）

 

※
 
現
在
は
個
別
認
定
だ
が
、

20
10
年

10
月

1
日
よ
り
ス
ム
ス
ト
ッ
ク
導
入
企
業
（
大
手

9

社
）
に
つ
い
て
は
取
扱
い
全
住
宅
と
す
る
制
度
を
導
入
済
。
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3 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

②
 
協
賛
中
堅
ビ
ル
ダ
ー
（
導
入
済
：
ポ
ラ
ス
住
宅
、
三
栄
住
宅
、
Ｎ
Ｃ
Ｎ
の
フ
ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
先
）

 

③
 
中
堅
工
務
店
（
導
入
済
：
全
建
連
の
ち
き
ゅ
う
住
宅
取
扱
い
先
）

 

④
 

し
く
は
提
携
金
融
機
関
を
経
由
し
た
協

賛
し
か
認
め
て
い
な
い
。

 

提
携
金
融
機
関
の
取
引
先
で
中
小
工
務
店
協
賛
（
年

15
万
円
）
を
希
望
す
る
も
の

 

2.
 
定
期
借
地
上
の
住
宅
に
つ
い
て
は
、
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
の
要
件
を
満
た
さ
な
い
も
の
に
つ

い
て
も
対
応
す
る
。

 

 

対
象
地
域

 
原
則
と
し
て
限
定
し
な
い
。
た
だ
し
、
市
街
化
区
域
以
外
の
物
件
に
つ
い
て
は
顧
客
に
対
す
る
リ
ス
ク
説
明
を

慎
重
に
行
う
必
要
。

 

な
お
、
市
街
化
調
整
区
域
物
件
等
、
土
地

利
用
に
制
限
の
あ
る
物
件
に
つ
い
て
は

抵
当
権
の
実
効
性
が
低
い
こ
と
か
ら
、
補

完
的
な
債
権
保
全
策
と
し
て
効
果
が
大

き
い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

 

審
査
基
準

 
各
行
の
通
常
の
審
査
基
準
に
よ
る
。

 
特
約
付
加
に
よ
り
金
融
機
関
の
リ
ス
ク

が
増
え
る
こ
と
は
な
い
が
、
逆
に
大
幅
に

軽
減
さ
れ
る
わ
け
で
も
な
い
。

 

抵
当
権

 
提
携
金
融
機
関
な
ら
び
に
関
連
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
対
象
物
件
に
後
順
位
担
保
権
の
設
定
を
行
っ
て

い
な
い
こ
と
。

 

 

家
賃
担
保

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
家
賃
に
以
下
の
譲
渡
担
保
権
を
設
定

 
 

  
Ａ
案

 
融
資
時
に
覚
書
に
基
づ
い
て
将
来
締
結
さ
れ
る
賃
貸
借
契
約
か
ら
発
生
す
る
家
賃
に
譲
渡
担

保
権
を
設
定
（
特
約
の
内
容
）

 

Ｂ
案

 
借
上
げ
時
に
将
来
家
賃
に
譲
渡
担
保
権
を
設
定
。

 

期
限
の
利
益
喪
失
事

由
 

覚
書
に
よ
り
資
金
使
途
違
反
に
つ
い
て
特
例
を
設
け
る
。

 
 

団
体
信
用
生
命
保
険

 
一
般
住
宅
ロ
ー
ン
に
同
じ
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4 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

特
約
の
内
容
：
担
保
物
件
の
賃
貸
に
関
す
る
覚
書

 

特
約
ペ
ッ
ト
ネ
ー
ム

 
1.

 
安
心
家
賃
返
済
特
約
（
仮
称
）

 

※
 
誤
解
の
生
じ
や
す
い
「
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
」
と
い
う
用
語
は
避
け
る
。

 

ロ
ー
ン
の
名
称
で
は
な
く
特
約
の
名
称

と
し
て
い
る
。

 

当
事
者

 
１
．
借
入
人

 

２
．
貸
出
金
融
機
関

 

３
．
保
証
会
社

 

４
．
Ｊ
Ｔ
Ｉ

 

 

使
途
制
限
の
特
例

 
貸
出
金
融
機
関
と
保
証
会
社
は
、
借
入
人
の
資
金
使
途
に
係
る
申
し
出
に
か
か
わ
ら
ず
、
借
入
人
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に

対
し
て
本
覚
書
の
内
容
に
し
た
が
っ
て
担
保
住
宅
を
賃
貸
す
る
こ
と
を
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
よ
る
査
定

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
の
求
め
に
応
じ
以
下
の
場
合
に
、担
保
対
象
住
宅
を
借
り
あ
げ
た
場
合
の
家
賃
査
定

を
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
正
式
な
借
上
げ
申
込
後
に
あ
ら
た
め
て
家
賃
査
定
を
実
施
す
る
も

の
と
し
、
そ
れ
ま
で
に
行
っ
た
査
定
の
内
容
で
借
上
げ
を
行
う
義
務
を
負
担
す
る
も
の
で
は
な
い
。

 

1.
 
貸
出
金
融
機
関
に
対
し
借
入
人
か
ら
家
賃
に
よ
る
返
済
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き

 

2.
 
そ
の
他
貸
出
金
融
機
関
が
必
要
と
認
め
る
と
き

 

借
入
時
に
査
定
を
実
施
す
る
と
そ
の
査

定
額
で
の
借
上
げ
が
可
能
と
の
誤
解
を

与
え
る
お
そ
れ
が
強
い
こ
と
、
事
務
対
応

が
困
難
な
こ
と
か
ら
、
借
入
時
に
は
査
定

を
実
施
し
な
い
。

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
事
務
手
数

料
 

1.
 
借
入
人
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
対
し
貸
出
金
融
機
関
を
通
じ
、
融
資
実
行
時
に
事
務
手
数
料
と
し
て
金

50
00
円
を

支
払
う
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
は
前
条
の
査
定
の
つ
ど
、
事
務
手
数
料
と
し
て
金

50
00
円
を
支
払
う
も
の
と
す
る
。
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5 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

【
１
】

 

平
時
に
お
け
る
借
上

げ
の
承
諾

 

１
．
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
が
発
生
し
て
い
な
い
場
合
に
限
り
、
借
入
人
は
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、

賃
料
を
債
務
の
約
定
返
済
の
全
部
ま
た
は
一
部
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
．
こ
の
場
合
、Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
家
賃
を
借
入
人
の
ロ
ー
ン
返
済
口
座
も
し
く
は
貸
出
金
融
機
関
が
指
定
す
る
口
座

に
振
り
込
む
も
の
と
し
、
借
入
人
は
こ
れ
を
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
。

 

３
．
本
条
に
基
づ
く
賃
貸
を
行
う
理
由
は
返
済
困
難
に
限
ら
ず
自
由
と
す
る
。
た
だ
し
、
借
入
人
が
借
入
時
点

で
資
金
使
途
に
つ
い
て
虚
偽
の
申
告
を
行
っ
て
い
た
こ
と
が
判
明
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

例
）
月
返
済
額
が

10
万
円
の
場
合
に
、

賃
料
で

8
万
円
、不

足
額

2
万
円
は
自
己

負
担
と
す
る
。
シ
ス
テ
ム
的
に
は
自
動
引

落
10
万
円
、
賃
料
の
自
行
・
庫
口
座
振

込
指
定
（
必
要
に
応
じ
質
権
に
基
づ
く
直

接
収
受
）。

 
 ３
項
た
だ
し
書
き
は
事
業
用
物
件
を
自

己
居
住
と
偽
っ
た
場
合
等
を
想
定
し
た

も
の
。
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6 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

【
２
】

 

借
上
げ
家
賃
の
み
に

よ
る
返
済
の
特
例

 

1.
 
以
下
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
借
入
人
は
、
貸
出
金
融
機
関
に
申
請
の
上
、
担
保
物
件
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に

賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

①
 
申
請
時
点
で
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
の
う
ち

[貸
出
金
融
機
関
以
外
の
第
三
者
に
対
す
る
債
務
に
関

す
る
期
限
の
利
益
喪
失
事
由
発
生
、
差
押
え
、
競
売
の
申
立
、
破
産
、
民
事
再
生
等

]が
生
じ
て
い

な
い
こ
と
。

 

②
 
担
保
物
件
に
対
し
て
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
以
外
の
第
三
者
が
担
保
権
を
設
定
し
て
い
な
い
こ

と
。

 

③
 
以
下
の
「
借
上
げ
事
由
」
が
生
じ
て
い
る
旨
の
疎
明
が
あ
る
こ
と
。

 

イ
) 
収
入
の
減
少
、
傷
病
な
ど
の
事
情
で
、
当
初
約
定
金
額
の
支
払
い
を
継
続
す
る
こ
と
が
当
面
困

難
と
な
っ
た
こ
と
。

 

ロ
) 
前
条
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
を
利
用
し
た
だ
け
で
は
約
定
金
額
の
返
済
が
で
き
ず
、不

足
額
を
自
己
負
担
し
続
け
る
こ
と
も
困
難
な
事
情
が
あ
る
こ
と
。

 

④
 
申
請
時
点
で
支
払
遅
延
が
生
じ
て
い
る
場
合
に
は
賃
料
に
よ
る
返
済
開
始
時
ま
で
に
解
消
す
る
こ

と
。

 

⑤
 
ボ
ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
が
適
用
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、ボ
ー
ナ
ス
時
増
額
返
済
を
不
適
用
に
条
件

変
更
す
る
こ
と
。

 

⑥
 
家
賃
の
金
額
が
債
務
の
返
済
を
支
障
な
く
継
続
す
る
に
足
る
水
準
に
あ
る
と
貸
出
金
融
機
関
が
認

め
る
場
合
で
あ
る
こ
と
（
次
項
で
具
体
的
に
検
討
）。

 

⑦
 
金
融
機
関
が
債
権
保
全
の
観
点
か
ら
当
該
取
扱
い
を
認
め
る
べ
き
な
い
と
判
断
す
る
特
段
の
事
情

が
存
し
な
い
こ
と
。

 

当
初
約
定
に
基
づ
く
減
額
と
す
る
こ
と

に
よ
り
、
減
免
債
権
に
分
類
さ
れ
る
こ
と

を
防
げ
る
か
（
金
融
庁
要
確
認
事
項
）。

 

2.
 
こ
の
場
合
に
は
、金
融
機
関
は
月
次
返
済
額
を
借
入
人
の
受
取
賃
料
の
額
ま
で
減
額
も
し
く
は
増
額
す
る

も
の
と
す
る
。

 

具
体
的
な
家
賃
額
が
変
更
さ
れ
る
つ
ど

（
少
な
く
と
も

3
年
間
は
固
定
）
条
件
変

更
を
実
施
。
こ
の
際
に
あ
ら
た
め
て
家
賃
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7 

項
目

 
内
容

 
備
考

 

が
十
分
か
を
再
検
討
す
る
。

 

3.
 
本
条
に
基
づ
い
て
賃
料
に
よ
る
債
務
の
返
済
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、貸
出
金
融
機
関
が
保
証

会
社
に
保
証
履
行
を
請
求
し
保
証
会
社
が
抵
当
権
を
実
行
す
れ
ば
債
務
の
全
額
を
回
収
で
き
る
と
貸
出

金
融
機
関
が
判
断
す
る
場
合
に
は
、
保
証
履
行
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

 

３
の
但
書
：
以
下
の
Ａ
案
も
し
く
は
Ｂ
案
に
よ
る

 

Ａ
案
に
よ
る
と
き
は
、「
ノ
ン
リ
コ
ー
ス
」

性
が
強
ま
る
が
、
金
融
機
関
の
リ
ス
ク
は

必
ず
し
も
増
大
し
な
い
。
住
宅
機
構
に
つ

い
て
は
覚
書
に
は
盛
り
込
ま
ず
業
務
方

法
書
も
し
く
は
そ
の
内
規
で
同
趣
旨
を

規
定
す
る
方
向
で
検
討
中
。

 
 Ｂ
案
に
よ
る
と
き
は
、
重
要
事
項
説
明
の

際
に
リ
ス
ク
を
十
分
に
説
明
す
る
必
要

が
あ
る
。

 

 
Ａ
案

 
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
は
、
貸
出
金
融
機
関
な
ら
び
に
保
証
会
社
は
債
務
履
行
の
責
任
財
産

を
担
保
住
宅
に
限
定
す
る
も
の
と
す
る
。

 

Ｂ
案

 
た
だ
し
、
全
額
回
収
の
可
能
性
に
関
す
る
、
貸
出
金
融
機
関
な
ら
び
に
保
証
会
社
の
判
断
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
実
行
額
が
債
務
の
全
額
に
満
た
な
い
場
合
は
債
務
者
は
な
お
残
債
務
を
返

済
す
る
義
務
を
も
の
と
す
る
。

 

家
賃
の
十
分
性
の
判

断
基
準

 

以
下
の

2
案
の
う
ち
、
Ｂ
案
に
よ
る
。

 

【
理
由
】

 

１
．
Ａ
案
で
は
家
賃
掛
け
目
を
適
切
に
割
り
出
す
こ
と
が
難
し
い
。

 

２
．
Ｂ
案
は
計
算
が
簡
単
な
上
、
長
寿
命
住
宅
の
み
に
特
約
付
加
を
可
能
と
し
て
い
る
点
と
整
合
性
が
高
い
。 

３
．
完
済
条
件
を

50
年
と
し
て
も
、
万
が
一
最
低
保
証
家
賃
の
水
準
が
下
が
る
等
の
場
合
も
、
貸
出
金
融
機

関
は
抵
当
権
を
実
行
す
る
選
択
肢
が
あ
る
の
で
、
単
純
な
返
済
困
難
者
対
応
よ
り
常
に
有
利
。

 

た
だ
し
、
Ｂ
案
で
完
済
条
件
を

50
年
と

す
る
か
ど
う
か
は
今
後
の
検
討
事
項
。

 

 
Ａ
案

 
そ
の
時
点
で
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
行
う
賃
料
査
定
（
最
低
保
証
家
賃
）
に
よ
っ
て
、
申
請
時
点
の
翌
月

の
約
定
支
払
額
（
変
更
後
の
月
返
済
額
）
の
う
ち
、
金
利
相
当
額
の
全
額
を
支
払
可
能
で
、

か
つ
、
約
定
返
済
額
の

[7
0％

]以
上
の
返
済
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

 

Ｂ
案

 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
査
定
し
た
最
低
保
証
家
賃
に
よ
り
、
融
資
実
行
時
か
ら

[5
0
年
後

]ま
で
に
残
債
務

の
完
済
が
可
能
で
あ
る
こ
と
。

 

な
お
、
こ
の
チ
ェ
ッ
ク
は
最
低
保
証
家
賃
の
水
準
が
変
更
さ
れ
る
つ
ど
実
施
す
る
。

 

住
宅
金
融
支
援
機
構
で
検
討
中
の
案
。
現

行
の
返
済
困
難
者
対
策
に
す
り
あ
わ
せ
。
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項
目

 
内
容

 
備
考

 

借
上
げ
終
了
時
の
義

務
 

借
入
人
が
自
己
の
都
合
で
借
上
げ
契
約
を
終
了
す
る
場
合
や
、借
上
げ
契
約
上
終
了
事
由
が
発
生
し
た
場
合
に

は
、
そ
の
時
点
に
お
け
る
未
払
い
債
務
全
額
を
貸
出
金
融
機
関
に
弁
済
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

 
 

 

 
【
参
考
】
借
上
げ
契
約
の
終
了
事
由

 

①
 
対
象
住
宅
が
火
災
そ
の
他
の
災
害
で
大
破
ま
た
は
滅
失
し
た
と
き
。

 

②
 
対
象
住
宅
の
全
部
ま
た
は
、
一
部
が
公
共
事
業
の
た
め
買
い
上
げ
、
収
用
ま
た
は
使
用
さ
れ

て
本
契
約
を
存
続
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
。

 

③
 
機
構
が
解
散
し
た
と
き
（
但
し
、
解
散
時
に
機
構
の
権
利
義
務
を
承
継
す
る
者
が
存
在
す
る

場
合
を
除
く
）。

 

④
 
制
度
利
用
者
（
本
人
＋
借
上
げ
時
に
指
定
す
る

1
名
以
内
の
共
同
生
活
者
）
の
両
方
が
死
亡

し
た
と
き

 

⑤
 
土
地
に
対
す
る
権
原
が
所
有
権
以
外
の
場
合
に
借
地
権
等
が
何
ら
か
の
理
由
で
期
限
前
に

解
約
さ
れ
た
場
合

 

⑥
 
対
象
住
宅
が
減
耗
・
毀
損
し
、
機
構
が
応
急
措
置
を
講
じ
た
上
で
、
制
度
利
用
者
に
改
修
を

要
求
し
た
が
、
制
度
利
用
者
が
こ
れ
に
応
じ
な
い
と
き

 

⑦
 
経
年
劣
化
に
よ
り
、
対
象
住
宅
を
継
続
し
て
転
貸
す
る
に
は
、
経
常
的
な
修
繕
費
を
超
え
る

資
本
的
支
出
が
必
要
で
あ
る
と
機
構
が
判
断
し
、そ

の
旨
を
制
度
利
用
者
に
通
知
し
た
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
制
度
利
用
者
が
当
該
修
繕
を
行
わ
な
い
場
合

 

⑧
 
不
動
産
関
連
諸
費
支
払
い
の
悪
質
な
懈
怠
が
あ
り
、制

度
利
用
者
の
賃
料
収
入
か
ら
継
続
し

て
支
払
う
こ
と
が
困
難
な
場
合

 

⑨
 
制
度
利
用
者
に
よ
る
機
構
の
円
滑
な
業
務
遂
行
の
妨
害
が
あ
り
、制

度
利
用
者
に
中
止
を
要

求
し
た
が
、
制
度
利
用
者
が
こ
れ
に
応
じ
な
い
と
き

 

保
証
会
社
の
判
断
に

保
証
会
社
が
保
証
実
行
後
に
相
当
と
認
め
る
場
合
は
、保
証
会
社
の
要
請
に
基
づ
き
借
入
人
は
担
保
物
件
を
Ｊ
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項
目

 
内
容

 
備
考

 

よ
る
賃
貸

 
Ｔ
Ｉ
に
賃
貸
し
、
賃
料
を
債
務
の
返
済
に
充
当
す
る
も
の
と
す
る
。

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
借
上
げ
義

務
 

1.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
上
記
の
借
上
げ
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
以
下
の
場
合
を
除
い
て
こ
れ
を
拒
ん
で
は
な
ら
な
い
。 

①
 
建
物
診
断
の
結
果
、
対
象
物
件
が
賃
貸
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
困
難
な
程
度
に
毀
損
し
て
お
り
、
当

事
者
が
修
繕
に
応
じ
な
い
と
き
。

 

②
 
当
初
査
定
時
か
ら
賃
貸
市
場
が
著
し
く
悪
化
し
て
借
上
げ
が
困
難
な
事
情
に
あ
る
と
き
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
借
上
げ
た
住
宅
を
転
貸
す
る
場
合
は
、
借
入
人
の
指
定
の
如
何
に
か
か
わ
ら
ず
、
必
ず

3
年

間
の
定
期
借
家
契
約
で
運
用
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
特
に

指
示
し
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
。

 

 

賃
料
担
保

 
1.

 
借
入
人
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
借
上
げ
契
約
の
締
結
と
同
時
に
同
契
約
に
基
づ
き
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
支
払
う
将
来
の
賃

料
に
対
し
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
の
た
め
に

[質
権

][譲
渡
担
保
権

]を
設
定
す
る
も
の
と
す

る
。

 

2.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
前
項
の

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]を
あ
ら
か
じ
め
承
諾
す
る
と
と
も
に
、
貸
出
金
融
機
関
も
し

く
は
保
証
会
社
が
当
該

[質
権
設
定

][債
権
譲
渡

]に
か
か
る
第
三
者
対
抗
要
件
を
具
備
す
る
た
め
に
協
力

す
る
義
務
を
負
う
。
た
だ
し
、
対
抗
要
件
具
備
の
た
め
の
費
用
は
借
入
人
の
負
担
と
す
る
。

 

3.
 
借
入
人
は
第

1
項
の
権
利
に
基
づ
い
て
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
賃
料
を
直

接
収
受
す
る
こ
と
を
あ
ら
か
じ
め
認
め
る
も
の
と
す
る
。

 

4.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
前
項
に
基
づ
い
て
賃
料
の
振
込
口
座
を
Ｊ
Ｔ
Ｉ
所
定

の
書
面
で
指
定
し
て
き
た
と
き
は
、当
該
書
面
を
受
領
し
た
月
の
翌
月
か
ら
当
該
口
座
に
賃
料
を
振
り
込

む
も
の
と
す
る
。

 

 

貸
出
金
融
機
関
・
保

証
会
社
の
義
務
と
権

限
 

1.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
は
本
覚
書
に
基
づ
い
て
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
担
保
住
宅
を
借
り
あ
げ
て
い
る

間
は
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
転
借
人
の
居
住
権
に
対
し
て
最
大
限
の
配
慮
を
行
い
、
権
利
保
全
の
た
め
に
や
む

を
得
な
い
場
合
を
除
い
て
抵
当
権
の
実
行
や
任
意
売
却
等
を
行
わ
な
い
も
の
と
す
る
。

 

2.
 
貸
出
金
融
機
関
も
し
く
は
保
証
会
社
が
や
む
を
得
な
い
事
由
で
転
借
人
が
居
住
中
に
抵
当
権
の
実
行
を
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項
目

 
内
容

 
備
考

 

行
う
場
合
は
、
事
前
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
に
通
知
を
行
う
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
貸
出
金
融
機
関
も
し
く

は
保
証
会
社
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
協
力
し
て
転
借
人
の
明
け
渡
し
後
の
居
住
先
を
斡
旋
で
き
る
よ
う
努
力
す
る

も
の
と
す
る
。

 

3.
 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
正
当
な
事
由
に
基
づ
い
て
借
上
げ
に
応
じ
な
い
場
合
は
、
貸
出
金
融
機
関
・
保
証
会
社
は
保
証

履
行
・
抵
当
権
の
実
行
等
債
権
保
全
の
必
要
な
措
置
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
の
賃
料

に
よ
る
返
済
の
開
始

時
期

 

1.
 
賃
料
に
よ
る
返
済
の
開
始
時
期
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
の
賃
貸
契
約
が
成
立
し
た
月
（
建
物
診
断
が
完
了
し
、
最
初

の
入
居
者
に
よ
る
家
賃
支
払
い
が
開
始
し
た
月
）
か
ら
と
す
る
。

 

2.
 
借
入
人
も
し
く
は
保
証
会
社
は
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
別
途
定
め
る
手
数
料
を
借
入
時
に
支
払
う
こ
と
に
よ
り
、
前

項
の
開
始
日
を
賃
料
に
よ
る
返
済
の
申
請
日
の
翌
月
か
ら
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

3.
 
２
の
取
扱
い
に
変
え
て
、
保
証
会
社
は
借
入
人
か
ら
別
途
追
加
保
証
料
を
徴
求
し
た
上
で
、

3
か
月
を
限

度
に
募
集
期
間
中
の
返
済
額
を
保
証
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

 

２
の
場
合
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
は
募
集
期
間
中
の
家

賃
負
担
が
生
じ
る
。
２
の
取
扱
い
を
認
め

る
か
ど
う
か
は
今
後
の
検
討
事
項
と
す

る
。
仮
に
認
め
る
場
合
で
も
物
件
の
存
在

す
る
地
域
や
物
件
の
内
容
に
よ
っ
て
は

認
め
ら
れ
な
い
場
合
が
あ
る
。

 

２
は
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
不
足
額
を
自
己
負
担
す

る
の
に
対
し
、
３
は
保
証
な
の
で
最
終
的

に
は
借
入
人
に
求
償
。
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Ｊ
Ｔ
Ｉ
借
上
げ
物
件

の
家
賃
実
績

 

決
定
家
賃
の
分
布
は
全
国
と
大
都
市
圏
を
除
く
地
域
と
で
高
額
領
域
を
除
く
と
大
き
く
変
わ
ら
ず
、
大
部
分
が

6
万
円
以
上
と
な
っ
て
い
る
。

 
 

 

05101520253035404550

決
定

家
賃

の
分

布
（
全

国
）

0510152025303540

決
定

家
賃

の
分

布
（
除

、
東

京
都

・
神
奈

川
県

・
愛
知

県
・
大

阪
府

・
京
都

府
）
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Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
最
低
保
証

家
賃
査
定
の
実
績

 

 
  

 

-55152535455565

最
低

保
証

家
賃

（
過

去
の

全
査

定
実

績
）

05101520253035404550

最
低

保
証

家
賃

（
除

、
東

京
都

・
神

奈
川

県
・
愛

知
県

・
大

阪
府

・
京

都
府

）
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大
手
メ
ー
カ
ー

 
 

新
制
度

 
従
来
の
制
度

 
※
１

 

耐
震

2、
劣
化
３
，
維
持
管

理
３
＋
継
続
点
検
要
件

 

※
２

 

築
後

5
年
以
上
、
耐
震
１

以
上
に
補
修
、

5
年
化
し
保

証
＋

5
年
ご
と
点
検
＋
補

修
 

対
象
と
な
る
住
宅

 

 
戸
建
て

 
マ
ン
シ
ョ
ン

 
 

戸
建
て

 
マ
ン
シ
ョ
ン

 

新 築 

全
件

 
全
件

 
新 築 

認
定
長
期

 

住
宅
性
能
表
示
要
件

[設

計
]※
１
を
満
た
す
も
の

 

棟
別
認
定

 

基
準
は
同
左

 

中 古 

自
社
物
件
は
自
社
基
準
、

そ
の
他
は
一
般
基
準
※

２
 

 

中 古 

 
 

メ
リ
ッ
ト

 


 
借
上
げ
年
齢
要
件
撤
廃
、
借
上
げ
時
の
建
物
診
断
を
省
略
な
い
し
簡
略
化

 


 
住
み
か
え
前
物
件
借
上
げ
に
つ
い
て
の
年
齢
要
件
撤
廃
、
賃
貸
併
用
住
宅
の
賃
貸
部
分
に
つ
い
て
新
築
で
も
借
上
げ

 


 
住
宅
機
構
と
一
部
大
手
地
銀
の
住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
時
に
少
額
の
手
数
料
で
家
賃
返
済
特
約
を
付
加
可
能
（

20
11
年

4

月
以
降
を
目
途
に
導
入
準
備
中
）

 

 

導
入
可
能
企
業
の

要
件

 


 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
で
あ
り
、
か
つ
、

 


 
ス
ム
ス
ト
ッ
ク
導
入
企
業
で
あ
る
こ
と

 


 
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
協
賛
社
員
も
し
く
は
社
員
に
準
ず
る
協
賛

企
業
で
あ
る
こ
と
。

 

 

Ｈ
Ｌ
Ｐ
資
格
の
取

得
 

全
営
業
所
を
カ
バ
ー
で
き
る
だ
け
の
Ｈ
Ｌ
Ｐ
資
格
取
得
者
が

い
る
こ
と
（
各
営
業
所

1
名
以
上
の
イ
メ
ー
ジ
）。

 

※
ス
ク
ー
リ
ン
グ
に
よ
る
速
修
対
応
可
。

 

利
用
者
に
対
し
て
制
度
紹
介
を
行
う
営
業
部
点
に
つ
い
て
は

Ｈ
Ｌ
Ｐ
資
格
取
得
者
が
い
る
こ
と
。

 

※
現
在
は
通
信
＋
ビ
デ
オ
で
対
応

 

 

認
定
費
用

 

新
築
に
つ
い
て
は
、
マ
ン
シ
ョ
ン
も
含
め
て
件
数
に
か
か
わ

ら
ず
年

10
00
万
円
。

 

中
古
も
導
入
の
場
合
は
＋
年

20
0
万
円

 

証
明
書
発
行

1
件
に
つ
き

1
万
円
。
た
だ
し
、
年
頭
に
一
括

し
て
支
払
う
場
合

10
00
万
円（
件
数
が

10
00
枚
を
下
回
っ

て
も
返
金
し
な
い
）

 

 

証
明
方
法

 

取
扱
い
物
件
に
つ
い
て
適
合
ロ
ゴ
の
使
用
を
認
め
る
。

 

販
売
資
料
に
常
に
借
上
げ
可
能
と
の
記
載
を
認
め
る
。

 

家
賃
特
例
利
用
の
場
合
に
金
融
機
関
向
け
に
証
明
を
実
施

 

1
件
ご
と
に
適
合
証
明
書
を
発
行
。

 
 

 



家賃返済特約付住宅ローン 今後の進め方 

一般社団法人移住・住みかえ支援機構 
 
１．社員協賛について 

 
一般社団法人法に基づく社員については、特に契約等はありませんので、定款・業務

方法書を確認の上、機構担当者（中切隆弘）までご申請ください。 
 

２．特約導入について 
 
１）制度内容 

覚書、制度・リスク説明はあくまでひな形ですので、各行・庫において適切と考えら

れる内容で検討の上、最終案を機構までご連絡ください。 
 

２）事務フロー 
なるべく各行・庫同一の流れとして混乱を回避いたしたく、同封の概念図にそってご

検討いただき、細かな点についてはメールにて大垣（コピーを機構中切・長谷川にお

願いします）までご連絡ください。 
 

３）導入時期 
各行・庫でご決定ください。導入時期が決まったところから、ＪＴＩ協賛企業にご連

絡の上、必要に応じて、本部や各営業所とのコンタクトを行います。営業関係は大垣

までお願いします。 
 

４）ＨＬＰ研修 
集合研修をご希望の場合、日程の調整の必要がありますので、ＨＬＰセンター（坂本、

高島）に早めに希望日をご連絡ください。大垣と調整の上ご返答申しあげます。通信

で対応される場合はその旨をＨＬＰセンターにご連絡ください。協賛社員については

20 名までがＪＴＩ負担での受講となります。 
 

３．連絡先 
ＪＴＩ：中切（nakagiri@jt-i.jp）, 大垣（h-ohgaki@pp.iij4u.or.jp） 
ＨＬＰセンター：坂本（sakamoto@hlp-c.com）、高島（takashima@jt-i.jp） 
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1 

ご
質

問
へ

の
回

答
 

項
目

 
内

容
 

備
考

 

総
論

 
Ｊ

Ｔ
Ｉ

に
協

賛
し

て
制

度
活

用
を

行
う

も
の

の
、
（

想
定

よ
り

数
が

増
え

な
い

な

ど
で

）
何
年
か

後
に

新
規
受
付
中
止

し
て

協
賛
か

ら
も

退
い

た
場
合
の
、
既
存
契
約

顧
客

へ
の

対
応

は
ど

の
よ

う
に

な
る

の

か
、

 

覚
書
は
金
証
契
約
の
特
約
で
す
の
で
、
契
約
内
容
に
し
た
が
っ
て
処
理
す
る
こ
と
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
た
だ

し
、
特
約
の
利
用
を
認
め
る
審
査
基
準
自
体
は
覚
書
に
盛
り
込
ん
で
お
り
ま
せ
ん
の
で
、
法
的
に
言
え
ば
審
査

基
準
を
変
更
す
れ
ば
事
実
上
利
用
で
き
な
く
な
る
方
が
増
え
る
可
能
性
は
あ
り
ま
す
。

 
 そ
も
そ
も
論
と
し
て
は
、
本
件
は
返
済
困
難
者
に
対
し
て
で
き
る
か
ぎ
り
家
を
手
放
さ
な
い
オ
プ
シ
ョ
ン
を
与

え
る
一
方
、
金
融
機
関
と
し
て
も
貸
倒
れ
損
失
を
で
き
る
か
ぎ
り
回
避
せ
ん
と
す
る
も
の
で
す
の
で
、
そ
う
し

た
観
点
か
ら
「
新
規
受
付
」
を
中
止
し
て
も
、
活
用
の
価
値
は
あ
る
も
の
と
理
解
し
ま
す
。

 
 貴
行
が
協
賛
を
行
わ
な
く
な
っ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
、
新
規
対
応
を
行
わ
な
い
だ
け
で
、
覚
書
に
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
署

名
す
る
以
上
は
、
当
該
覚
書
上
の
義
務
は
当
然
に
負
担
し
ま
す
の
で
、
借
上
げ
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

 
家
賃
返
済
特
約
付
加

 
家

賃
返
済

特
約
付

加
 

平
時

に
お

け
る

借
上

げ
を

認
め

な
い

対

応
も
可
能
か
。

 
あ
く
ま
で
貴
行
の
ご
判
断
で
す
が
、
第

6
条
は
約
定
弁
済
を
続
け

る
場
合
を
想
定
し
て
お
り
、
も
と
も
と
貸
家

を
作
る
つ
も
り
で
虚
偽
の
資
金
使
途
を
申
告
し
た
よ
う
な
濫
用
事
例
を
除
け
ば
、
結
局
貴
行
と
し
て
も
賃
貸
を

認
め
る
よ
う
な
場
合
し
か
平
時
借
上
げ
は
行
わ
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
と
理
解
し
て
お
り
ま
す
。

 
本

特
約

利
用

申
請

が
あ

っ
た

場
合

に
代

弁
弁

済
の

ほ
う

が
有

利
と

判
断

す
る

場

合
は
ど
う
す
る
の
か
。

 

①
覚
書
上
は
、
保
証
会
社
も
契
約
当
事
者
で
す
の
で
、
代
位
弁
済
を
行
っ
て
も
保
証
会
社
が
特
約
利
用
を
認
め

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

 
②
借
上
げ
申
請
が
あ
り
、
覚
書
上
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
必
ず
特
約
利
用
を
認
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 
③
た
だ
し
、
特
約
利
用
を
認
め
る
か
ど
う
か
の
審
査
基
準
や
特
約
の
内
容
で
は
な
い
の
で
、
貴
行
や
保
証
会
社

に
判
断
の
余
地
が
あ
り
ま
す
。

 
④
仮
に
特
約
利
用
を
認
め
て
も
第

9
条
で
常
に
抵
当
権
実
行
の
権
限
を
留
保
し
て
い
ま
す
。
ご
質
問
の
趣
旨

は
、
抵
当
権
を
実
行
す
る
か
任
意
売
却
で
十
分
な
回
収
が
得
ら
れ
る
場
合
か
と
思
い
ま
す
。
こ
の
場
合
は
、

9
条

2
項
で
残
債
務
を
放
棄
す
る
こ
と
が
不
利
に
な
り
ま
せ
ん
か
ら
、
貴
行
と
し
て
は
抵
当
権
を
実
行
す
る
こ
と

に
な
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

 
⑤
④
を
除
い
て
、
残
債
務
が
か
な
り
生
ず
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
特
約
利
用
を
認
め
ず
に
抵
当
権
を
実
行
す
う

こ
と
は
覚
書
違
反
と
な
り
ま
す
。

 

資料11
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 た
だ
し
、
覚
書
は
あ
く
ま
で
ひ
な
形
で
あ
り
、
貴
行
独
自
の
内
容
に
さ
れ
る
こ
と
は
当
然
問
題
あ
り
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
結
局
金
融
機
関
が
好
き
な
よ
う
に
で
き
る
と
い
う
内
容
で
す
と
、
特
約
と
し
て
定
め
る
こ
と
は
難
し

い
の
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。

 
金

融
機

関
等

が
特

に
指

示
し

て
3

年
定

期

借
家

以
外

で
の

運
用

を
す

る
場

合
と

は
ど

の
よ

う
な

場
合

か
。

 

債
務
者
の
状
況
が
短
期
間
に
改
善
す
る
見
込
み
が
な
か
っ
た
り
、
事
実
上
は
私
的
整
理
的
な
文
脈
で
特
約
利
用

が
行
わ
れ
る
よ
う
な
場
合
に
、
あ
え
て
長
期
の
定
期
借
家
で
運
用
利
回
り
を
改
善
し
た
り
、
そ
の
時
点
に
お
け

る
借
入
人
と
の
合
意
で
、
期
間
を
定
め
て
賃
貸
し
た
あ
と
は
抵
当
権
を
実
行
す
る
と
い
っ
た
、
特
段
の
事
情
が

あ
る
場
合
を
想
定
し
て
い
ま
す
。
あ
く
ま
で
そ
の
時
そ
の
時
の
対
応
で
す
の
で
覚
書
に
は
盛
り
込
ん
で
い
ま
せ

ん
。

 
覚

書
第

10
条

の
中

に
あ

る
「
権

利
保
全

の

た
め

に
や

む
を

得
な

い
場

合
を
除

い
て
、
抵

当
権

の
実

行
や

任
意

売
却

等
を

行
わ

な
い

と
す

る
」
と

し
て

い
る

が
、
こ

の
場

合
と
は

、

抵
当

権
を

実
行

す
れ

ば
債

務
が

全
額

回
収

さ
れ

る
場

合
と

と
ら

え
て

良
い
か

。
 

覚
書
上
は
、

抵
当
権
を
実
行
す
れ
ば
債
務

が
全
額
回
収
さ
れ
る
場
合
に

は
、
「
や
む
を
得
な
い
場
合
」

で
な
く

て
も
、
任
意
に
抵
当
権
の
実
行
を
行
う
権
限
を
留
保
し
て
い
ま
す

(第
９
条

)。
た
だ
し
、
こ
の
場
合
に
は
ノ
ン

リ
コ
ー
ス
と
な
る
特
約
を
付
し
て
い
ま
す
（
同
条

2
項
）

 
 
こ
の
権
限
を
前
提
に
す
る
と
Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
借
り
上
げ
て
転
借
人
が
入
居
状
態
に
あ
る
物
件
に
つ
い
て
も
、
担
保

割
れ
さ
え
覚
悟
す
れ
ば
い
つ
で
も
抵
当
権
を
実
行
で
き
る
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
第

10
条
は
、
そ
う
し
た
場

合
に
、
法
律
上
抵
当
権
実
行
後

6
か
月
後
に
明
け
渡
し
を
迫
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
入
居
者
に
最
大
限
の
配
慮
を

し
て
欲
し
い

と
い
う
努
力
義
務
を
定
め
る

も
の
で
す
。
「
や
む
を
得
な
い

場
合
」
の
典
型
は
、
第
三
債

権
者
に

よ
る
差
押
え
等
が
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
最
終
的
に
は
貸
し
手
が
「
や
む
を
得
な
い
」
と
判
断
す
れ
ば
転
借
人
や

Ｊ
Ｔ
Ｉ
が
こ
れ
を
阻
む
こ
と
は
難
し
く
、
仮

に
転
借
人
が
理
不
尽
な
立
ち
退
き
を
迫
ら
れ
る
よ
う
な
事
情
が
認

め
ら
れ
れ
ば
本
条
を
根
拠
に
損
害
賠
償
を
請
求
す
る
程
度
で
は
な
い
か
と
思
い
ま
す
。
た
だ
、
金
融
機
関
の
立

場
と
し
て
は
損
害
賠
償
が
問
題
に
な
る
よ
う
な
や
り
方
を
取
ら
れ
る
と
は
思
わ
な
い
の
で
、
本
条
は
結
局
努
力

義
務
に
留
ま
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

 
 た
だ
し

、
サ
ー
ビ
サ
ー
に
債
権
を
売

却
さ
れ
る
よ
う
な
場
合
に
は

、
無
用
な
ト
ラ
ブ
ル
が
生
じ

る
こ
と
も
考

え
ら
れ
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ
事
前
に
ご
相
談
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

 
住

み
か

え
支

援
住

宅

ロ
ー

ン
、

リ
バ

ー
ス

家
賃

返
済

特
約

付
加

の
住

宅
ロ

ー
ン

を

は
じ
め
、
住
み
か
え
支

援
住
宅
ロ
ー
ン
等

家
賃
返
済
特
約
付
加
に
つ
い
て
は
な

る
べ
く
共
通
仕
様
に
し
た
う

え
で
、
金
融
庁
な
ど
に
分
類

上
の
特
別
扱
い

な
ど
を
働
き
か
け
て
は
ど
う
か
と
考
え
て
い
ま
す
。
時
間
的
な
問
題
は
各
行
で
早
い
遅
い
が
あ
る
と
考
え
て
お
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3 

モ
ー

ゲ
ー

ジ
型

カ
ー

ド
ロ
ー
ン

 
や

そ
の

他
複

数
を

組
み

合
わ

せ
た

商
品

を
導
入
・
販
売

す
る

と
き
は
、
今
後
、
本

協
議

会
員

と
足

並
み

を
揃

え
て

開
発

を

し
て
い
く
の
で
し
ょ
う
か
。

 

り
、

[足
並
み

]に
は
ま
っ
た
く
こ
だ
わ
っ
て
い
ま
せ
ん
。

 
そ
の
他
の
商
品
に
つ
い
て
は
協
議
会
と
は
別
の
話
で
あ
り
、
協
賛
が
前
提
で
す
が
、
個
別
に
話
を
す
す
め
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
す
。
た
だ
し
、
Ｊ
Ｔ
Ｉ
の
仕
事
は
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
す
し
代
表
の
立
場
で
個
別
協
賛
会
社
と
の

業
務
開
発
を
手
伝
う
こ
と
に
は
限
界
が
あ
り
ま
す
。
そ
ち
ら
で
ど
ん
ど
ん
進
め
て
い
た
だ
い
て
こ
ち
ら
は
受
け

身
で
や
れ
ば
よ
い
な
ら
大
丈
夫
だ
と
思
い
ま
す
が
、
あ
る
程
度
の
ス
ピ
ー
ド
と
わ
た
し
個
人
の

関
与
が
必
要
な

ら
、
別
途
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
契
約

等
を
通
じ
て
別
枠
で
大
垣
の
時
間
を
買
っ
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
る
と
思

い
ま
す
。

 
メ

ー
カ

ー
側

と
の

コ

ン
タ
ク
ト
希
望

 
ス

ム
ス

ト
ッ

ク
導

入
企

業
の

各
営

業
所

と
の
勉
強
会
の
実
施

 
勉
強
会
や
営
業
所
、
支
店
単
位
の
研
修
、
講
演
、
イ
ベ
ン
ト
で
の
説
明
会
等
に
大
垣
が
直
接
出
向
い
て
ご
説
明

を
い
た
し
ま
す
。
必
要
な
ら
メ
ー
カ
ー
本
社
や
Ｊ
Ｔ
Ｉ
出
向
者
を
通
じ
て
そ
う
し
た
ア
レ
ン
ジ
を
実
施
す
る
こ

と
も
可
能
だ
と
思
い
ま
す
。

 
導

入
メ

リ
ッ

ト
を

検

討
す

る
中

で
の

質
問

事
項

 

借
上

げ
申

請
か

ら
入

居
者

の
入

居
ま

で

の
平
均
期
間
。
特
に
、
山
形
県
・
宮
城
県

の
状
況

 

通
勤
・
通
学
圏
内
に
あ
る
一
般
的
な

住
宅
の
場
合
、
募
集
か
ら
入

居
ま
で
は

2
か
月
程
度
が
普
通
で
す
が
、
閑

散
期
（
６
・
７
・
８
月
、
１
０
・
１
１
・
１
２
月
）
に
は

3
か
月
～

4
か
月
程
度
か
か
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

そ
れ
で
も
任
意
売
却
や
競
売
に
要
す
る
期
間
よ
り
は
短
期
間
で
は
な
い
か
と
思
料
し
ま
す
。
住
宅
機
構
で
は
こ

の
間

の
支

払
負

担
は

返
済

困
窮

者
対

策
の

な
か

で
元

加
す

る
等

の
対

応
を

と
る

こ
と

に
な

る
だ

ろ
う

と
判

断

し
て
い
ま
す
。

 
 現
行
の
借
上
げ
制
度
で
は
借
上
げ
を
申
し
込
ん
で
か
ら
入
居
者
が
つ
く
ま
で
に
半
年
程
度
か
か
り
ま
す
。
こ
れ

は
建
物
診
断
と
補
修
に
時
間
が
か
か
る
た
め
で
、
移
住
・
住
み
か
え
支
援
適
合
住
宅
で
は
こ
の
作
業
を
省
略
な

い
し
簡
略
化
で
き
る
こ
と
が
最
大
の
メ
リ
ッ
ト
に
な
り
ま
す
。

 
 募
集
期
間
に
地
域
差
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
両
県
で
も
都
市
部
・
郊
外
な
ら
大
体

2
か
月
程
度
が
標
準
的
で
す
。

た
だ
し
、
借
上
げ
制
度
自
体
は
地
域
を
全
く
限
定
し
て
お
ら
ず
、
シ
ニ
ア
層
か
ら
の
持
ち
込
み
の
場
合
、
か
な

り
僻
地
の
物
件
が
持
ち
込
ま
れ
る
こ
と
が
あ
り
、
宮
城
で
都
市
部

か
ら

3
時
間
程
度
離
れ
た
山
間
部
の
物
件
に

つ
い
て
入
居
ま
で
半
年
程
度
か
か
っ
た
事
例
が
あ
り
ま
し
た
。

 
代

位
弁

済
と

家
賃

返
済

と
の

メ
リ

ッ
ト

の
比
較

 
①
代
位
弁
済
＝
抵
当
権
実
行
も
し
く
は
任
意
売
却
と
考
え
た
場
合
に
は
、
換
価
可
能
額
と
受
取
家
賃
額
と
を
比

較
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
だ
と
思
わ
れ
ま
す
。
一
般
的
に
は
地
価
が
坪

30
万
円
を

下
回
る
場
合
に
は
中
古
住
宅
を
処
分
す
る
よ
り
は
、
家
賃
で
住
宅
ロ
ー
ン
を
返
済
す
る
ほ
う
が
貸
倒
れ
損
失
を
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回
避
で
き
ま
す
。
今
回
の
仕
組
み
で
は
約
定
金
利
は
当
然
に
負
担
さ
せ
ま
す
の
で
、
現
在
価
値
ベ
ー
ス
で
考
え

て
も
こ
の
よ
う
に
い
え
ま
す
。

 
②
た
だ
し
、
貸
倒
損
失
回
避
よ
り
不
良
債
権
残
高
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
が
よ
り
重
要
な
局
面
で
は
当
局
に
対
し

て
①
を
主
張
し
て
特
別
の
取
扱
い
を
認
め
さ
せ
る
等
の
対
応
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
こ
の
点
は
利
用
銀
行
の
数

が
増
え
た
時
点
で
Ｊ
Ｔ
Ｉ
か
ら
も
Ｆ
Ｓ
Ａ
に
対
応
を
主
張
し
て
い
こ
う
と
考
え
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

 
③
現
在
行
わ
れ
て
い
る
返
済
困
難
者
対
策
で
単
純
に
条
件
変
更
等
に
応
じ
る
よ
り
は
、
常
に
有
利
に
な
る
と
考

え
ら
れ
ま
す
。
住
宅
機
構
は
こ
う
し
た
考
え
に
も
と
づ
い
て
今
次
特
約
の
導
入
を
検
討
し
て
い
ま
す
。

 
Ｊ

Ｔ
Ｉ

・
Ｈ

Ｌ
Ｐ

セ

ン
タ

ー
に

関
す

る
追

加
質
問

 

家
賃

返
済

特
約

付
住

宅
ロ

ー
ン

に
対

す

る
Ｈ
Ｌ

Ｐ
の

関
与

は
、
セ
ー
ル
ス
段

階
か

ら
必
要
な
の
か
。

 

Ｊ
Ｔ
Ｉ
と
し
て
Ｈ
Ｌ
Ｐ
資
格
者
の
関
与
を
お
願
い
し
た
い
の
は
、
金
証
契
約
時
等
に
今
回
ご
提
示
す
る
ひ
な
形

等
を
利
用
し
て
制
度
・
リ
ス
ク
説
明
等
を
行
っ
て
い
た
だ
く
場
合

の
み
で
す
。
こ
れ
は
将
来
ト

ラ
ブ
ル
が
発
生

し
た

場
合

に
十

分
な

能
力

の
あ

る
も

の
が

説
明

責
任

の
果

た
し

て
い

た
こ

と
を

証
明

す
る

た
め

の
作

業
な

の

で
、
リ
ス
ク
管
理
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
管
理
上
ぜ
ひ
お
願
い
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

 
 こ
の
結
果
、
営
業
段
階
で
Ｈ
Ｌ
Ｐ
資
格
を
有
す
る
金
融
機
関
職
員
が
関
与
い
た
だ
く
必
要
は
ま
っ
た
く
あ
り
ま

せ
ん
。
た
だ
し
、
特
約
の
内
容
に
つ
い
て
は
や
は
り
一
定
の
ご
理
解
を
得
て
い
た
だ
く
必
要
は
あ
り
ま
す
。
金

証
段
階
で
ト
ラ
ブ
ル
が
生
じ
な
い
よ
う
に
、
職
員
の
皆
様
に
は
Ｆ
Ｐ
資
格
に
類
す
る
も
の
と
し
て
、
ぜ
ひ
Ｈ
Ｌ

Ｐ
の
任
意
取
得
を
ご
勧
奨
い
た
だ
け
れ
ば
幸
甚
で
す
。

 
Ｈ
Ｌ
Ｐ
取
得
の
た
め
に
、
必
須
参
加
研
修

や
取

得
の

た
め

の
勉

強
会

等
の

開
催

は

予
定
さ
れ
て
い
る
の
で
し
ょ
う
か
。

 

原
則
と
し
て
通
信
で
受
講
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
ま
す
が
、

1
箇
所
に
集
め
て
い
た
だ
け
れ
ば

必
要
な
方
々
に

半
日
で
資
格
取
得
で
き
る
セ
ッ
シ
ョ
ン
を
開
催
し
ま
す
。
た
だ
し
、
こ
れ
は
特
別
対
応
で
あ
り
、
大
垣
の
時
間

が
限
ら

れ
て
い
る
の
で
、
早
い
者
勝

ち
に
な
り
ま
す
。
メ
ー
カ
ー

な
ど
の
場
合
は

1
回

30
0
名
近
い
場
合
も
あ

り
ま
し
た
。
強
制
参
加
に
す
る
と
人
数
が
限
定
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
よ
う
な
の
で
、
開
催
日
を

土
日
に
し
て
自

由
参
加
に
す
る
が
、
資
格
取
得
を
推
薦
す
る
よ
う
な
か
た
ち
で
事
実
上
社
内
研
修
を
兼
ね
る
よ
う
な
か
た
ち
も

考
え
ら
れ
ま
す
。

 
 



家賃返済特約に関する業務フロー概念図 

１．借入時 

 
※ 当面業務はオフライン処理を想定しており、金融機関側のシステム対応は行わないか、特約が付帯し

ている旨のフラグを立てる等、何らかのかたちで識別できる程度との理解。 

※ 将来的には業務量を減らすために、覚書を約款化した上で申込書に「□家賃返済特約を選択する」とい

ったチェック欄を設けることで対応することが考えられる。 

大手メーカーとの提携
取引先工務店の協賛仲介

顧客訴求
共同説明会

パンフレット挿入等の

融資申込時
特約付加の申請

移住・適合住宅に関する
説明(メーカーＨＬＰ）

顧客

$

金融機関顧客

顧客

住宅メーカー
工務店

$

金融機関

$

金融機関

金証契約締結時
　　・リスク説明
　　　（金融機関ＨＬＰ）
　　・覚書締結

$

金融機関顧客

建築審査完了後
住宅履歴の提供
適合関連証憑提出

住宅メーカー
工務店

住宅メーカー
工務店

住宅メーカー
工務店

顧客

$

金融機関

適合
証明書

適合確認

特約申請書

調印済覚書※

大手メーカー
は自社発行
の場合がある

非適合の場合
は覚書解除

￥￥

手数料
5000円＋税

※　事前にＪＴＩ調印済覚書を金融機関に交付しておくことも考えられる。
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２．通常時借上げ（転勤等の場合における一時借上げ） 

 
 

２．返済困難時借上げ 

 

通常時借上げ
　　

$

金融機関

顧客

住宅履歴チェック

建物診断（簡易化・省略）

住宅メーカー
工務店

通知

入居募集
借上げ開始

$

金融機関

指定口座への家賃送金

顧客

返済困難時

特約適用申請
顧客

$

金融機関

審査
家賃
査定

顧客
審査
結果
通知

以下の流れは通常
借上げと同様

査定
依頼



[ローン申込時]ローン申請者⇒金融機関 2010・11・01検討用 v1 

（金融機関名）    プリプリント   

 

 御中 

家賃返済特約付加申請書【ひな形】1

 わたしは、一般社団法人移住・住みかえ支援機構（以下、JTI）に協賛する下記事業者 

 

 
 （  ）に対して新築住宅を発注 
該当するものに○

 （  ）に対して既存住宅の改修を発注もしくはその予定で既存住宅を購入 
 （  ）から新築建売住宅を購入 

 
するにあたり、当該住宅が、JTI の定める移住・住みかえ支援適合住宅の要件を充足する見

込みであることから、貴行[貴庫]からの借入れを希望する[住宅ローンの名称]に対して家賃

返済特約の付加を希望します。 
申請にあたっては、当該住宅が万が一 JTI の定める移住・住みかえ支援適合住宅の要件

を充足しない場合には特約が付加されないか、契約締結後の場合は特約が適用されないこと

を確認し、承諾いたします。また、特約の付加に関し必要な範囲で、わたくしに関する個人

情報、その他本件住宅取得や借入れにかかる情報が JTI に対して開示される場合があるこ

とをあらかじめ承諾いたします。 
 

申請日2 西暦     年   月   日  

借入人 

住所 
 
 

自署                       印3

 
 

 

協賛事業者 

住所 
 
社名  

 
メーカー・ビルダー等が配布の場合はプリプリント 

担当部署・連絡先 
                    電話（   ） 

ハウジングライフ 
・プランナー 

住所 
 
 

自署                       印 
 

所属  

登録番号  
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[ローン申込時]ローン申請者⇒金融機関 2010・11・01検討用 v1 

 
                                                   
1 本申請書のフォームは、①協賛事業者が本特約が付加できることを「ウリ」にして住宅を販売しており、

協賛事業者側が住宅のパンフレット等と合わせて顧客に対して提供する場合と、②事業者側の意識が必
ずしも高くない場合に、大手メーカー住宅購入者や、認定長期優良住宅の購入者等が本特約の付加が可
能かを金融機関側に打診し、金融機関側から提供される場合の 2 ケースが考えられる。 

2 ローン申込書の日付と一致させる。 
3 ローン申込書で使用する印章を使用。 



2010・11・01 検討用 v1 

 1 

家賃返済特約に関する覚書【ひな形】 

末尾記載の当事者は（以下、それぞれ末尾署名欄記載の略称によります）、末尾記載の金銭

消費貸借契約(以下、「本件住宅ローン」とい います)に関し、追加的に以下の特約（以下、「家

賃返済特約」といいます）が適用されることに合意し、以下の通り覚書を締結します。 
 

(定義) 

第1条 本覚書において以下の用語は以下に定める意味を有するものとします。 

① 移住・住みかえ支援適合住宅 機構の定める要件を満たす長寿命住宅として JTI が

認定した住宅で、延べ床面積（集合建の場合は専有面積）の 50％以上が自己居住目

的のもの。 

② 対象住宅 本件住宅ローンの借入金による取得する建物で[貸付金融機関・保証会社]
が抵当権を設定しているもの。 

③ マイホーム借上げ制度 JTI が財団法人高齢者住宅財団の住替支援債務保証を活用

し実施しているマイホーム借上げ制度。 

第1節 総則 

(対象住宅に関する賃貸の承諾) 

第2条 貸付金融機関[ならびに保証会社]は、本件住宅ローンの規定にかかわらず、借入人が

本覚書の規定に従って JTI に対象住宅を賃貸することをあらかじめ承諾します。 

[２ 借入人は、前項以外の方法で対象住宅を賃貸した場合、本件住宅ローンに関し契約違

反が生じる結果、期限の利益を喪失する場合があることを確認し、承諾します。] 

(JTI の借上げ義務) 

第3条 JTI は、借入人が第 4 条の条件を満たし、JTI 所定の手続きに従って対象住宅の借上

げを求めた場合は、借入人の年齢にかかわらず借上げを行う義務を負担します。 

2 借入人は、JTI が、前項の借上げに関し借入人が受領すべき借上げ家賃を貸付金融機関

に直接、もしくは、貸付金融機関が JTI に対して書面で指示し JTI が合意する方法で支払う

ことをあらかじめ承諾します。 

3 借入人は、前項の借上げに関し JTI から受領すべき将来の借上げ家賃の全部を本件住宅

ローンにかかる債務の担保として貸付金融機関に譲渡します（以下「家賃譲渡担保」）。 

4 JTI は、前項の借上げに関し借入人に対して主張できる一切の抗弁の行使を留保したう

えで第 3 項の家賃譲渡担保を承諾します。 

（前提条件） 

第4条 借入人が、第 3 条にもとづき JTI に対象住宅の借上げを求めるには、本覚書締結の

時点、ならびに、借上げを請求する時点の双方において、以下に定める要件を満たしていな

ければなりません。 

資料14
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① 対象住宅が、JTI の認定した移住・住みかえ支援適合住宅であり、所定のメンテナ

ンス要件を満たしていること。 

② 前号に加え、JTI所定の審査基準に基づき、賃貸の用に供するための障碍事由 1

③ 対象住宅に[貸付金融機関・保証会社・貸付金融機関もしくは保証会社]以外の第三者

が抵当権その他の担保権を設定していないこと。 

が存

在しないこと。 

④ 対象住宅の敷地が借入人の所有である場合に、[貸付金融機関・保証会社・貸付金融

機関もしくは保証会社]以外の第三者が抵当権その他の担保権を設定していないこ

と 2

⑤ 対象住宅の敷地が借入人の所有でない場合に、土地に対する権原が維持されており、

地代、借賃等の滞納その他権原維持の支障となる事由が生じていないこと。 

。 

⑥ 対象住宅にかかる固定資産税・都市計画税その他の不動産関連諸税の滞納のないこ

と。 

⑦ 借入人について、差押え、競売の申立、破産、民事再生、あるいは、裁判上・裁判

外を問わずこれらに類する事由が生じていないこと。 

⑧ 借入人の貸付金融機関以外の第三者に対する債務に関して、期限の利益喪失事由が

発生していないこと。 

⑨ 借入人[または連帯債務者]について貸付金融機関が指定する団体生命保険が付保さ

れていること 3

（借り上げ制度） 

。 

第5条 借入人は、本覚書に基づく JTI の借上げには、本覚書で特に定める事項を除いて、

JTI の定めるマイホーム借上げ約款が適用されることを確認し、承諾します。 

第2節 転勤・住みかえ等の場合の借上げ 

（転勤・住みかえ等の場合の借上げ） 

第6条 借入人は、申請時点で本件住宅ローンの支払いを滞りなく行っており、借上げ後も

本件住宅ローンにかかる一切の債務の履行を当初約定にしたがって行う場合には、いつでも

JTI に対し JTI 所定の手続きに従って第 3 条に定める対象住宅についてマイホーム借上げ制

度の利用申請を行うことができます。 

2 前項の場合、借入人は、JTI が借上げの申請があった旨を貸付金融機関に通知し、また、

借上げ条件その他借上げに関する情報を貸付金融機関に開示することをあらかじめ承諾し

ます。 

3 本条に基づき JTI に借上げを申請した借入人に対し、JTI が建物診断ならびに同診断結

果にもとづく補修等を要請した場合には、借入人はこれに従うものとします。借入人は本項

前段の要請に従わない場合には、JTI が借上げを行わない場合があることをあらかじめ承諾

します。 

4 本条に基づき JTI に借上げを申請した借入人は JTI もしくは JTI の業務を取り扱う協賛

事業者の指示にしたがい、JTI からの転借人の入居日以前に対象住宅を明け渡さねばなりま

せん。 
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第3節 返済困難時借上げ 

（返済困難時借上げ） 

第7条 借入人が、借上げ後は借上げ家賃の範囲内、もしくは、本件住宅ローンの約定弁済

額を下回る金額での返済への条件変更を希望する場合には、貸付金融機関に対して所定の方

法で申請を行うものとします。 

2 前項の申請を受けた貸付金融機関が JTI に対して書面で対象住宅に関する家賃査定を

依頼した場合には、JTI は遅滞なく予備査定を実施し、想定家賃ならびに想定最低保証家賃

の金額を貸付金融機関に対して通知するものとします。当該予備査定は査定日から 3 ヶ月

間有効とします。 

3 前項の予備査定にもとづき貸付金融機関が所定の審査基準を満たすと判断した場合に

は、借入人は JTI に対してマイホーム借上げ制度の利用を申請することができます（以下、

「返済困難時借上げ」といいます）。 

4 返済困難時借上げを利用するには、申請時までに本件住宅ローンについて弁済期の到

来したすべての支払、ならびに、当該支払に関し延滞損害金が発生している場合はその支払

を完了せねばなりません。[ただし、貸付金融機関が債権保全上相当と判断する場合には、

支払いの猶予を認めることがあります。] 

5 第 7 条第 3 ないし第 4 項の規定は返済困難時借上げに準用するものとします。 

6 JTI は返済困難時借上げの転借人と借上げ家賃の額が決定次第借入人ならびに貸付金

融機関に対して、借上げ家賃の金額ならびに家賃査定額、最低保証家賃の額を通知します。 

7 貸付金融機関は第 6 項の通知があり次第、以下の各号にしたがい本件住宅ローンにか

かる約定返済額を変更し、さらに、それに伴って必要な最終返済期日、その他の事項の変更

を行うものとします。当該変更は貸付金融機関が第 6 項の通知を受領してから[１ヶ月]以内

で貸付金融機関が指定する返済期日ならびにそれ以降の支払に適用されるものとします。 

① [借上げ家賃額にもとづく借入人の正味受取額（以下「正味受取額」）がボーナス時

の増額返済を行わないものとして計算した当初の約定月次返済額（以下「当初返済

額」）を上回る場合は、月返済額を正味受取額に変更 4

② 正味受取額が当初返済額を下回る場合は、正味受取額もしくは正味受取額を上回り

当初返済額を下回る金額で貸付金融機関が債権保全上相当と決定した金額に変更。 

。] 

8 借入人は第 7 項の条件変更が有効となるまでに、それまでに本件住宅ローンについて

弁済期の到来したすべての支払、ならびに、当該支払に関し延滞損害金が発生している場合

はその支払を完了せねばなりません。[ただし、貸付金融機関が債権保全上相当と判断する

場合には、支払いの猶予を認めることがあります。] 

9 借上げ家賃が転借人の変更や最低保証家賃の変更その他の事由で変更される場合に

は、JTI は遅滞なく借入人と貸付金融機関に通知するものとします。当該通知があった場合

には、貸付金融機関は第 7 項に準じて約定支払額その他の変更を行うものとします。 

（借上げ後の期限の利益喪失） 

第8条 本件住宅ローンの規定に加えて以下の場合には、借入人はただちに期限の利益を喪

失し、本件住宅ローンの規定にもとづいて全額繰上返済その他の義務を負担するものと[し、

保証会社の事前求償権の行使についても同様と]します。 

① 変更後の支払が正味受取額を上回る金額の場合に、借入人が自己負担すべき金額の
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全部または一部が１回でも延滞したとき。 

② JTI が借入人に対する家賃債務を受動債権、JTI が借入人に対して当該返済困難時借

上げに関して取得した金銭債権を自動債権として相殺を行ったことにより、正味受

取額の全部または一部が貸付金融機関に対して支払われなかったとき。 

③ 借入人が JTI に対して有する、当該返済困難時借上げにかかる賃料請求権に対して、

課税当局やその他の第三者が差押を行った場合。 

④ 理由の如何を問わず当該返済困難時借上げが終了した場合。 

（抵当権実行の特約） 

第9条 本覚書に基づき返済困難時借上げが行われた場合であっても、貸付金融機関[もしく

は保証会社]は第 7 条の条件変更の有無にかかわらず、いつでも対象住宅やその宅地に対し

て有する抵当権の実行ないし任意売却を行うことができるものとし、借入人はそのことを承

諾します。 

2 前項に基づく抵当権の実行による対象物件の経費控除後の換価額が債務残高に満たな

い場合には、貸付金融機関は不足額を放棄し、以後借入人に当該債務を請求しないものとし

ます。 

第4節 その他 

(抵当権実行等にかかる貸付金融機関の努力義務) 

第10条 貸付金融機関もしくは保証会社は、JTI が本覚書に基づいて対象住宅を借り上げて

いる間は、JTI からの転借人の居住権に対して最大限の配慮を行い、債権保全のためにやむ

を得ない場合を除いて抵当権の実行や任意売却等を行わないことに同意します。 

2 貸付金融機関もしくは保証会社が第 9 条その他やむを得ない事由で転借人が居住中に

抵当権の実行を行う場合は、事前に JTI に通知するものとします。この場合には、貸付金融

機関もしくは保証会社は JTI と協力して転借人の明け渡し後の居住先を斡旋できるよう努

力せねばなりません。 

(債権保全目的のための借上げ制度利用) 

第11条 第 6 条・第 7 条に定める借上げとは別に、本件住宅ローンに期限の利益喪失事由が

生じた場合で、貸付金融機関[保証会社]が債権保全上相当と認めた場合には借入人に対して

JTI のマイホーム借上げ制度の利用を要請することがあります。この場合には、借入人は要

請に対して真摯に対応せねばなりません。 

(個人情報開示の承諾) 

第12条 借入人は本覚書との関係において必要が生じた場合は、借入人に関する個人情報な

らびに本件住宅ローンの条件、その他貸付金融機関が必要と認める情報を機構に対して開示

することをあらかじめ承認します。 

（事務取扱手数料） 

第13条 借入人は本覚書締結にかかる事務取扱手数料として JTI に対して金 5,000 円を、貸

付金融機関を通じて締結時に支払うものとします。 

2 借入人は第 6 条・第 7 条の借上げを申請するにあたり、マイホーム借上げ制度利用に
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かかる事務取扱手数料を別途 JTI に対して支払う必要があることを確認し承諾します。 

3 貸付金融機関ないし保証会社は第 7 条第 2 項の査定実施にかかる事務取扱手数料とし

て金 5,000 円を査定実施のつど JTI に対して支払うものとします。 

(本覚書の有効期間) 

第14条 本覚書は以下の事由のいずれかが生じるまで有効に存続するものとします。 

① 本件住宅ローンが完済したとき。 

② 本件住宅ローンについて借入人が期限の利益を喪失し、貸付金融機関[もしくは保証

会社]から融資金の全額償還[もしくは求償権の事前行使]を求められたとき。 

(本覚書の数) 

第15条 本覚書は原本を[    ]通作成の上、各当事者が１通ずつ保有のこととします。 
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覚書締結日 5 西暦２０   年   月   日  

対象となる 
住宅ローン 

下記借入人・連帯保証人・貸付金融機関・保証会社の間で本日付で締結さ

れた金銭消費貸借契約。 
本覚書に 

おける略称 
住所・名称等 

借入人 

住所 
 
 

自署                       印 6

 
 

連帯保証人 7

住所 

 
 
 

自署                       印 8

 
 

貸付金融機関 

 

 
貸付金融機関の住所・社名・代表者名をプリプリント 

 

保証会社 

 

 
保証会社の住所・社名・代表者名をプリプリント 

 

JTI 

東京都千代田区平河町１－７－２０ 
一般社団法人移住・住みかえ支援機構 

代表理事  大垣 尚司 
 

 
 
                                                   
1  ① 建物診断の結果、対象物件が賃貸の用に供することが困難な程度に毀損しており、当事者が修繕に

応じないとき。 
 ② 賃貸市場が著しく悪化して借上げが困難な事情にあるとき。 
2  土地のみに抵当権が設定されている場合には、仮に実行されても法定地上権が成立する（民法 388 条）。

しかし、この場合、借入人が地代支払いを懈怠するとトラブルとなるので、当面は土地のみに第三者が
抵当権を設定する場合も認めないこととする趣旨。 

3 JTI の借上げが借入人とその同居人死亡を終了事由とすること、民間金融機関については相続開始が期
限の利益喪失事由とされている場合が多いことから、相続人に対しては本覚書の適用はないものとする。 

4  ここでは、債権保全の観点から家賃が当初約定返済額を上回る場合には、返済額を増額することとして
いる。 

5 金銭消費貸借契約の日付と一致させる。 
6 金銭消費貸借契約で使用する印章（実印）を使用。 
7 住宅ローンについて主債務者以外に連帯債務者がいる場合には当事者とする。 
8 金銭消費貸借契約で使用する印章（実印）を使用。 
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家賃返済特約に関する制度・リスク説明【ひな形】 

末尾記載の借入人は末尾記載の金銭消費貸借契約(以下、「本件住宅ローン」とい
います)にかかる家賃返済特約に関する覚書の締結にあたり、JTI の運営するハウ
ジングライフ（住生活）プランナーから以下のとおり説明を受け、覚書の内容
や家賃返済に伴うリスクについて十分に理解しました。 

1. 総則関係 

1. ☐ 家賃返済特約とは、今回借り入れた資金で購入する住宅（以下、「対象

住宅」といいます）をいったん明け渡して賃貸し、その家賃を住宅ロー

ンの返済の全部または一部に充当するものです。対象住宅に住み続けた

ままでは特約を利用することはできませんので注意してください。 

2. ☐ 対象となる住宅は一戸建てでもマンションでもかまいません。また、JTI

の定める要件（6 参照）を満たせば中古住宅でも構いません。ただし、

貸付金融機関によって家賃返済特例を利用できる住宅ローンの種類が

限定されている場合がありますので注意してください。 

3. ☐ 家賃返済特約が適用されるのは、本覚書の規定にしたがって対象住宅を

JTI に借り上げてもらう場合に限られます。他の賃借人に借り上げてもら

う場合や、本覚書の規定によらずに JTI に借り上げてもらう場合には、

家賃返済特約のメリットを享受できないだけでなく、住宅ローンの規定

（資金使途の定め）違反となり、最悪の場合期限の利益を喪失して全額

返済を請求されることがありますので注意してください。 

4. ☐ JTI はマイホーム借上げ制度を運営する非営利法人です。マイホーム借

上げ制度は、主に 50 歳以上のシニア層からマイホームを一生涯借り上

げ、子育て層などに転貸して運用し、万が一空き家・空き室になっても

一定の家賃を保証するというもので、JTI の家賃債務には、財団法人高齢

者住宅財団に拠出された国の基金による債務保証がなされています。 

5. ☐ 家賃返済特約は、JTI の定める要件を満たす長寿命住宅について、上記

マイホーム借上げ制度の年齢制限を撤廃することによって、住宅ローン

の返済に同制度に基づいて支払われる安定的な家賃を充当することが

できるようにするものです。この結果、覚書の規定で特に定めている場

合を除いて、借上げに関する事項には JTI が別途定めるマイホーム借上

げ約款が適用されます。家賃返済特例に利用する場合に注意すべきマイ

ホーム借上げ制度のポイントは以下の通りですが、細かな規定について

は借上げ利用時にあらためて確認してください。 

① 日本に住宅を有する者であれば利用可能（国籍は問わない。ただし、

海外在住の場合は日本人に限る）。 

資料15
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② 違法建築は借上げ対象となりません。一方、建築時は合法だったがそ

の後の規制・基準の強化で基準を満たさなくなったもの（既存不適格）

は、耐震性を除いて原則として借上げの対象とします。 

③ 借上げの期間は終身、すなわち借入人が死亡するまで。ただし、賃貸

人（住宅ローンの借入人）の側からする解約は自由。いずれの場合も、

借上げは解約の申込時点で有効な転貸借契約の期限（最長 3 年）に終

了する。なお、団体生命保険が利用できない等の理由で賃貸人の死亡

後も住宅ローンの返済を継続する必要がある場合は、相続人の申し出

により借上げを継続することができる。 

④ 対象住宅が災害による毀損や経年劣化などのために貸し続けることが

難しくなった場合には借上げは終了する。※対象住宅にかかる固定資

産税その他の不動産関連諸税や地代の滞納等、そのほかにも終了事由

がありますので、借上げ制度利用時にあらためて確認してください。 

⑤ ＪＴＩは借上げた住宅を主として子育て世代に転貸し、得られた家賃

から空き屋・空き室のための積立金（10％）と管理費（5％）を控除し

て利用者に支払う。転借人から敷金・礼金はとらない。 

⑥ 家賃保証から生ずるＪＴＩの負担は空き家・空き室積立金の中で補て

んできるよう、統計的な裏付けも得て運営が行われているが、万が一

の場合には政府の基金（平成 22 年 3 月現在 5 億円）から債務保証を受

けられる。 

⑦ 借上げは最初の転借人が入居したところから始まる。いったん借上げ

が始まればその後に空き屋・空き室になっても家賃が支払われる。た

だし、家の損壊、経年劣化、あるいは、周囲の家賃相場の激変といっ

た理由で、保証家賃の額が見直されることがある。 

⑧ 転貸は、期間の終了時に借り手に更新権がなく必ず明け渡さねばなら

ない定期借家契約という制度を利用し、期間は原則として 3 年とする。

この結果、定期借家契約の期間満了時（最長３年）には借上げを解約

して明け渡しを求め、自宅に戻ること可能。※ ただし、この場合は

住宅ローンの返済を再開せねばならないことに注意してください。 

⑨ 借上げにあたっては賃貸の用に供する物件として適切かどうかについ

て建物診断を行い、劣化が激しいものについては補強や補修が必要と

なる（なお、後述のように移住・住みかえ支援適合住宅についてはこ

の手続きが簡素化されている）。一方、それ以上に貸しやすくするた

めのリフォームを行うかは任意。一方、転借人は JTI の承認を得て自分

自身で躯体に影響を及ぼさない部分のリフォームを行うことができ

る。当初の借上げにあたってはこのほかにハウスクリーニング代がか

かる。 ※返済困難時の借上げにあたってはこれらの点が障害となる

ことがありえますので日頃から物件のメンテナンスには留意しておい

てください。 
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⑩ 賃貸管理はＪＴＩから委託を受けた業者が行うので、自ら転借人と交

渉することなく家賃のみを受け取れる。ただし、日常的な範囲を超え

る家の補修などは家主が資金負担せねばならない。 

6. ☐ JTI の定める要件を満たす長寿命住宅は移住・住みかえ支援適合住宅と

いい、次表のいずれかの要件を満たすことが必要です。なお、移住・住

みかえ支援適合住宅に該当しても金融機関や利用する住宅ローンの種

類によって追加的な制限がある場合がありますので注意してください。

家賃返済特約を利用するには、対象住宅が覚書の締結時点と利用を申請

する時点の両方において移住・住みかえ支援適合住宅の要件を満たして

いる必要があります。 

 構造要件 維持管理要件 事業者要件 

新築 

・戸建て 

・マンション 

国の定める認定長期優良住宅 1. 住宅事業者や瑕疵担保保証事

業者等により住宅履歴が管理さ

れているか、JTI に住宅履歴を登

録していること。 

2. 瑕疵保証期間満了時より 5 年

ごとに定期点検を受検し、点検結

果を履歴管理すること。 

JTI の協賛社員・

事業者が施工し

た住宅であるこ

と。 

マンションは 1

棟単位で認定。 

住宅性能評価（設計審査・建築審査）にお

いて、耐震等級２，劣化対策等級３，維持

管理対策等級３を取得していること。 

以上に相当すると JTI が認めるもの。一部の

大手優良事業者については、自社基準によ

る取扱いを認めている。 

中古 

・戸建てのみ 

１．築後 5 年以上であること。 

２．認定にあたり耐震性が基準値１以上と

なる補修を行っていること。 

３．期間 5 年の瑕疵担保保険を付保してい

ること。 

1. 新築の場合と同じ。 

2. 5 年ごとに定期点検を受検し、

点検結果に基づいて必要な修繕

を行ったうえで、履歴管理を行う

こと。 

7. ☐ JTI のマイホーム借上げの対象からは当初から主として賃貸運用を目的

とする事業用住宅（いわゆるアパート、賃貸マンション）が除かれてい

ます。しかし、賃貸部分の面積が延床面積（マンションの場合は専有面

積）の 50％以下の場合には例外的に認められており、さらに、全体が移

住・住みかえ支援適合住宅の場合である場合には、最初から賃貸部分を

JTI に借り上げてもらうことができます。 

8. ☐ 対象住宅や敷地に本件住宅ローンの貸付金融機関もしくは関連の保証

会社以外の第三者が担保権を設定している場合、家賃返済特約は利用で

きません。この結果、特約を付す場合は本件住宅ローン以外に他の金融

機関のために後順位抵当権等を設定して追加資金を借りることはでき

なませんので注意してください。 

9. ☐ 対象住宅の敷地利用権が所有権以外の場合には、利用権の期間が借上げ

期間より十分に長く設定されていないと、そもそも借上げが認められな

い、あるいは、利用権の期限切れに伴い借上げが終了してローンの全額

償還を求められるといったリスクがあります。 

10. [☐ また、特約を付加する住宅ローンについて団体信用生命保険（死亡リ

スクのみ）の付保が義務づけられていることにも注意してください。な

お、返済困難時借上げを利用した場合には、返済期間が長期化し、途中
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から団体信用生命保険が付保できなくなるリスクがあります。] 

11. ☐ 家賃返済特約を利用した場合には、JTI が借入人に支払うべき借上げ家

賃は原則として JTI から貸付金融機関に直接支払われるか、あらかじめ

指定した住宅ローンの返済口座に振り込まれます。ただし、貸付金融機

関によって具体的な支払方法は異なります。 

12. ☐ 借入人は貸付金融機関のために、家賃返済特約が利用された場合に JTI

が借入人に支払うべき借上げ家賃に、万が一の場合に備えて担保権（譲

渡担保）を設定することになっています。 

2. 転勤・住みかえ等の場合の借上げ 

13. ☐ 家賃返済特約には、転勤・住みかえ等の場合の借上げと、返済困難時借

上げの 2 種類があります。両者で利用の際の要件が異なりますので注意

してください。 

14. ☐ 転勤・住みかえ等の場合の借上げは、借上げ家賃がローンの返済額に満

たない場合には、差額を借入人が補てんして約定弁済を継続する場合を

いいます。この場合、返済条件を緩和する等の対応が必要ないことから、

借入人はいつでも自由に行うことができます。たとえば、以下のような

利用例が考えられます。 

① 転勤で 3 年程度地方勤務となるので、戻ってくるまでの間について借

上げ制度を利用して、借上げ家賃で住宅ローンの返済を継続する。 

② 不況でボーナスが減額されたり、退職勧奨を受けて給料の低い勤め先

に転職を余儀なくされたことから、対象住宅に住み続けたままこれま

で通りの返済を行うことは難しいが、実家に身を寄せて対象住宅を JTI

に借り上げてもらえい、約定返済と借上げ家賃の差額だけを自己負担

で返済しながら状況が改善するのを待つ。 

③ 独身時代に住宅ローンを借りてマンションを購入したが、結婚を機に

配偶者と同居することになったので、これまでのマンションは借り上

げてもらい借上げ家賃でローンの返済を続ける。 

④ 病気や事故で借入人について長期療養が必要となったため、家族は実

家等にいったん引っ越した上で、住宅ローン負担を借上げ家賃を活用

してできる限り減らすといった場合。 

15. ☐ 転勤・住みかえ等の場合の借上げを行うには、貸付金融機関や保証会社

の承諾を得る必要はありません。しかし、制度利用があったことは JTI

から貸付金融機関に通知されます。 
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3. 返済困難時借上げ 

16. ☐ 返済困難時借上げは、借上げ後は借上げ家賃の範囲内、もしくは、本件

住宅ローンの約定弁済額を下回る金額でしか返済する見込みがない場

合に、借上げと同時に、住宅ローンの返済額を借入人に支払われる正味

借上げ家賃（転貸家賃×85％、5.⑤参照）の額まで、あるいは、正味家

賃と現在の約定返済額との間で無理なく返済が可能と考えられる金額

まで引き下げる条件変更を行うものです。 

17. ☐ 返済困難時借上げを利用するには、原則として借上げ申請時において延

滞がない状態でなければなりません（23 参照）。このため、返済困難と

なる事態が予想される場合にはできる限り早めに貸付金融機関と相談

を始めるようにしてください。 

18. ☐ 条件変更を行うと返済期限も延びてしまいます。どの程度まで期限の延

長を認めるかは貸付金融機関によって異なります。この期間を超えるこ

とになる返済額の引き下げは認められませんので注意してください。 

19. ☐ 返済困難時借上げは、貸付金融機関に住宅ローンの返済額引き下げに応

じてもらうことが前提となりますので、常に利用可能なわけではありま

せん。また、住宅ローンはあくまで月々の収入から返済していくことが

原則です。まずは、無理のない返済計画を立てた上で、家賃返済特約は

あくまで万が一の場合の備えを位置づけてください。 

20. [☐ 貸付金融機関や保証会社は返済困難時借上げの実施後も、債権保全に

必要と考えた場合には、いつでも抵当権を実行する権限を留保していま

す。ただし、借上げ開始後に貸付金融機関が任意に抵当権の実行を行う

場合には、万が一担保不足が生じても、それを借入人には追求しないこ

ととなっています。] 

21. ☐ 返済困難時借上げには次のようなメリットがあります。 

① 借上げ制度を利用すると家に住み続けることはできなくなりますが、

所有権は維持できるので、その後に家計の状態が回復して自力返済が

可能になった場合には、借上げを解約して家に戻ることが可能になり

ます。 

② マイホーム借上げ制度を利用することにより、仮に空き家・空き室に

なっても JTI が家賃支払を保証するので、安定的に返済を継続すること

ができます。 

③ 返済困難になって抵当権を実行されると、多くの場合十分な価格で処

分できずに、住宅ローンに残債務が残ってしまいます。借上げ家賃が

ある程度見込めるのであれば、それで返済を続ければ担保不足となる

リスクを軽減でき[ることに加え、20 で説明した取扱いを受けることが

でき]ます。 

④ 返済困難時借上げを利用するとせっかく買ったマイホームに住むこと
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ができなくなります。しかし、家賃で返済を続けていれば高齢期には

ローンを完済でき、収入がなくなってからの住まいの心配がなくなり

ますし、場合によっては借上げを継続したり、売却することによって

老後の生活資金を得ることができます。 

⑤ 返済困難時借上げを利用して返済を続けていれば、借入人に万が一の

ことがあった場合には、団体信用生命保険が適用されますので、残さ

れた家族はマイホームに戻ることができます。 

22. ☐ 返済困難時借上げを希望する場合には、JTI ではなく貸付金融機関に対

して所定の方法で申請を行います。この時点で借入人は貸付金融機関に

対して今のままでは返済継続が困難であることを説明せねばなりませ

ん。貸付金融機関は JTI に対して家賃査定を依頼し、JTI が通知する想定

最低保証家賃を含む査定家賃に基づいて返済額変更の可否等について

審査します。借入人は審査の結果、貸付金融機関が利用を認めた場合に

限り JTI に対して返済困難時借上げを申請することができます。この時

点で貸付金融機関が返済困難時借上げの利用が現実的でないと判断し

た場合は、それ以外の返済困難者対策を検討し、最悪の場合には[保証会

社に保証の実行を求め]、抵当権の実行や物件の任意売却等の処理を行う

ことになります。 

23. ☐ 返済困難時借上げを利用するには、申請時までに本件住宅ローンについ

て弁済期の到来したすべての支払、ならびに、当該支払に関し延滞損害

金が発生している場合はその支払を完了せねばなりません。この点は利

用上大きな障害となりえますのでできる限り返済が継続できている間

に貸付金融機関への相談を始めてください。[なお、貸付金融機関が債権

保全上相当と判断する場合には、支払いの猶予を認めることがあります

が、あくまで金融機関側の判断で行うことになります。] 

24. ☐ 借上げの申請を受けた JTI は通常のマイホーム借上げと同様の手続きで

建物診断（29 参照）を実施した上で、借上げ可能と判断した場合には即

時に入居者募集に入ります。 

25. ☐ 借上げの申請を受けてから入居者が決定するまでには少なくとも 2～3

か月、物件の場所や状況、募集時期等によっては 6 か月程度かかる場合

もあります。この間に返済が継続できないと住宅ローンについて期限の

利益を喪失することになります。この点についても早めに貸付金融機関

と相談して対処の方法について指示を受けてください。貸付金融機関が

入居者決定までは継続返済することを求める場合には、結局家賃返済特

約を利用することが難しくなることもありますので十分に注意してく

ださい。 

26. ☐ JTI は入居募集開始後、転借人と借上げ家賃の額が決定次第借入人なら

びに貸付金融機関に対して、借上げ家賃の金額ならびに家賃査定額、最

低保証家賃の額を通知します。貸付金融機関はこれに基づいて返済額そ

の他の条件変更を行います。あらたな返済額による支払はそれよりあと
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の貸付金融機関が指定する返済期日から適用されます。新しい返済額は

原則として以下の通りとなります。 

① まず、原則としてボーナス返済のない月返済額に変更する。 

② 家賃の正味借上げ家賃（16 参照）＞①の返済額：家賃の正味借上げ家

賃に変更する（できる限り早めに返済を行っていく趣旨）。 

③ 家賃の正味借上げ家賃（16 参照）＜①の返済額：家賃の正味借上げ家

賃もしくは家賃の正味借上げ家賃～①の返済額の間で貸付金融機関が

債権保全上相当と決定した金額に変更する。 

27. ☐ 転借契約は 3 年の定期借家契約ですので、3 年後には家賃の変更があり

えます。それまでにも、転借人が退去すると新たに転借人を募集せねば

なりません。さらに、市場環境が変わったり対象住宅の築年数が経過し

た場合には、最低保証家賃を変更する場合があります。以上のような場

合には、JTI は遅滞なく借入人と貸付金融機関に通知し、貸付金融機関は

必要に応じて 26 で説明した基準に基づいて返済額の見直しを行います。

なお、最低保証家賃が何らかの理由で大幅に下落した結果、貸付金融機

関が、返済困難時借上げを継続させることが相当でないと判断する場合

には、借上げは終了し、通常の延滞債権処理に移行することになります

ので注意してください。 

28. ☐ 本件住宅ローンの規定とは別に、返済困難時借上げにともなって返済条

件の変更を受けた場合において、以下の事由が生じた場合には、借入人

はただちに期限の利益を喪失し、本件住宅ローンの規定にもとづいて全

額繰上返済その他の義務を負担することになりますので十分注意して

ください。 

① 変更後の支払が正味受取額を上回る金額の場合に、借入人が自己負担

すべき金額の全部または一部が１回でも延滞したとき。 

② JTI が借入人に対する家賃債務を受動債権、JTI が借入人に対して当該返

済困難時借上げに関して取得した金銭債権を自動債権として相殺を行

ったことにより、正味受取額の全部または一部が貸付金融機関に対し

て支払われなかったとき。 

③ 借入人が JTI に対して有する、返済困難時借上げにかかる賃料請求権に

対して、課税当局やその他の第三者が差押を行った場合。 

④ 理由の如何を問わず返済困難時借上げが終了した場合。 

4. その他 

29. ☐ マイホーム借上げ制度を利用するには、以上の要件に加えて、借入人に

ついて、差押え、競売の申立、破産、民事再生、あるいは、裁判上・裁

判外を問わずこれらに類する事由が生じていないこと、借入人の貸出金
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融機関以外の第三者に対する債務に関して、期限の利益喪失事由が発生

していないことが必要です。これらの事由は借上げ契約の終了事由にも

なっていますので、住宅ローン以外に借入がある場合にはこうした事態

とならないように十分注意してください。 

30. ☐ マイホーム借上げ制度を利用するには、利用を申請する時点で対象住宅

が賃貸の用に供することができる状態であることが前提条件となりま

す。本来はある程度時間をかけて建物診断を行うのですが、移住・住み

かえ支援適合住宅については、施工業者や瑕疵担保保証会社、JTI が対象

住宅に関する住宅履歴を管理していますので、維持管理の状況がすぐに

判断できます。この結果、通常の制度利用の場合と比較すると、建物診

断にかかる時間とコストを削減することが可能です。 

① まず、瑕疵担保保証期間中は、借上げの業務を担当する JTI の職員もし

くは協賛事業者の担当者が対象住宅の住宅履歴を確認したうえで、現

況を目視で確認し、いずれも問題がなければ、すぐに入居者募集にか

かります。 

② 瑕疵担保保証期間経過後の場合は、住宅履歴にいより定期点検を受検

していること、その結果に基づいて必要な修繕がなされていることの 2

点が確認できれば、あとは担当者の現況目視確認だけで、すぐに入居

者募集にかかります。 

③ なお、新築住宅については定期点検の受検のみが義務づけられており、

点検で指摘された必要な修繕を行うかどうかは任意となっています。

点検で指摘された修繕を行っていない場合には、指摘のあった部位を

中心に建物診断を実施し、場合によっては、修繕の実施が借上げの条

件となることがあります。なお、点検時に指摘された修繕がどの程度

重要で急迫性があるかについては点検者によって判断に幅があります

ので、疑問があれば施工業者や JTI に問い合わせてください。 

31. ☐ 借入人は本覚書との関係において必要が生じた場合は、借入人に関する

個人情報ならびに本件住宅ローンの条件、その他貸付金融機関が必要と

認める情報を機構に対して開示することをあらかじめ承認せねばなり

ません。 

32. ☐ 家賃返済特例を利用すると、借入人には家賃収入が発生しますので、関

連する諸経費を控除したうえで不動産所得（減価償却等により赤字とな

る場合は損失）を他の所得と合算して確定申告せねばなりません。詳細

は家賃返済特約を利用する際に税務相談所や税理士に確認してくださ

い。 

33. ☐ 借入人は本覚書締結にかかる事務取扱手数料として JTI に対して金 5,000

円（税込 5,250 円）を、貸付金融機関を通じて締結時に支払わねばなり

ません。本手数料は本覚書にもとづいて借上げを申請しなかった場合に

も返金されません。 
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34. ☐ 借入人は本覚書にもとづいてマイホーム借上げを申請する際に、同制度

の利用に係る事務取扱手数料として金 17,000 円（税込 17,850 円）を支払

わねばなりません。本手数料は最終的に借上げが行われなかった場合に

も返金されません。 
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説明実施日1 西暦２０   年   月   日  

対象となる 
住宅ローン 

下記借入人・連帯保証人・貸付金融機関・保証会社の間で本日付
で締結された金銭消費貸借契約。 

本覚書に 

おける略称 
住所・名称等 

借入人 

住所 
 
 

自署                       印2

 
 

説明者 

住所 
 
 

自署                       印 
 

所属  

ＨＬＰ登録番号 
 
 

借入人以外
の契約当事
者 

貸付金融機関の住所・社名・代表者名をプリプリント 

東京都千代田区平河町１－７－２０ 
保証会社の住所・社名・代表者名をプリプリント 

一般社団法人移住・住みかえ支援機構 
代表理事  大垣 尚司 

 
 
                                      
1 金銭消費貸借契約の日付と一致させる。 
2 金銭消費貸借契約で使用する印章（実印）を使用。 



平成 22 年  月  日 
 
一般社団法人 
移住・住みかえ支援機構 
 代表理事  大垣 尚司 殿 
 

（申請者） 
 
 
 
 
 

協 賛 申 請 書 

 
 
  貴機構の行う「移住・住みかえ支援事業」に関し、協賛社員として参加致したく、 

申請致します。 
 
 

（添付資料） 
１．事業概要書 
２．現在事項全部証明書（原本） 
３．決算書類（直近決算期の財務諸表または営業報告書のコピー） 

 
以 上 

資料16


